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序章 

 

第1節 本研究の背景と問題の所在 

 

 人間は，生涯を通じて，日々あらゆる動作の獲得を続ける存在である．出生

時は頭から手足の末梢器官の自由度を獲得するために一定の動きが生じる．そ

の後，幼児から児童期までは，立位，歩行，跳躍，そして走まで粗大運動と呼

ばれる多様な動きを経験する．青年期以降は日常生活動作の精確性を獲得する

ことに加えて，スポーツ動作に代表される専門的動きの習熟がなされる．そし

て，壮年期以降は，身体活動量の維持を通じて健康寿命延伸を目的とした持続

的な動きの反復が実施される．こうした生涯を通じた動作の獲得は極めて重要

な問題として，各年代別に検討がなされてきた．なかでも，発育発達期におけ

る新しい動作の獲得については，身体の筋骨格系の各機能の発達が大きく関わ

っていることは明らかだが，これに加えて心肺機能及び認知機能との関連も重

要となる．そして何より動作の獲得は，身体の諸器官を互いに連関させる神経

系の機能が中心的な役割を果たすと考えられる．ロシアの生理学者 Bernstein

は，この連関を動作の獲得理論の中心に据えた．Bernstein は，19 世紀以降の

生理学モデルが，動作の全体性を考える時に平衡の状態，あるいはバランスが

とれた状態，止まっている状態の体を対象としているとして批判した．また，

これまでの生理学の原理の特徴を捉えた上で，人間は常に動いているという前

提のもと，能動性の生理学，及び活動の生物学を提唱し，その研究方法と概念

体系を追及することを掲げ，これまでの中枢が末端を統制しているという従属

関係を示すサブ・オーディネーション(sub-ordination)に対し，末端器官である

運動器による協応関係による運動制御を示すコ・オーディネーション(co-

ordination)を提案した．我々人間は，内骨格を持ちながら自由に動く多くの関
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節をもって運動を適切に実施している．この膨大な自由度を，中枢神経系は，

末端の運動器官によって精密に制御しているのではなく，末端の運動器官同士

が相互に影響し合うことにより運動課題の達成が成り立っていると考える

(Bernstein, 1967)．この運動制御における自由度の問題は Bernstein 問題として

いまだ議論が続いている．この自由度問題は，非線形な動的システムによる自

己組織化のプロセスとして身体運動をとらえる現代の運動研究の 1 つの流れに

決定的な影響を及ぼし(野中，2013)，ダイナミック・システムズ・アプローチ

の 1 つとも呼ばれている．さらに，ある行為に動員される身体部位の協調を制

御する情報は，環境にあることが前提とされている(Turvey et al., 1991)．コオ

ーディネーションは，こうした考え方をもとに，生体内の運動器官同士の協応

にとどまらず，人間を取り巻く環境との相互作用まで適用範囲を広げている．

なお，生体の運動制御における環境の相互作用について Gibson(1986)は，アフ

ォーダンス理論を提唱した．アフォーダンス理論は，エコロジカル・アプロー

チと呼ばれ，ダイナミック・システムズ・アプローチと相補的に，運動制御を

生態学的にとらえることを目的としている． 

 Bernstein が提唱した運動制御理論としてのコオーディネーションを，Meinel

は，発育発達期である児童期の運動学習における中心的特徴として位置づけ，

児童期のスポーツの運動指導における重要な概念とした．具体的には運動制御

における巧みさに関する研究を基にして，これらの巧みさを支える能力とし

て，動作コオーディネーション能力(bewegungskoordinative Fähigkeit)を想定し

て，この能力の検証，ならびに具体的プログラムの立案を進めた．その結果，

動作コオーディネーション能力を，動作学 (Bewegungslehre)の中心的概念とし

て，あらゆるスポーツパフォーマンスに共通する一般的運動能力として位置づ

けた． 
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 動作コオーディネーションの理論は，自身が行おうとする運動課題につい

て，試行錯誤により中枢神経系が適切に制御しようとしているところから，

徐々に各運動器官同士の連携からスムーズに運動が遂行できるようになってい

くプロセス，つまり，運動学習を説明していると考えられる． 

 しかし，動作コオーディネーションの理論の根拠となっている神経系の具体

的な機序については，明らかにされていない点が多い．これについては，神経

科学的手法の限界の問題が挙げられる．特に脳機能の機序については，運動中

かつ非侵襲による脳機能の測定は難しい．よってこれまで，ダイナミックバラ

ンストレーニングを 6週間行った後に，前頭葉外側領域の GMV が増加したと

報告(Taubert et al., 2010)にあるように，長期間における脳構造の変化を明らか

にした研究，ならびに，運動学習後に M1 を含む運動関連領域の機能的結合性

が，課題依存的に変化することが報告されている(Sami et al., 2014; Hamano et 

al., 2020)ものの，急性全身バランス訓練による全脳ネットワークレベルでの機

能的結合性の変化は，明らかにされていない．これは，従来の脳機能を評価す

る方法であるボクセルベースモルフォメトリー(VBM)，PET，fNIRS，及び従

来の機能的磁気共鳴画像(fMRI)では評価できないことが挙げられる．そこで，

本研究では，全脳ネットワークレベルでの機能的結合性を明らかにする方法と

して近年注目されている，安静時機能的 MRI（resting-state functional MRI：

rsfMRI）を用いることとする．これにより，これまで明らかにされていなかっ

た神経系の運動能力とされる動作コオーディネーション能力が発揮される場合

の脳機能における機序を明らかすることができると考えられる． 

 また，動作コオーディネーション能力の評価についても，明らかにされてい

ない点が多い．これについては，動作コオーディネーションの機序が明確にさ

れていないため，その評価法についても確立されていないと考えられる． 
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 そこで，本研究では，動作コオーディネーション能力について，その存在の

観点から検討を行い，動作コオーディネーション能力の実態として，他の運動

能力と動作コオーディネーション能力が必要とされる課題との間の関係性を検

証する．加えて，動作コオーディネーション能力が必要とされる場合，脳神経

科学的に生じた痕跡を明らかにすることを通じて，動作コオーディネーション

能力のあり方を明らかにする． 

 

 

第1項 動作コオーディネーションの歴史的背景 

 

1) 動作コオーディネーション概念定義の変遷 

 

 ドイツ語圏におけるトレーニング科学は，1950 年代からドイツ身体文化大

学(Deutsche Hochschule für Körperkultur:DHfK)で展開された．特に，コオーデ

ィネーション理論の研究は，1970 年代から DHfK において大規模に展開さ

れ，ライプチヒ学派とも呼ばれ，現在においてもトレーニング科学の重要な柱

の一つとなっている．本項ではその歴史的経緯を整理する．まず，コオーディ

ネーション概念が成立する以前に，Hirtz(1964)は，スポーツにおける全身の器

用さ(Gewandtheit)に関する定義づけを行った．器用さは，反応性

(Reaktionvermögen)，適応性(Anpassungsvermögen)，制御性

(Steuerungsvermögen)，定位性(Orientierungsvermögen)，バランス性

(Gleichgewichtvermögen)，連結性(Kombinationsvermögen)，敏捷性

(Wendigkeit)，そして局所的な器用性(Geschicklichkeit)といった特性から説明で

きると定義づけた． 
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 しかし Meinel は，競技スポーツのように高い質が要求される多様な運動行

為においては，器用さという単一の概念のみでは説明することが難しくなった

ため，上記の Hirtz による概念を発展させ，複数のコオーディネーション能力

の下位概念の設定とその関係性を明示し，概念の体系化を進めた．Meinel と

Schnabel(1973)は，運動活動の制御・調整プロセスによって可能となる基礎コ

オーディネーション能力として，運動操作能力，運動適応変換能力，そして運

動学習能力を定義した． 

 その後，Blume(1978)は，運動操作能力，運動適応変換能力，そして運動学

習能力のさらに詳細な下位概念として，分化能力，定位能力，結合能力，反応

能力，バランス能力，変換能力，そしてリズム化能力を位置付けた．この

Blume による定義が，パフォーマンス前提の１つである一般的コオーディネー

ション能力として現在でも広く認識されている(Zaciorskij, 1968; Harre, 1973; 

Harnes, 1974; Martin, 1977)． 

 

 

2) 動作コオーディネーション概念の応用的展開 

 

 上で示したように，Bernstein の運動制御の考え方を受けて，ライプチヒ学

派によってスポーツパフォーマンスの前提として定義づけされた動作コオーデ

ィネーション概念は，その後，さまざまな応用的展開が進んだ． 

 Hirtz (1979，1985) は，学齢期に重点的に指導するべき能力として，Blume

の定義した 7 つの能力から，結合能力と変換能力を除いた 5 つの基礎コオーデ

ィネーション能力を位置付けた． 

 また，Zimmermann(1980)は，動作コオーディネーション能力の下位概念間

の関連を相関分析により検証した．特にバランス能力，定位能力，そしてリズ
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ム化能力の 3 つのコオーディネーション能力の下位能力は，運動学習能力，運

動適応変換能力，さらには運動操作能力といった上位能力すべてに共通する重

要なコオーディネーション能力であることを示した． 

 Roth(1982)は，動作コオーディネーション能力の理論的枠組みについて，先

行研究を検証した上で，Schnabel(1973)による動作コオーディネーションの 2

つの能力群である運動操作能力，運動適応変換能力により定義づけられた考え

方の下にさらに 2 つの因子に分けられると定義した．具体的には，時間プレッ

シャー下の動作，及び動作の正確性の 2因子とした．その下位因子として速や

かな運動制御の能力，速やかな運動適応及び変換能力，精確な運動制御の能

力，そして精確な運動適応及び変換能力の 4 つのレベルの構造案を示した． 

 さらに，Hirtz (1994) は，演繹的帰納法から，コオーディネーション能力

を，精確な運動調整能力，時間プレッシャー下に応じた運動変換／適応能力に

区分した． 

 このように，動作コオーディネーション理論では，さまざまな見解が提示さ

れたが，現時点では，Hirtz または Blume によって分類された 5 つあるいは 7

つのコオーディネーション能力及び，その関連構造が，我が国においても広く

認知されている． 

 

 

3) 英語圏における動作コオーディネーション理論の展開 

 

 動作コオーディネーション理論を体系化したドイツ語圏に対して，北米を中

心とした英語圏では，随意運動の制御は古典的な運動制御モデルに基づくメカ

ニズムが広く受け入れられてきた．例えば，随意運動における情報の出入力機

構を閉ループ系と開ループ系に区分する考え方がある(Adams, 1971)．閉ルー
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プ系(closed-loop system)は，出力－フィードバック－誤差検出－誤差修正から

なる自己調節回路であり，運動は常に末梢の感覚フィードバックにより調整さ

れる．これをフィードバック制御(feedback control)という．一方で，開ループ

系(open-loop system)は中枢の運動プログラムによる制御を重視しており，運動

は末梢からの感覚フィードバックの影響を受けずに実行されるとされ，これを

フィードフォワード制御(feedforward control)という（宮本, 2001, p.54)．しか

し，これらは運動プログラム並びに運動記憶の問題が十分に説明されておら

ず，どちらも運動の自由度の問題が十分説明することができない（宮本, 2001, 

p.55)．Schmidt (1982)は，この考え方を批判し，発展的に身体図式(Body 

schema)を学習することによって運動は獲得されるとするスキーマ理論を主張

した． 

 しかし．Turvey が，1990 年に Coordination を発表するともに，Latash & 

Turvey により，Bernstein の“On dexterity and its development” が 1996 年に翻訳

されたことより，コオーディネーション概念が紹介された．これにより，英語

圏でも運動制御研究の生態心理学的手法として，コオーディネーション研究が

始められた．Latash(2012)は，それまでの研究成果をもとに Fundamentals of 

Motor control において，Bernstein のコオーディネーション概念を含めた運動制

御理論を発表した．その後，動作コオーディネーションは，性別，体格，身体

活動(physical activity)との関係を検証する研究が多く展開された(Fransen et al., 

2012;Lopes et al., 2011; Laukkanen et al., 2014; Chaves et al., 2015; Luz et al., 

2016)． 

 また，英語圏のスポーツトレーニングの現場において，動作コオーディネー

ションに類似した考え方に，アジリティが挙げられる．Sheppard and Young 

(2006)による総説によると，アジリティは，明確な定義についてのコンセンサ

スが得られていない．しかし，Bloomfield et al. (1994) により，急速に方向を
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変える能力として定義づけられて以降，最近の研究では，全身の方向転換に加

えて，認知や状況判断なども適応範囲に入れるべきとの議論が進められてい

る． 

 今後，アジリティの定義におけるコンセンサスが得られるようになった際に

は，動作コオーディネーション概念との共通性及び相違性について整理する必

要がある． 

 

4) 動作コオーディネーション能力との関係性研究の近年の動向 

 

 Fransen et al.(2012)は，6歳から 12歳の男子児童の体力と動作コオーディネ

ーションの関係を実施スポーツ歴の違いから検証し，多様なスポーツ種目を実

施している児童は，体力と動作コオーディネーションが高いことを明らかにし

た．また，Lopes et al.(2011)は，6歳から 14歳の児童期〜思春期の子ども

7,175名を対象として，動作コオーディネーションと BMI との関連を検証し

た．その結果，思春期には，両性ともに逆の相関があることを明らかにすると

ともに，児童期はよりその逆の相関が強い傾向にあることを示した．さらに

Laukkanen et al. (2014) は，5歳から 8歳の児童を対象として，日常生活の身体

活動量並びに全身動作スキルの関連を検証し，身体活動量が多い女子について

は特に顕著に神経筋と相互作用を及ぼしていることを報告している．また，

Chaves et al.(2015)は，ポルトガルの 18 の小学校に通う 390名の児童を対象に

して，学校別の環境条件(規模，施設等)が，体力，体脂肪，身体活動量，そし

て動作コオーディネーションにどのような影響を与えているかを検証した．そ

の結果，動作コオーディネーションのみが学校の環境条件から有意な影響を受

けていることを明らかにした．また，Luz et al. (2016) は，ブラジルの 8歳から

9歳の児童 128名を対象にして，身長，体重などから割り出された予測身長，
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及び運動パフォーマンスとしての動作コオーディネーションを性別に検討し，

男子が女子にくらべて有意に高値を示していることを明らかにした． 

 このように，近年では，体力要素，性別，及び身体活動量等との関係を検証

し，社会実装化へ向けた基礎研究が多く発表されている． 
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第2項 動作コオーディネーションの概念的変遷 

 

 我が国の体力・運動能力の分類において，動作コオーディネーション概念に

もっとも近いと考えられる概念は，調整力である．1968 年の小学校学習指導

要領において，正式に調整力という用語が用いられ，第 8 節「体育」では，全

学年を通じて「各種の運動を適切に行わせることによって，調整力を養う」こ

とが目標の 1 つとして記載された(文部省，1968)．高田(1968)は，調整力を

「反射的または無意識的に自分の動きを目的に合致するようにまとめること，

あるいはイメージを大脳皮質に描きながら，それに向かって意識的に練習を重

ねて得た神経支配の技術性，そしてこの両者を総合して全身をうまくコントロ

ールする身体支配の力である」(p.662)と定義づけている． 

 さらに猪飼(1972)は，「調整力とは，動作をいかにうまくまとめるかという

ことでもあり，そのまとめかたが予定した動作の様式にぴったり合っているか

ということである」(p.5)と説明しているなど，Bernstein のコオーディネーショ

ン概念に近い考え方で調整力を定義づけている．また，石河(1969)は，「調整

力とは，身体活動をするにあたって，時間的，空間的に正しい動作をする能力

である．このような能力が自己の姿勢を維持するために発揮されれば，これは

平衡性と呼ばれる．また，時間の要素を前向きに押し出して，なるべく短時間

に動作を行うことを努める場合に，これを敏捷性という．また時間的空間的に

動作の正確さを要求すれば巧ち性と称する．これらの働きは，いずれも神経系

の作用である．」(p.10)と定義し，コオーディネーション概念を構成する下位

概念にまで踏み込んだ定義づけを行った． 

 このように，調整力は研究者によって様々な定義づけが行われてきた．体育

科学センターは，1972 年に調整力専門委員会を組織し，調整力とは何かの定

義，調整力を知るにはどのようなテストを用いるべきか，さらに，調整力を高
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めるにはどうすればよいかを探求するに加えて，調整力と生活との関係を明ら

かにすることによって，実践の指針を与えることを試みた(石河ら，1987)．ま

ず，調整力の定義は，「心理的要素を含んだ動きを規定する physical 

resources」であり，その英語訳は「Coordination and integration of human 

movement」とした．また，測定方法は，ラボラトリーテストとフィールドテ

ストに大別して作業を進め，ラボラトリーテストとして，姿勢制御能力テスト

(postural controllability)(渡部・朝比奈，1974)，全身選択反応テスト(selective 

jumping reaction time)(藤田，1974)，さらに緩衝能テスト(landing shock 

neutralizing ability)(末利・千駄，1976)の３つを開発検証した．一方フィールド

テストとしては，とび越しくぐり(jump over & crawl under)，反復横跳び(side 

jump)，ジグザグ走(zigzag run)の 3 つが，調整力フィールドテストとして提案

された(栗本ら，1981)．その後，調整力を高めるためのトレーニング，及び保

育環境を検討する研究が展開されたが，徐々に調整力研究は少なくなっていっ

た． 

 1990 年代になると，東独の動作コオーディネーション理論を綿引 (1990) が

まとめ，これまでの調整力研究では行われていなかった動作コオーディネーシ

ョンの構成概念を東独の研究とともに紹介した．さらに，動作コオーディネー

ションの心理的な効果として行為能力との関連を示すなど，調整力研究は，さ

らに広く研究がなされるようになった．また，荒木(2005)は，コオーディネー

ション概念の個別の能力は，階層的な配列を想定したほうが，実際の運動の実

施における現状を指し示しているとする考えを提示した．その上で，これを踏

まえた能力の相互関係こそが，動作コオーディネーションであるとする主張を

した． 

 一方で，加納 (2016) は，幼児を対象にした動作コオーディネーションにつ

いて検討し，コオーディネーションの能力のなかでも，特に定位能力及び分化
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能力の発達的特性を検討し，その診断テストの検証を行った．また，長岡 

(2018) も，幼児を対象とした協調運動の量的評価の検証とその構造についての

検討を行い，構造モデルを提示するなど，動作コオーディネーションの診断評

価に係る研究を報告した． 

 

第3項 本研究の問題の所在 

 

 このように，動作コオーディネーションは，Bernstein の問題提起を端緒と

し，ドイツのライプチヒ学派の研究を通じて広く展開され，英語圏，及び日本

語圏においてもさまざまな理論的発展，及び実践的な方法，さらに応用研究の

成果を生み出した．そのなかで，現在の社会的状況を踏まえた今後の研究の課

題としては，以下の観点において研究を展開するべきであると考える． 

 まず 1 つ目は，動作コオーディネーションの運動の神経科学的機序を検討す

ることである．上記で述べたように動作コオーディネーションは，Bernstein

による冗長な自由度の克服のための運動制御ストラテジーとしてのコオーディ

ネーションを基点として，理論，実践の研究が実施されている．しかし，これ

らの研究は，運動器官同士の協応の前提を踏まえた応用研究であり，どのよう

に動作におけるコオーディネーションが生じているかについての機序を明らか

にした研究は見当たらない．これについては，人間が運動制御を行なっている

とき，つまりオンラインプロセスにおける神経科学的機序を明らかにすること

が極めて困難であることが挙げられる．Mochizuki et al. (2008) は，液晶パネル

を指でタッピングする動作コオーディネーション課題に取り組んだ際の脳機能

の変化を fMRI で検討した結果，コントロール課題と比較して，脳機能の違い

があることを明らかにした．しかしこの研究は，MRI撮像機のなかで指先の

みを用いた運動の結果であり，動作コオーディネーション課題としての妥当性
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は疑問が残る．よって，全身を用いた動作コオーディネーション課題実施時の

神経科学的機序については，明らかになっていないため，その検証を行う必要

がある． 

 さらに，2 つ目は，動作コオーディネーションの診断評価の在り方を確立す

ることである．これまで診断評価については，我が国において標準化されてい

る調整力フィールドテストのみならず，Kiphard (2007) による

Körperkoordinationstest für Kinder (KTK) 及び小林による The body coordinations 

test (BCT) など，国内外において，多くのテストバッテリーが開発されている

ものの，これらのテストの妥当性，信頼性並びに客観性に関する問題はいまだ

広く議論されている．動作コオーディネーション概念を捉えるための検証を引

き続き行う必要がある． 

 上記より動作コオーディネーション概念とは，その存在の仕方とはどういっ

たものであるのか，あるいは，どのような発生機序にあるかについては，未だ

明らかにされていない．そこで，こうした状況を改善するために，動作コオー

ディネーション概念の実態を検証する．動作コオーディネーション概念とその

能力とは，他の体力・運動能力の個別の要素とは在り方そのものが異なる可能

性があると考えられる．荒木(2006)は，コオーディネーションの概念に基づく

能力を，高度な身体運動を実施するための能力と説明した．加えて個々の要素

からでは説明することが困難となり，あくまでも全体の中での部分的な位置付

けによってしか理解することができないとして，スポーツ運動の精神的な要素

も含めた全体性に基づくとした．このように動作コオーディネーション概念と

は，その存在の在り方が，筋力，持久力，並びにスピード等の個別の体力・運

動能力とは異なっている可能性が高い． 

 これらの動作コオーディネーションの実態の検証の結果を踏まえて，人為的

な概念である能力とは，どのような概念的特徴を持っているのかを考えるとと
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もに，これをどう捉えるかという問題について深く考察することが必要とな

る．そこで，人間の能力の在り方について考察するために，近代の現象学的存

在論及び，社会文化的発達論の観点から考察を行うことを通じて，現在の科学

的手続きの前提となっている客観的評価をもとにした能力評価観に加えて，能

力を他との関係性のなかに見出すという新しい考えを拓く可能性があると考え

られる．その上で，教育やコーチングの場において，具体的にどのような展開

可能性があるのか考察する． 

 

 

第2節 本研究の目的 

 

 本研究は，動作コオーディネーション概念及びその能力に着目し．その実態

を，神経科学的な手法から明らかにすること及び動作コオーディネーション能

力の評価法の観点から明らかにすることにより検討する．その上で，動作コオ

ーディネーション能力の評価にあり方における新たな考えについて存在論的，

及び社会文化理論的に考察を行うことを通じて，評価の理論モデルを構築する

ことを目的とした． 

 本目的を明らかにするために以下の 4 つの研究課題を設定した． 

研究課題 1 動作コオーディネーション概念の萌芽及びその捉え方の変遷につ

いての歴史的経緯の整理に加えて，動作コオーディネーション能

力の向上を対象とした近年の介入研究の研究デザイン，評価方法

等に関する研究動向について明らかにした． 

研究課題 2 動作コオーディネーション能力の在り方を検証するため，簡便に

指導現場で実施できる動作コオーディネーション診断テストと体

力との関係性を明らかにした．具体的には，我が国で一般的に利



 15 

用されている文部科学省新体力テストを用いて，これらの関係性

を明らかにすることから存在を検討した． 

研究課題 3 動作コオーディネーション能力の存在を再検証するため，動作コ

オーディネーション能力のなかでも特にバランス能力が求められ

る運動課題を実施する際の脳機能の痕跡を検証した．具体的に

は，全身を使った動的バランス課題を対象として，運動前後に

fMRI を用いて脳機能を評価することを通じて，動作コオーディ

ネーションの神経科学的実態について明らかにした． 

研究課題 4 国際的に広く利用されているテスト，新体力テストの動作コオー

ディネーション能力を測定するテスト，新たに開発した水泳運動

における動作コオーディネーション能力テストについて，信頼

性，妥当性の観点から検討した． 

 以上の研究課題から明らかにした動作コオーディネーション概念及び能力の

在り方についての研究成果をもとに考察した．本研究では，現象学的存在論及

び，社会文化的発達論の観点から考察を行う．こうした考察を通じて，近代科

学の前提となっている客観性を超克した能力のあり方を提起することが可能に

なると考えられる．そこで．存在論及び社会文化的発達理論の立場から考察を

行った上で，構造方程式モデリングを用いて，動作コオーディネーション能力

診断評価するための理論モデルの抽出を試みた． 
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第3節 本研究の方法 

 

 上記 4 つの研究課題について，以下の方法を用いて検討した． 

 研究課題 1 では，動作コオーディネーション概念について，その成立の背景

及び近年の研究動向を理論的に検討した．第 1 に，Bernstein による動作の制御

の理論として成立してきたコオーディネーション概念には，どのような社会的

背景，及び理論の発展の経緯があったかをこれまでの先行研究のレビューを通

じて明らかにした．第 2 に，動作コオーディネーション概念を対象とした介入

研究の近年の研究動向を，過去 10 年の英文誌並びに独文誌を対象としたシス

テマティックレビューにより明らかにした． 

 研究課題 2 では，動作コオーディネーション能力の在り方を検証した．具体

的には，動作コオーディネーション能力診断テストとして，ライプチヒ学派に

より作成され，教育現場で一般的に用いられているザクセン基礎運動テストの

動作コオーディネーション能力を評価する 2 つのタスクと，我が国において標

準化されている体力・運動能力テストである文部科学省新体力テストとを用

い，我が国の児童を対象として評価したテスト結果から，その関係性を検討し

た． 

 研究課題 3 では，動作コオーディネーション能力の存在を再検証した．具体

的には，動作コオーディネーションの運動のなかでも，特に全身の運動となる

動的バランス能力が必要とされるスラックラインを用いた動作に対して，同時

間程度の持久的運動となるエルゴメータ運動を対照条件として，両群の脳機能

における変化を，安静時機能結合性 (resting state functional connectivity: rs-FC) 

を機能的磁気共鳴画像 (fMRI) にて撮像し，その差異を評価検討した． 

 研究課題 4 では，動作コオーディネーション能力の在り方について検討し

た．具体的には，我が国で実施されている文部科学省新体力テストをはじめ，
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多くの介入研究の効果検証のために用いられている標準化されたテストバッテ

リーである KTK を用いて，その効果を検討した．さらには，青年期において

も用いられているザクセン基礎運動テスト，我が国で広く用いられている新体

力テストの動作コオーディネーション能力を測定できるテストタスク並びに，

著者が独自に開発したテストを，それぞれ児童を対象として実際に測定した結

果より，そのテストの信頼性及び妥当性を検討した． 

 これらの研究課題の検討による動作コオーディネーション能力の在り方及び

その評価法に関する研究成果に基づき，動作コオーディネーション能力のあり

方として，関係性なかに顕れる特性が明らかになった．関係性のなかに実態を

見出すこととは，近代の現象学的存在論を参照することで，より詳細な考察が

可能になると考えた．具体的には，存在に係る考察より，2 つのモデルを作成

し，検討した．まずは，1 つめのモデルは，ドイツの哲学者 Heidegger による

現存在(Dasein)の思想を参照した．Heidegger は，現存在の存在構造を，可能態

としてのデュナミス，現実活動態としてのエネルゲイア，そして完全現実態と

してのエンテレケイアのうち，デュナミスの在り方こそが能力の在り方である

とした．こうしたデュナミスとしての現存在の在り方に基づき能力の在り方の

モデルを導出した．加えて 2 つめのモデルとしては，Bernstein同様に，人間存

在の根拠といえる意識は，生体の反射モデルでは十分な説明ができないと指摘

したソヴィエトの心理学者 Vygotsky により提唱された社会文化的発達理論で

ある最近接領域理論を取り入れた評価モデルを構築した．これら 2 つの評価に

関する理論モデルについて，それぞれの適合性の検討を行った． 
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第4節 論文の構成 

 

 本論文は，序章及び終章を含めて 6 章より構成した（図 0.1）． 

 序章では，本研究の背景と問題の所在について明らかにした．その上で，本

研究の目的，方法，本研究の構成を整理した．加えて，本研究を進める上で，

基本的となる用語の定義を確認した． 

 第 1 章の動作コオーディネーション概念の歴史的成立過程の整理，及びその

研究動向では，第 1 節において，研究の背景として，我が国の調整力概念そし

て，Bernstein による動作コオーディネーション概念の導出の過程について歴

史的に整理した．その上でドイツ・ライプチヒ学派による動作コオーディネー

ションの能力にかかる研究の歴史を総括することで，本研究における意義を明

らかにした．2 節では，動作コオーディネーション概念の捉え方について，先

行研究をもとに整理した．その上で，研究デザイン並びに評価方法等に関する

研究動向について，最近 10 年の英語及びドイツ語論文誌を対象としたシステ

マティックレビューにより体系的に検討した．これより，ドイツ・ライプチヒ

学派によって体系化された動作コオーディネーションの概念が，現在どのよう

に理解されているかについて整理するとともに，動作コオーディネーション能

力の研究動向を明らかにした． 

 第 2 章の動作コオーディネーション能力の実態検証においては，動作コオー

ディネーション概念の在り方について詳細な解明を行った．特に動作コオーデ

ィネーション能力と体力との関係性，さらには，神経科学的機序の解明から存

在について検討した．第 1 節では，動作コオーディネーションと体力の関係に

ついて検討した．動作コオーディネーションを診断できるテストのうち，比較

的簡便に指導現場で実施できる 2 つの診断テストを対象とし，我が国で一般的

に利用されている文部科学省新体力テストを用いて，これらの関係性を明らか



 19 

にした．これにより，動作コオーディネーションの能力が他の体力・運動能力

とどのような関係にあるかの実態を明らかにした．第 2 節では，動作コオーデ

ィネーションのなかでも特にバランス能力に着目し，全身のバランス運動実施

時の脳活動の様子を明らかにした．具体的には神経科学領域において特に注目

されている安静時機能結合性(rs-FC)の変化を評価した．これにより，バランス

運動に代表される動作コオーディネーションの運動を実施している際の脳活動

の特徴を定量的に捉えた．これらの 2 つの手続きを通じて，概念的に捉えられ

てきた動作コオーディネーション能力の存在について実証した． 

 第 3 章の児童を対象とした動作コオーディネーション能力診断テストの検討

においては，動作コオーディネーション能力を評価する診断テストについて，

児童を対象として調査を実施した上で，その問題点を明らかにした．まず第 1

節では，ドイツ・ライプチヒ学派によって開発されたザクセン基礎運動テスト

のなかより動作コオーディネーション能力を測定するタスクを対象としたテス

トの信頼性の検証を行った．次に第 2 節では，児童を対象とした体つくり運動

の指導内容において，動作コオーディネーション能力の育成を重視した単元を

作成した際の学習の成果を，国際的にも最も多く参照されている動作コオーデ

ィネーション能力診断テストを用いて，学習成果の評価結果の妥当性を検討し

た．続いて第 3 節では，我が国で広く用いられている新体力テストより，動作

コオーディネーション能力に類似する能力を評価していると考えられるソフト

ボール投げを対象として，ソフトボール投げテストの信頼性と妥当性を検討し

た．さらに，第 4 節では，他の動作様式と明らかに異なる低学年児童を対象と

した水泳運動の指導内容において，動作コオーディネーションの能力の育成を

重視した単元を作成した際の学習の成果について，独自に作成した水泳運動用

の動作コオーディネーション能力診断テストを用いて診断評価を行い，その結

果を検討した． 
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 第 4 章では総合考察として，各章で得られた結果より，動作コオーディネー

ションの概念を存在論的方法で位置づけることを目的とした．特に Heidegger

による現存在(Dasein)の存在論的分析法，加えて Vygotsky の社会文化的発達理

論としての最近説領域による能力の考え方を用いることで，主体が世界と連関

を持ちながら動作を獲得していくというプロセスを評価法として確立すること

で，動作コオーディネーション能力の理論及び評価の方法の新しい在り方を考

察した． 

 終章では，本研究の総括をするとともに，本研究の限界と今後の課題につい

て整理した上で，結語を述べた． 
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図 0.1.本研究の構成 

  

1節 動作コオーディネー
ションの概念

2節 動作コオーディネーショ
ン能力介入研究の近年の
動向

1節 動作コオーディネーション能

力テストの信頼性の検討

2節 動作コオーディネーション能

力テストの妥当性の検討

1節 動作コオーディネーショ
ン能力と他の体力・運動
能力との関係性の検討

2節 動作コオーディネーション
能力の神経科学的評価手
法の検討

3節 動作コオーディ
ネーション能力
モデルの構築

1節 結果のまとめ

3章 児童を対象とした動作
コオーディネーション能
力診断テストの検討

2章 動作コオーディネーショ
ン能力の実態検証

終章
本研究の結果の総括，本研究の限界と今後の課題，結語

序章
本研究の背景と問題の所在

1章 動作コオーディネーション概念とその研究動向

4章 総合考察

3節 動作コオーディネーション能

力テストとしてのボール投げ
テストの検討

4節.水泳における動作コオーディ

ネーション能力テストの開発

2節 動作コオー
ディネーション
の存在論的考察
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第5節 本研究における重要用語の定義 

 

本節では，本研究を進める上で重要となる用語の定義について整理した． 

 

第1項 動作 

 

 長崎 (2004) は，動作を身体の個々の関節，及び体節の運動(movement)と，

ある目的に基づいて行われる行為(action)とを「つなぐ概念」(長崎，2004)であ

るとしている．つまり，動作とは運動の概念よりも広範で，物理的な移動に加

えて，行為者の意図も含む概念であることがわかる．なお，動作の英語訳とし

て本論文では，motor を用いる．中村ほか (2011)は，fundamental motor pattern

の訳語に基本的動作様式の訳語を当てている．そこで，motor を動作として訳

出することとした．しかし，同時に motor development に運動発達という訳語

を当てているように，motor の訳語については「動作」あるいは「運動」のど

ちらかが文脈に応じて選択されている． 

 またドイツ語圏においても，動作と運動については，2 重性をもって用いら

れてきた．金子(Meinel,1960 金子訳,1981)はドイツ語の運動及び動作として用

いられる Bewegung，Motorik の訳語として，Bewegung を「運動(ないし動作あ

るいは動き)」，Motorik を「運動系(ないし運動性)」とした．そして，

Meinel(Meinel & Schnabel, 1987 綿引訳 1991 p.4)は，動作と運動の概念は活動の

2 つの側面であり，目で見ることのできる外的側面が動作で，内面的側面が運

動であるとしながら，両者に明確な線を引くことが難しいことを強調してい

る．長岡(2018)は，こうした動作と運動の状況を踏まえて，外に現れて観察の

対象になる動作と，それを産み出す内部の機能や構造である運動は対になって

いて，表出されるパフォーマンスの経過と結果は動作と運動という 2 重性をは
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らんでいると指摘している(p.8)．このように，動作と運動について，明確に言

葉を使い分けることは現実的ではない．しかし，動作は運動よりも広範な概念

であること，motor は movement と action をつなぐ概念であること，ドイツ語

で動作は Bewegung，運動は Motorik と訳すことが適切である． 

 以上を踏まえて，本研究においては，運動と行為を「つなぐ概念」(長崎，

2004)として動作を用い，その訳語としては，英語訳では motor，ドイツ語訳で

は Bewegung を用いることとした．なお，各訳語並びにその関係性を図 0.2.に

示した． 

 

 

図 0.2. 動作，運動及び行為の訳語並びにその関係性 

※金子(1981)は Bewgungを運動及び動作，Motorikを運動性とした．一方で綿引(1990)

は，Bewegungを動作，Motorikを運動とした．さらに長崎(2004)は，動作を motionとし

て，運動を movementとした．このように運動や動作の言葉の定義の境界が定まりにくい

現状にあるが，これらの現状を踏まえて，本研究では，図のような動作，運動及び行為の

関係性に基づき，動作の言葉を用いることとした． 

 

 

第2項 動作コオーディネーション 

 

 長崎 (2006) は運動協調性に movement coordination の訳語を当てている．よ

って，motor coordination を運動コオーディネーションと訳すと，movement 

運動
(英) movement
(独) Motorik

動作
(英) motor

(独) Bewegung

行為
(英) action

(独) Handlung
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coordination の訳出と重複してしまうため運動コオーディネーションの訳出は

避ける必要がある．そこで，本研究で対象としている motor coordination は，

身体の個々の関節，及び体節の運動(movement)に加えて，目的に基づいて行わ

れる行為(action)をつないだ動作コオーディネーションの用語を用いることに

した．綿引(1990)においても，スポーツのスキルの習得には，個別の関節，及

び体節の運動の制御だけでなく，目的，及び目標への組織化としての行為も必

要であるとして，スキルの習得，学習には，動作コオーディネーションが重要

な役割を果たすことを主張している．こうした観点をもとにして，本研究にお

いて検討する motor coordination については，動作コオーディネーションとの

日本語表記を採用することが妥当であると判断した． 

 さらに，Coordination については，Subordination との対比であることを考慮

して，コーディネーションではなく，コオーディネーションとすることで，従

属関係でなく，Co のもつ意味である等位，並列の関係性を示していること示

すことができる．これを重視して，コオーディネーションという綿引(1990)の

訳出を採用とした． 

 

第3項 能力 

 

 能力とは，ability あるいは，capability といった英訳，あるいは Fähigkeit と

いった独訳が与えられている．これらの用語は，「〜ができる(able)」，及び

「〜を保持している(fassend)」という意味を背景に持つ．しかし，東(2001)は

「能力というものは，取り扱い方に対して相対的にしか決まらないものであ

る」(p.148)として，絶対的さらには固定的に存在するものではなく，取り扱い

方と個人との相互作用の中にとらえられるものであると指摘している．また，

Gardner (1983)は，多重知能理論を唱え，一般知能観に批判を加え，能力の捉
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え方を，遺伝的，言語的，論理・数学的，自我的及び対人的，空間的，音楽

的，身体運動的といった多元的なものとしてとらえようし，これらの総体に能

力があるとした．そこで，本研究では，能力というこれまで固定的な観念で捉

えられてきた捉え方を踏襲するものではなく，東のいう相対的及び，対個人間

の相互作用のなかに見出すという考え方に依拠し，その在り方の特性を掴むこ

と，また，そうした存在の仕方をしている能力をどのように評価するのかにつ

いて検討する． 
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第1章 動作コオーディネーション概念とその研究動向 

 

 本章第 1 節では，理解され難い動作コオーディネーション概念の歴史的経過

を明確にすることを通して，本研究のテーマである動作コオーディネーション

を明確に理解しようとした．具体的には，動作コオーディネーション概念の萌

芽と発展を歴史的に総括した． 

 本章第 2 節では，これらの動作コオーディネーションが現在まで，どのよう

に研究の対象として扱われてきているのかを明確に理解するために，近年の研

究動向を検討した．具体的には，動作コオーディネーション運動を介入内容と

している近年の研究動向を，複数の論文データベースを用いて体系的に整理し

た． 

 本章第 1 節及び第 2 節を通して，現在における動作コオーディネーション概

念を，歴史的経過の観点から及び研究対象としての観点から明確に理解しよう

とした． 

 

第1節 動作コオーディネーションの概念 

 

 本節では，動作コオーディネーションの概念の歴史的な発展を総括すること

を目的とした．Meinel and Schnabel(2015)は，コオーディネーションとは，

「いろいろなものを，それぞれの機能を活かしながら組み合わせて，新しい情

報や秩序を作り上げること」(p.55)であるとしており，さまざまな領域で用い

られている概念である．たとえば，生理学，機能解剖学，キネシオロジー，そ

してスポーツ教育においてコオーディネーション概念は，使用されている．ま

た，Bernstein(1967)は，目標，及び目的をもとにした動作の組み立てをコオー

ディネーションの観点から精密に研究した．また，運動の自由度問題を指摘
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し，この自由度の制御としてコオーディネーションの働きを構想した．さら

に，Schnabel は，形態学的な動作の観察法を体系化した上で，スポーツ動作を

生体と環境の相互作用であるとして動作学を改編した．動作学は，コオーディ

ネーションをシステムとしてとらえ，スポーツトレーニング，及び体育授業と

の接続を念頭においた動作コオーディネーション理論のスポーツ指導場面にお

ける理論，並びに実践法を集積した理論体系である．その後，我が国において

も，動作コオーディネーション概念は，運動の巧緻性，協応性，及び調整力な

どと表現されている能力として位置づけられ，広く知られるようになった． 

 また，動作コオーディネーションは，主体の動きに関わる動作調節レベルに

加えて，意思決定等の行為調節レベルにも影響を及ぼす．そこで，以下ではそ

れぞれの調節レベルを概括する． 

 

 

第1項 動作調節レベルとしてのコオーディネーション 

 

 本項では，動作コオーディネーションの概念の特徴のうち，特に動作調節と

してのコオーディネーションについて概説する． 

 動作コオーディネーション概念は，調整，協応，及び呼応といった，既存の

ものの組み合わせを示す概念であるが，スポーツパフォーマンス，及び動作の

目的に適合させて，体力・運動能力を調整させる動作コオーディネーションに

ついて詳述する．まずスポーツパフォーマンスの前提となる運動能力は，コン

ディション能力，可動性そして動作コオーディネーション能力に分類される

(Gundlach, 1968)．コンディション能力とは，筋力，持久力，及びスピードな

どのエネルギーの過程によって規定される能力である．これに対して，動作の

操作・制御過程によって規定される能力は，協調性，巧緻性，及び調整力と呼
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ばれている．これらの能力は，種目特性があるという点も指摘した．そして，

Hirtz は，スポーツトレーニング，及び体育授業の要求を反映した上で，因子

分析を駆使して，動作コオーディネーション能力をさらに細分化した．これに

より，各能力の内容がよりわかりやすくなり，「適切なトレーニング手段とし

ても利用しやすくなるし，能力診断法としても役立つ」(Hirtz, 1985)とした．

さらにマイネルら(1987)は，これらの細分化した下位能力間の構造を示した

(図 1.1.)．これを踏まえてマイネルらは，運動操作能力，運動適応変換能力，

及び運動学習能力のすべてに関連する能力としてバランス能力，定位能力，及

びリズム化能力をあげ，これらの能力を優先的に育成する必要性があることを

指摘した. 

 

図 1.1.動作コオーディネーション能力の構造 (Meinel et al., 1987, p.258) 

 

1) 動作コオーディネーション能力の構成要素 

 



 29 

 動作コオーディネーション能力は，図 1.1.に示したように 7 つに細分化さ

れ，実践レベルの形式に体系化されており，これらの能力を統合したものであ

る．なお，細分化された下位能力を以下に整理した． 

 

①分化能力（Differenzierungsfähigkeit） 

 分化能力は，個々の動作位相，及び部分身体動作を，経済的に目的に呼応し

て，精細に調整することを可能にする(ハルトマンほか, 2013, p.164)．上肢，下

肢，及び頭部の各動作を精細にコオーディネートする能力である巧緻性，及び

筋の活動を意識的 に精密操作する能力は，分化能力の形成度を表すとみなさ

れている．したがって，分化能力は，スポーツ動作をより良いものに改善した

り，不安定なものを安定にしたりするときに重要な能力である．高度な分化能

力が求められる運動課題としては，角度，及び力発揮の再現，目標的中投げ，

狙った地点への跳躍，決まった時間内で一定の距離を走ることなどがある(マ

イネル・シュナーベル, 1991, p.344)． 

 

②定位能力(Orientierungsfähigkeit) 

 定位能力は，空間と時間における体勢と動作の変動を定められた行動域ある

いは動いている対象に関連づけて特定し調節することを可能にする．また，こ

の能力の形成度が高いと，自信がつき，習得やパフォーマンス向上が期待でき

る．(ハルトマンほか, 2013, p.165)．空間的に正しく定位された動作の操作に

は，課題にそった力の使用，部分動作の空間での正確な実施が求められる．し

たがって，定位能力は分化能力と深く関わる(マイネル・シュナーベル, 1991, 

p.349) 

 

③反応能力(Reaktionsfähigkeit) 
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 反応能力は，1 つあるいは複数のシグナルを素早く認知し，的確で短時間の

応答行為の導入を可能にする(ハルトマンほか, 2013 ,p.164).この能力は，環境

からの情報を正しく認知すること， 受容した刺激を素早くそして正確に処理

すること，正しいタイミングで状況にあったテンポでそれを実施することにも

とづいている．また，変換能力，動作のスピード，知的な能力などの心理的な

能力との関連が密接である(マイネル・シュナーベル, 1991, p.348). 

 

④リズム化能力( Rhythmisierungsfähigkeit) 

 リズム化能力は，外部からの聴覚的，あるいは視覚的手段を介して与えられ

るリズムを動作で再生すること可能とさせ，さらに，あるスポーツ動作や行為

の内化された，イメージの中に存在する特定のリズムを実現することを可能と

させる(ハルトマンほか, 2013,p.166).リズム化能力は，すべてのスポーツ種目で

重要なコオー ディネーションの前提であり，とりわけ，分化能力と定位能力

および連結能力，さらには，知的・芸術的な能力とも密接な関係にある(マイ

ネル・シュナーベル, 1991, p.353). 

 

⑤バランス能力(Gleichgewichtsfähigkeit)  

 バランス能力は，全身の平衡性を維持し，この状態の動作行為の最中および

その後，そして環境条件が変化する中で保持あるいは(素早く)回復することを

可能にさせる(ハルトマンほか, 2013, p.165)．バランス能力は，他のコオーディ

ネーション能力と深く関わっているが，とりわけ定位能力ならびに分化能力と

極めて密接に関係している(マイネル・シュナーベル, 1991, p.351). 

 

⑥結合能力( Kopplungsfähigkeit)  
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 連結能力は，各部分身体動作を的確に互いにコオーディネートし，特定の行

為目標に向けられた全身体動作と関係づける中でそれを行うことである(ハル

トマンほか, 2013, p.164).連結能力は，時間と空間，力動性の各パラメーターの

協働作用にみることができ，定位能力，分化能力，リズム化能力に密接な関係

にある(マイネル・シュナーベル, 1991, p.346). 

 

⑦変換能力(Umstellungsfähigkeit) 

 変換能力は，行為遂行中に知覚された，あるいは予測された状況変化に基づ

き，その行為図式を新たな条件に適応させて，目的に呼応した応答行為の導入

を可能にさせる(ハルトマンほか, 2013, pp.165-166)．予測能力によって，その

先の行為や行為経過また は出来事や状況を頭の中で先取りすることが可能と

なる.変換能力は， 定位能力と反応能力に密接に関係している(マイネル・シュ

ナーベル, 1991, p.352) 
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第2項 行為調節のコオーディネーション 

 

 本項では，動作コオーディネーション概念の特徴のうち，行為調節としての

コオーディネーションについて概説する．コオーディネーション概念は，動作

の調整のみならず，認知・情報系トレーニングとして(Güntlach，1968)，心理

的な要因の向上にも貢献するとされている．近年では我が国でもこうした動作

コオーディネーショントレーニングが心理的要因にも効果を及ぼすことを明ら

かにした研究が報告されている（泉原，2016)． 

 動作の実施には，生得的な力，獲得したスキル，及び目標設定，意思決定，

状況分析あるいは動機などの行為の調節が必要であり，行為の調節は，パフォ

ーマンス成果に大きな役割を果たしている．こうした行為の調節において，コ

オーディネーションが重要となる．動作の目的を達成するための行為には，

「第 1 に，目的を立て，行為の方向付けをする定位単位，第 2 に，行為の動

機，及びモチベーションといった動機単位，第 3 に，プログラムを立てそれに

従って行為を実施する実行単位，そして第 4 に，行為の結果を目的やプログラ

ムと比較して評価するコントロール単位の 4 つの機能的な単位から成立してい

る」(綿引, 1990, p.31)． 

 スポーツトレーニング，及び体育授業では，これらの単位の調節は教師の指

導によって行われるが，教師のみによる行為調節だけでは，学齢期後の自ら実

施するスポーツ行為における調節には接続されない．行為調節は，教師，仲間

そして，環境等との相互作用のなかで，児童・生徒が自ら様々な要因を調節す

ること，つまりコオーディネートすることが必要となる．動作コオーディネー

ションは，自らが自己組織的にパフォーマンスを構築することができるように

なるための態度に加えて知識にも貢献する概念である． 



 33 

 さらに，行為は大きく 3 つの水準から調節されている(図 1.2.)(マイネル・シ

ュナーベル, 1991)．まず，最も上位には知的調節水準が考えられている．これ

は，動作のメカニズム，及び生理学的知識などの根拠に裏打ちされた知的な分

析に基づいて行為が決められ，実際の実行の場面においては，行為の原理，及

び原則，さらには戦略などの高次の行為につながる．次に，知覚―概念的な調

節水準では，ビデオ，及び試合観察などの見聞きした情報を通して，それをイ

メージした上で，実際の実行の場面では，大まかな動きの型を把握することに

つながる．そして，最後の感覚運動調節水準では，実際の練習で体を動かした

際の感じを受け止め，それを動作プログラムの遂行へと適用させることができ

る．コオーディネーションのトレーニングは，特にこの感覚運動調節水準に大

きく作用する．たとえば，目隠しをして視覚を制限したり，耳栓をして音が聞

こえないようにしてトレーニングしたりすることで，感覚運動調節水準が刺激

され，行為が促進される． 
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図 1.2.行為調節水準 (マイネル・シュナーベル, 1991, p.52) 
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第3項 学童期における動作コオーディネーション能力の育成 

 

 本項では，発育発達期にある学童期において育成すべき動作コオーディネー

ションについての先行研究について整理した． 

 Hirtz(1985)は，学童期に育成するべき動作コオーディネーション能力とし

て，Meinel らによる 7 つの能力のうちより，5 つの能力を抜き出し，その関連

構造を示した(図 1.3.)．これは，学齢期の発達適時性に関する研究及び学齢期

に対する指導の経験的蓄積から抜き出したものであり，その関連構造より特に

定位能力，及び分化能力の重要性を示した． 

 さらに Hirtz(1985)は，学校体育におけるコオーディネーション能力育成の目

的及びその課題を学年区分に応じて示した．これによると，低学年では動作の

基礎的運動様式を習得すること，及び基礎的コオーディネーション能力を育成

することを目的とした．そのためには，広範囲な動作経験の積み重ねが必要と

なる．また，中学年では，動作コオーディネーション能力がもっとも発達する

時期であるため，低学年で育成した動作コオーディネーション能力のレベルを

向上させることが目的とされている．加えて，スポーツ技術の習得も同時に実

施し，日常生活のなかで積極的に動作コオーディネーション能力を育成するこ

とができる運動を実施することが必要である．さらに高学年では，専門的なス

ポーツ技術の向上を目指すことが必要となる．そして，これと同時に一般的な

動作コオーディネーション能力の安定化も併せて育成の目的として示した

(Hirtz, 1985, p.68)． 

また，我が国においても，綿引(1990)による，コオーディネーショントレー

ニングの紹介後に，徐々に学校教育においても実践されるようになり，実践研

究の報告がなされるようになった．井手口と蝶間林(2002)は，体育科の体つく

り運動の巧みな動きづくりの教材として動作コオーディネーションに基づく内
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容を導入しその効果を検証した．また，安光と野川(2010)は，小学生を対象と

してその体育授業ではなく，授業間の休み時間に，動作コオーディネーション

の運動を導入し体力と動作コオーディネーション課題テストに与える影響を検

証した．さらに，平井と笠原(2017)においては，小学校の児童及び教諭を対象

として動作コオーディネーションの運動内容の講習会を年間にわたって実施

し，その効果として 1 年後の体力・運動能力調査結果より検証した．それぞれ

の研究において，課題が報告されているものの，動作コオーディネーションを

体育学習へと取り入れることによる学習者が好意的に受け止め，積極的に取り

組むことができた様子は共通していた． 

 

 
図 1.3.学童期に育成が求められる動作コオーディネーション (Hirz, 1985, p.33) 
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第4項 動作コオーディネーションのトレーニングの原則 

 

 本項では，動作コオーディネーション理論に基づき，スポーツトレーニング

及び体育授業の現場で動作コオーディネーション能力を構成するための方法を

詳述する．Schnabel は，スポーツトレーニングにおいて用いられる動作コオー

ディネーションのトレーニングには，以下の４つの原則を挙げた(Schnabel, 

2011, p.275)． 

 

①バリエーション法 

 もっとも重要な方法で，目標をもった動作のバリエーションを確保すること

で，動作の速度，リズム，幅そして大きさなどを細かく調整できるようにする

ことを目的とする．具体的な方法としては，動作を実施する姿勢を多様にする

こと，及びエクササイズの動作の方向を様々な方向に向けて実施するなどが挙

げられる． 

 

②コントラスト法 

 エクササイズの実施において，連続的で予測できる変化ではなく，予測でき

ない変化を取り入れることである．具体的方法としては，跳躍運動の助走の指

導において，徐々に助走距離を伸ばしていく指導ではなく，長短のコントラス

トをつけて助走指導を行うことなどが挙げられる．これにより，常に実施者の

予測を先回りすることで，動作コオーディネーション能力をより効率的に育成

できる． 

 

③オーバーポテンシャル法 
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 動作コオーディネーションのトレーニングは，情報処理過程の高いレベルの

組織化という目的を達成するためには，より高いレベルの刺激を与えなければ

ならない．特にトレーニングのときには，その対象者のパフォーマンスレベル

よりも情報量の負荷レベルの高いトレーニングメニューを取り入れることで，

動作コオーディネーション能力を育成できる． 

 

④負荷増強法 

 動作コオーディネーション能力を向上させるには，少し高いレベルの負荷の

設定が不可欠となることをオーバーポテンシャル法で述べたが，これに加え

て，負荷の設定の方法について，多様な観点から負荷を設定することが重要と

なる．具体的には，動作の正確性のレンジをあげることによる負荷強度を上げ

たり，時間のプレッシャー条件を加えることで負荷強度を上げたり，さらに

は，非利き側のような不慣れな条件で動作を行ったりすることで，動作コオー

ディネーションのトレーニングの効果を高めることができる． 

 これらの原則を，基礎トレーニング期， 育成トレーニング期，接続トレー

ニング期，及びトップパフォーマンストレーニング期の各トレーニング期に相

応なものを取り入れ，最終的に試合において安定したパフォーマンスが発揮で

きるようにすることが重要となる．また，綿引(1990)は，動作コオーディネー

ションのトレーニングを「理想的な動作やテクニックを模倣するだけではなく

て，子どもたちや選手それぞれがオリジナルな動作やテクニックを組み立て，

そしてそれを組み替えていける力を養う」(p.140)と定義づけた．これは，動作

コオーディネーションのトレーニングでは，指導者，及び選手自らの豊かな動

作を作ることが重要であり，受動的ではなく，能動的に練習に取り組むように

させることが重要であると指摘している．  
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第5項 動作コオーディネーション能力と動作メルクマール 

 

 児童期の運動指導においては，それぞれの状況に応じた動作を作り上げてい

くことが重要となる．また，児童のどのような動きの質に着目してする必要が

あるかに対しては，動作メルクマール(図 1.4.)の使用によりその方向性が示さ

れる．これは，動作の流れ，動作の精度，動作の定常性，動作の強度，動作の

テンポ、及び動作半径の視点である．これらの視点から動作をみることによ

り，パフォーマンスが質的に把握できるようになり，選手，児童及び生徒を指

導するときの明確な方向付けとなる．また選手，児童及び生徒へのメルクマー

ルの提供を通じて，彼ら自身が質的な視点をもち，自らの動作を改善するため

の積極的な方法を模索することを促すことができる．動作メルクマールを用い

た観察法及び指導法によって，運動筋肉感覚を通して動作の診断評価が可能と

なる．  

 
図 1.4.動作メルクマールの構造 (マイネル・シュナーベル, 1991, p.228) 
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第6項 動作コオーディネーション能力評価法 

 

 運動スキルを改善するには，練習効果を測る評価が不可欠である．動作コオ

ーディネーション能力においても，その評価が求められる．しかし，動作コオ

ーディネー一ション能力は複合的である．そこで，単一のテストによって評価

するのではなく，いくつかのテストを用意し，これらのテストプロフィール，

及びテストバッテリーを作成する必要がある．また，スポーツ種目によって，

求められる動作コオーディネーション能力の種類は多様である．よって，スポ

ーツ種目に応じたテストを作成する必要がある．Bös (2017) は，動作コオーデ

ィネーション能力テスト作成には，スポーツ種目に応じたものを設定すること

が重要であるとした．加えて，テストの実施においては，使用する用具，及び

装置は簡便にする必要があるとした．また，いくつかのテストを用意し，複数

のテストによる，テストプロフィール，及びテストバッテリーを作成すること

も重要であるとした．そして作成するテスト課題の難易度は，対象者が，当該

スポーツ種目のスキルが，一定のレベルに適したものにすることも重要である

とした． 

 これらの注意をもとに多くのテストが，年齢，種目，及びパフォーマンスレ

ベルに応じて作成されている．しかし，テストを繰り返していくと，多くの場

合記録は向上する．こうした記録の向上は，動作コオーディネーション能力の

改善による成果なのか，あるいは反復によるテスト課題への馴化による学習効

果なのかが判然とせず，明確に評価することができない． 

 この問題は，テストの在り方そのものに関わる重要な問題である．そこで，

本研究では，こうしたテストの課題と今後のあり方を検討する．まず年齢別や

性別に評価ができるスタンダードとなるテストの確立をした上で，指導者や教

師がもっているメルクマールから子どもたちの動作コオーディネーションをと
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らえるためのオリジナルのテストを多数作成していくことが求められる．これ

により，一般的な動作コオーディネーション能力を測定するためのテスト，及

び運動種目に特化した動作コオーディネーション能力を測定するためのテスト

の関係を検証するなど，子どもたちの動作コオーディネーション能力を見極

め，動作の質を改善することが可能となると考えられる． 

 神経系，情報系のトレーニングであるコオーディネーショントレーニングの

育成目的である動作コオーディネーション能力は，これまで我が国の体育授業

のなかでも扱われてきた．現行の小学校学習指導要領(文部科学省，2017)で

は，体つくり運動のなかに「体の柔らかさ及び巧みな動きを高めるための運

動」が明記されており，可動性，及び調整力などを養う必要性が示されてい

る．これは，動作コオーディネーションという用語は用いられていないもの

の，その内容としては同じものを指していると考えられる．実際の体育科の授

業場面でも，教師の創意工夫による実践が必要とされている． 

 また，荒木は，「人間としての運動の成果は，巧緻性に満ちた創造的な動き

にある．したがって 動き作りこそが個体発生として人間が獲得すべき目標で

あるといえる」(荒木，2005，p.60)，「自らのからだを感じ，やがて言葉なき

言葉でそれを理解することこそ，人間としての身体能力の本質があると考えら

れないだろうか」 (荒木，2005，p.61) と，動きを学習する意義を述べている．

実践的な課題から理論化されてきた動作コオーディネーション理論，及び動作

メルクマールによって明らかにされた動作を積極的に体育授業へと取り入れる

必要がある． 
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第2節 動作コオーディネーション能力介入研究の近年の動向 

 

 本節では，動作コオーディネーション能力を対象とした介入研究における近

年の動向について．体系的に整理することを目的とした．具体的には，英文誌

及び独文誌において発表された研究を対象としたシステマティックレビューに

より明らかにしようとした． 

 

 

第1項 目的 

 

 人間が動作を獲得することは，体力及び運動能力に関わるだけではなく，生

涯を通じて自律した生活を営む上で重要である(Größing, 2002)．また，動作の

獲得は，それらを育む児童期の教育においても，全人的な発育発達を進める上

で不可欠である．こうした考え方に基づき，児童期の身体運動の促進について

は，身体運動の量的側面へのアプローチ及び質的側面へのアプローチの大きく

2 つの立場より研究が展開されてきた． 

 身体運動の量的側面へのアプローチにおいては，これまで多様な視点で研究

が展開されている，また近年では，身体活動量と認知機能の関係についても検

討される (Hilman, 2009) など，その重要性が高まっている．また，子供の身体

不活動も大きな問題となっており(Hallal. 2012)，子供の身体活動量を増大する

取り組みが盛んに行なわれている．我が国においても「アクティブ・チャイル

ド 60min」 (日本体育協会，2010)，及び幼児期運動指針(文部科学省，2012) が

示され，子供の身体活動を増大していく際にまず優先的にその量が検討されて

いる． 
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 量的アプローチと同じく身体運動の質的側面へのアプローチについても検討

されてきた(Gallahue, 1982; 金ら. 1988; Meinel, 1977)が，いまだ国際的にも十分

に整理されている状況とはいえない．日本学術会議(2017)より出された提言で

ある「子どもの動きの健全な育成をめざして〜基本的動作が危ない〜」では，

子どもの動きに関して，全国的・経時的な質の大規模調査，脳・神経機能に関

する基礎研究等を幅広い分野の研究者が協力し，組織的に研究に実施する体制

の整備に取り組むべきである(p.17)ことが示されるなど，運動の質的側面へと

その注目が集まっている．近年，我が国における質的側面へのアプローチとし

て，動作コオーディネーションの育成及びその評価が注目されるようになって

いる．動作コオーディネーションは，身体運動を捉える現代の運動研究の 1 つ

の流れに決定的な影響を及ぼした考え方であり，大きな自由度をもつ末端の運

動器官同士が，共通の活動にむけて相互に影響しあい，まとまった構造体へと

組織されるとする考え方である．こうした動作コオーディネーションの考え方

は，新規の動き，あるいは，習得が困難な動きをできるだけ少ない時間で効率

的にかつ，滑らかに習得できるようにするという，動作の質的な向上へと視点

を拡大するものである． 

 しかし，動作コオーディネーション能力については，これまで多様な解釈が

存在し，それらを整理の上，検討した研究は少ない．そこで，本研究では，コ

オーディネーションの概念から，ドイツ語圏，英語圏での動作コオーディネー

ション能力の展開と研究動向を整理した上で，今後推進されるべき研究課題を

明らかにすることを目的とする． 
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第2項 方法 

 

1) 文献検索方法と論文採択基準 

 

 動作コオーディネーション能力の育成運動の効果検証を行った研究につい

て，2019 年 1月 25 日現在の論文を Pubmed，PsycoINFO，SPORTDiscus，

CENTRAL (Cochrane Central Register of Controlled Trials) のデータベースを用い

た検索を行った．検索に用いたキーワードは，先行研究より，("Motor 

coordination" OR “Koordination” OR "motor skill" OR "Movement skill" OR "motor 

competence" OR "motor proficiency" OR neuromuscular OR "gross motor" OR 

"koerperliche Aktivitaet" OR "motorische faehigkeit" OR fertigkeit OR skill OR 

fundamental OR "motorischen fertigkeiten" OR "grund fertigkeiten" OR "locomotor 

skill" OR "object control" OR fitness) ，("intervention study" OR RCT OR 

“Randamized Controlled trial”) ，("child" OR "children"OR kids OR adolescent OR 

junior OR kind OR "youth") を AND結合したものを使用した．また，論文の使

用言語は，英語，ドイツ語であることを検索の条件とした．さらに，抽出した

論文の引用文献および筆者らが所有する論文データベースより本研究の採択基

準に該当するものを，複数の研究者と話し合いの上で追加した．論文の採択基

準は，１．動作コオーディネーション運動による介入研究であること(ランダ

ム化比較試験，準実験デザイン研究，前後比較研究を含む)，２．体力・運動

能力(動作コオーディネーション能力を含む)がアウトカムに含まれているこ

と，３．対象者が幼児，児童，生徒であること，４．査読付きの雑誌掲載論文

であること，５．電子媒体もしくは紙媒体にて全文が取得可能であることとし

た． 

 



 45 

2) 文献抽出手順 

 

 1 次スクリーニングにより検索し抽出が行われた論文について，2 次スクリ

ーニングとして複数名の評価者により，タイトル，アブストラクトから明らか

に本研究の採択基準に合致しないと判断されたものを除外した．次に，3 次ス

クリーニングとして，該当する可能性のある論文を収集し，全文を精読した

後，採択基準に合致しない論文は除外するとともに，合致した論文については

データ(対象者，研究デザイン，介入内容，体力指標，結果の概要)を抽出し

た． 
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第3項 結果 

 

1) 論文の選択 

 

 図 1.5.に，論文選択のフローチャートを示した．上述の検索語を用いて抽出

された論文は，579編であった．また，重複した論文を除外した 53編に，抽

出された論文の引用文献及び筆者らが所有する論文データベースより抽出した

1編を加えた上で，タイトル及び抄録から判断した 498編を除外した．さらに

採択基準に合致した 29編を精読した結果，13編を適格論文として採択した．

採択した論文の概要を表 1.1.に示す． 
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図 1.5.システマティックレビューのための論文採択プロセスのフローチャート 

 

Records identified through database 
searching: n=579

 Additional records identified through other 
sources: n=1

Records after duplicates removed: n=53

Title and abstracts screened: n=527

Full-text articles assessed for eligibility: 
n=29

Records excluded: n=498

Studies included in qualitative synthesis: 
n=13

Full-text articles excluded, 
with reasons: n=16

• Not MC intervention studies：n=9
• MC not measured: n=2
• Study sample not school children: n=5
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表 1.1.抽出された対象論文の特徴 
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2) 研究デザインおよび研究対象者 

 

 適格論文は 13編であった．そのうち，ランダム化比較試験は 9編(Gallotta et 

al.，2009; Ozer et al.，2011; Cohen et al.，2015; Wicks et al.，2017; Jarani et al.，

2016; Gallotta et al.， 2017; Duncan et al.，2018; Andruschko et al.，2018; 

Mcgrane et al.，2018)で最多であった．また，準実験デザイン研究は 3編(Rudd 

et al.，2017; Kalaja et al.，2012; Platvoet et al.，2016)，前後比較研究は 1編

(Yasumitsu & Nogawa，2013)であった．各研究におけるサンプルサイズの範囲

は，20名-862名であった．対象者の年齢(学年)の内訳は，児童(6-12歳)を対象

とした研究は 10編であり，生徒(13-16歳)を対象とした研究は 3編であった．

研究デザイン別にみると，前後比較研究では，小学生児童 26名を対象とした

研究であった．準実験デザイン研究及びランダム化比較試験では，20名程度

から 850名超を対象とした研究までその幅が広かったが，その大多数が 100名

を超える研究であった．また，研究の実施国はオーストラリアが 4件(Wicks et 

al.，2017; Andruschko et al.，2018; Rudd et al.，2017; Cohen et al.，2015)，ヨー

ロッパが 6件(イタリア 2件(Gallotta et al.，2009，2017)，イギリス 1件(Duncan 

et al.，2018)，フィンランド 1件(Kalaja et al.，2012)，オランダ 1件(Platvoet et 

al.，2016)，アイルランド 1件(Mcgrane et al.，2018))，日本が１件(Yasumitsu & 

Nogawa，2011)，その他が 2件 (アルバニア１件(Jarani et al.，2016)，トルコ１

件(Ozer et al.，2011))であった(表 1.2)．なお，論文の使用言語は全て英語であ

り，ドイツ語のものはなかった． 
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表 1.2.研究実施国 

 

 

3) 介入内容 

 

 採択論文全 13編のうち，1編(Mcgrane et al.，2018)が学校及び家庭における

介入を行なっていたが，それ以外はすべて学校を対象にしていた．具体的な介

入内容としては，学校の体育授業への介入プログラムが 7編(Rudd et al.，2017; 

Kalaja et al.，2012; Platvoet et al.，2016; Gallotta et al.，2009，2017; Jarani et 

al.，2016; Wicks et al.，2017)であった．具体的には Gallotta et al. (2017)による

研究では，5ヶ月の期間内の体育授業中に，体育教師による心肺機能の向上を

中心としたサーキットトーレニングなどのプログラムと，多関節の複合的な運

動を実施する動作コオーディネーションに関わるプログラムを介入内容として

実施していた．また，学校生活全体への介入プログラムは 2編(Cohen et al.，

2015; Andruschko et al.，2018)であった．具体的には Cohen et al. (2015)による

研究では，SCORES と呼ばれる 12カ月にわたる多くのコンポーネントからな

る身体活動量と FMS の向上を図るプログラムが実施されていた．さらに，特

別なトレーニングプログラムを実施していたものは 2編(Ozer et al.，2011; 

Australia 4 � ��� �
Italy 2 � ��� �
England 1 � �� �
Finland 1 � �� �
Netherland 1 � �� �
Ireland 1 � �� �
Japan 1 � �� �
Albania 1 � �� �
Turkey 1 � �� �
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Duncan et al.，2018)であった．このうち Ozer et al. (2011)による研究では，13-

16歳の女子バレーボールプレーヤー25名を対象とし，介入群(18名)には，週

3回なわとびトレーニングプログラムを実施し，1 つの群(9名)には通常よりも

重い縄による縄跳びを，もう１つの群(9名)には通常の縄による縄跳びプログ

ラムを実施していた．また，休み時間を対象とした介入プログラムが 1編

(Yasumitsu & Nogawa，2013)，そして，体育授業を含めた学校生活全体及び家

庭生活を対象とした介入プログラムが 1編(Mcgrane et al.，2018)であった (表 

1.3)．また，介入プログラムの提供者については，体育教師およびトレーニン

グを受けた教師が 9編と最も多く，1編は研究者により提供されていた．しか

し残り 3編については提供者の記述がなかった． 

 

表 1.3.介入プログラムの実施場面 

 
 

 

4) 介入効果 

 

 前後デザイン研究において，Yasumitsu and Nogawa (2013)の介入研究では，

学校カリキュラムの休み時間の 10分程度で実施可能な短時間の動作コオーデ

ィネーション育成運動のプログラムの前後評価を実施していた．動作コオーデ

ィネーションの評価は，反復横跳びが用いられ，それらが向上する効果が示さ

れた．準実験デザイン研究介入期間は，4―33週間において，Platvoet et 

al.(2016)の介入研究では，週 2回の体育授業 4週間に導入した介入プログラム

Physical Education Class 7 ( 50% )
Whole school life intervention 2 ( 14% )
Special Training 2 ( 14% )
School recesses time 1 ( 7% )
Whole School life and Home Life 1 ( 7% )
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は，コントロール群に比較して有意な向上の効果があったことが認められた．

また，ランダム化比較試験における介入期間は(10週―4 年)と，その幅が広か

った．Wicks et al.(2017)による体育の専門家による 4 年にわたる体育授業の指

導介入の結果については，Eye Hand coordination (EHC)に有意な効果が見られ

なかったが，この研究を除くそのほかの全ての研究において有意な介入の効果

が認められた(Gallotta et al.，2009; Ozer et al.，2011; Cohen et al.，2015; Jarani et 

al.，2016; Gallotta et al.，2017; Duncan et al.，2018; Andruschko et al.，2018; 

Mcgrane et al.，2018)． 

 

 

5) 動作コオーディネーションの評価テスト 

 

 主要及び副次的アウトカムに用いられた動作コオーディネーションの評価テ

ストは以下の通りであった．動作コオーディネーションの個別のテストを複合

的に組み合わせ評価するテストバッテリーを用いた研究のうち，4編(Rudd et 

al.，2017; Platvoet et al.，2016; Jarani et al.，2016; Gallotta et al.，2017)は

Körperkoordinationstest für Kinder (KTK)を用いていた．また，Test of Gross 

Motor development (TGMD-2)は 3編(Cohen et al.，2015; Duncan et al.，2018; 

Mcgrane et al.，2018)，Fundamental Movement Skills(FMS)バッテリーテスト注 1)

については，2編(Andruschko et al.，2018; Kalaja et al.，2012)，The coordination 

field test(Yasumitsu & Nogawa，2013)が 1編であった．そのほかの研究では，

Backward ball throw test，Low jump test，Hanging target throw test，Orientation 

shuttle run test，Eye Hand coordination score (EHC) (Wicks et al.， 2017)，Rope 

jumping test などが用いられていた．これらのテストは，動作コオーディネー

ションの内容を含む個別の FMSテストで，これを単独で動作コオーディネー
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ションとして評価している研究あるいは，これらを組み合わせて動作コオーデ

ィネーションとして評価している研究があった．さらに 1編のみで動作コオー

ディネーションを評価するテスト項目として Tracking-trajectory test が採用され

ていた(Ozer et al.，2011)．これについては，下半身多関節の closed kinetic 

chain (CKC) を評価するもので，重心動揺計上での下半身の動きによる軌跡調

整をその分析対象としているものであった． 

 

  



 56 

第4項 考察 

 

 本節の目的は，最近 10 年に国際誌(英文誌・独文誌)で出版された論文のな

かで，動作コオーディネーションの育成を目的とした介入研究の動向について

検討することであった．本研究で採用した介入研究 13編のうち，国と地域別

にみるとオーストラリアとヨーロッパにおいて報告数が多いことが示された．

また，児童(6-12歳)を対象とする研究が多く，生徒(13-16歳)を対象とする研究

が 3編と乏しいことが明らかになった．さらに，9編が，2016 年以降に発行さ

れていたこと，及び全体の 3分の 2 (9編)がランダム化比較試験であったこと

を鑑みると，近年急速にランダム化比較試験による質の高い研究デザインが普

及しつつあるといえる．しかし，日本におけるランダム化比較試験は報告され

ていない．日本で普及していない理由としては，教育現場を対象とした研究の

場合，コントロール群の設定あるいは無作為割り付けの方法について理解を得

ることが難しい場合がある．本研究で採択となった研究ではこうした点につい

ては，通常の体育授業以外では，特別な対策は行っていなかった．我が国にお

いても運動プログラム介入による動作コオーディネーション育成への効果を明

らかにする質の高い研究が必要である． 

 また，動作コオーディネーションについての研究が先進的に行われてきたド

イツの研究が採択されなかった．ドイツの研究論文については，2 年間にわた

る学校におけるスポーツ活動の介入が最大酸素摂取量，及び動作コオーディネ

ーションに及ぼす影響を検討した研究(Walter et al.，2011)などがデータベース

検索により選出されたが，介入内容に動作コオーディネーションの内容を含ん

でいなかったため，適格論文として採択されなかった．このように，ドイツに

おいて，動作コオーディネーションに関する研究は実施されているものの，介

入内容の条件に動作コオーディネーションの内容が含まれた研究は少ないため
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に本研究において採択されなかった．これはつまり，ドイツにおいては，動作

コオーディネーション能力を育成するための介入研究については，学術誌や報

告書に記載されている研究は少数である可能性が明らかにされた． 

 

 

1) 動作コオーディネーション向上を目的とした運動プログラム 

 

 主な介入研究における実施内容としては，体育授業内で実施できる，動作コ

オーディネーション，及び FMS の育成に関わる内容を取り入れたプログラム

がもっとも多かった．そして，それらの研究はコントロール群との比較におい

て有意な介入効果を得ているものがみられた．具体的な介入内容には，6-7歳

を対象とした 10週間の統合的神経筋トレーニングが導入されたプログラム

(Duncan et al., 2018)，12-13歳を対象とした毎週の体育授業の開始時のウォー

ムアップの 25分に行う FMS の習熟プログラム(Kalaja et al., 2012)，また，12-

15歳を対象とした 6ヶ月に渡る学校での 90分の FMS に関わる運動プログラ

ム及び 60分の放課後運動プログラム，さらには週に１度の運動に関する講義

を含んだ Sport4Funプログラム(Andruschko et al.，2018)など多様なプログラム

が実施されていた． 

 日本において実施された介入研究としては，コントロール群のない前後比較

研究ではあるが，授業開始後の準備運動として用いられることが多い 10分間

を週 3回程度の時間・頻度実施することで動作コオーディネーションが向上す

ることを示した Yasumitsu and Nogawa(2013)の研究が意義深い．2020 年度から

完全実施されている新小学校学習指導要領において，外国語活動，及びプログ

ラミング教育の必修化が実施された．また，2019 年度以降コロナウィルス感

染症予防対策として，体育科の授業内容の改編，休み時間の運動制限等の実施
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によって，児童の運動に当てられる時間が減少した．こうした現状において，

体育科の授業時間の開始 10分程度を用いるこの方法は，授業時間を効率的に

用いて，動作コオーディネーションの改善・向上が可能となる有益な方法と考

えられる． 

 介入研究の方法および結果の再現性を考えた場合，介入時にどのように行わ

れたのかのプロセスの評価が重要となる．採択された論文のうち，対象者が介

入プログラムにどれほど参加したのかなどの介入時の詳細情報を示した研究は

1編(Cohen et al.，2015)しかなく，介入内容の再現性を担保する上では課題が

残ると考えられた．例えば，運動プログラムの提供者は，多くが教師であっ

た．学校を研究フィールドにした場合は，教師による介入になるが，教師の資

質(力量)に依存する点は，プログラムのみの有効性と言い切れない．従って，

得られた結果を一般化するためには，介入の実施精度等を到達度(Reach)，有

効性(Efficacy)，採用度(Adoption)，実施精度(Implementation)，維持度

(Maintenance)などの構成要素からなる RE-AIM モデルにより評価するなどのト

ランスレーショナル研究が重要であると考えられる(重松・鎌田，2013)． 

さらに，対象となった学校の募集方法，及び特性についての記述が不十分であ

る研究が多く見られた．これはたとえば，対象者となる児童がどのような体

力・運動能力レベルにあるのかについての記述，及びこれまでの運動経験など

の研究の前提となる条件を記述した研究は認められなかった．また，対象者の

性別に関する結果の違いについて検討が加えられていない研究もいくつか見ら

れた．Katzmarzyk et al. (1997) は， 身長及び体重といった体格の体格成熟度合

いが早い児童，特に体脂肪がつきやすい思春期の女子において，動作コオーデ

ィネーションの発達にネガティブな影響を与えることを指摘している．こうし

たことより動作コオーディネーションの育成の性別による違いについても慎重

に報告する必要がある．さらに，潜在的な交絡要因として，対象学校がある地
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域社会の経済的レベル，及び家庭環境なども結果に影響を及ぼした可能性も考

えらえる． 

 介入の効果を検証する上で，介入によって対象者の受傷などの怪我が発生し

たかどうかについて示す有害事象の発生に関する記述についても重要となる．

調べた結果，2編のみで有害事象がないことが報告されていたが，そのほかの

論文については記載がなかった．介入による研究内容のリスク等の評価を今後

の研究において十全に行う必要があることが示された． 

 

2) 動作コオーディネーションの評価テスト 

 

 動作コオーディネーションへの効果を検証するための動作コオーディネーシ

ョン評価テストについては，多くのテストが用いられ，特に Kiphard et al. 

(1974) による KTK 及び，Ulrich (2000)による TGMD-2 を用いて評価されてい

ることが多かった．しかしこれらのテスト以外にも動作コオーディネーション

を評価するテストが挙げられる．Cools et al. (2009) は，この 2 つのテスト以外

にも，就学前幼児の動作コオーディネーションを対象としたテストとして，

Motoriktest für Vier- bis Sechjärige Kinder(MOT 4-6)，Movement Assessment 

Battery for Children (Movement-ABC)，Peabody Development Scales(PDMS)，the 

Maastrichtse Motoriek Test(MMT)， the Bruininks-Oseretsky test of Motor 

Proficiency(BOTMP)の 5 つのテストを動作コオーディネーションあるいは FMS

について評価する代表的なテストとして採用し，そのテストの信頼性及び妥当

性に加えて，長所及び短所について総括し，それぞれのテストの特徴を明らか

にした． 

 まず，KTK については，簡便に測定ができるテストから構成されている．

具体的には，定められた細い橋の上を後ろ向きに歩く後ろ歩き (Balancieren 
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rückwärts)，片足で障害物を飛び越える片足ジャンプ (Monopedales 

Überhüpfen)，連続的に横跳びをする反復横跳び (Seitliches Hin- und 

Herspringen)，さらには，2 つの踏み台を移動させながら連続的に跳び移る横移

動 (Seitliches Umsetzen) の 4 つのタスクから構成されている．しかし，評価の

ための基準値データが古いことと，測定する能力がバランスに特化している点

が課題として指摘されている． 

 また，TGMD-2 については，FMS の移動運動と制御操作の 2 つのカテゴリ

ーからなり，移動運動のテストとして，走運動，ギャロップ，ホップ，ジャン

プ，立ち幅跳び，滑走の 6 つと，制御操作のテストとして，ボール的当て，静

止状態でのドリブル，キック，キャッチ，オーバーヘッドスロー，下手でのボ

ール転がしの 6 つ，併せて 12 の FMS から構成されている．これらは，運動能

力および運動行動の質的な側面の測定に特化している長所がある反面，地域に

よってはバッテリーテストが有料となる点などの欠点が指摘されている． 

 さらに，MOT4-6 については，幼児に適したテストであるが，評価のための

基準値が古くその改訂がなされていない．また Movement ABC では，国際的

にも基準値が準備されているが，測定に時間がかかることが課題である．さら

に PDMS は動作の質的な側面も詳細に評価ができる反面，特に運動機能の障

害を判定することに特化しており健常児も含めた多くの児童を対象とはしてい

ない．MMT は動作の量と質の両面を評価できるが，主に低年齢の幼児ととも

に，ADHD の子供たちを特に対象にしているため汎用性が低い．そして，

BOT-2 は心理的な測定としてのエビデンス，及び動作の質的な側面について

も詳細な分析ができるが，測定に多大な時間が必要であるとともに，広い測定

場所が必要であること，さらには，運動の機能的欠損を判定することに最適化

しており，健常児のより高い運動機能の評価には向かないといった課題があ

る． 
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 このように，動作コオーディネーションを評価するためのゴールドスタンダ

ードは未だ確定されたものはないため，対象の年齢，及び特徴と，各テストの

長所・短所を踏まえて，評価法を適宜選択する必要がある． 

 

3) 本節の研究の限界と今後の展望 

 

 本節の研究は，いくつかの限界を有している．まず，本研究で採択した論文

は，国際誌に公表されたデータベースを対象とした検索結果に加えて，著者ら

によるハンドサーチにより適格論文を補完したが，和文文献も含めて全ての対

象研究を網羅できたかどうかは課題が残る．さらに，採択された論文におい

て，介入効果の見られた研究が公表されやすいという出版バイアスが働いた可

能性も否定できない． 

 今後の課題としては，対象者の発達の程度に応じた動作コオーディネーショ

ン能力テストの開発が求められる．介入研究としての研究デザインの検討が挙

げられる．現在，子供の身体活動を促進することを目的としたランダム化比較

試験に関する介入研究が多く発表されている．例えば，Jones et al.(2016)は，

幼児を対象とした 6ヶ月間の運動プログラムによる効果を，身体活動量につい

ては活動量計及び座位行動時間の評価を用い，動作コオーディネーションにつ

いては TGMD-2 を用い検討した．その結果，介入前後でどちらも統計的な有

意な差は認められなかったが，それぞれのアウトカムの効果量を検討すること

より，ポジティブな改善の傾向が示唆されている．今後の我が国の児童生徒を

対象とした研究においても，学校を対象としたランダム化比較試験などの質の

高い研究デザインを用いて，アウトカムに動作コオーディネーション及び身体

活動量も併せて複合的に検討する研究の推進が待たれる． 
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第5項 まとめ 

 

 本節では，児童生徒の動作コオーディネーションを向上させることを目的と

した介入研究を体系的にレビューした．レビューの結果，動作コオーディネー

ションを向上させることを目的とした介入研究の動向は，以下の特徴があるこ

とが示された． 

1) 動作コオーディネーション向上を目的とした介入プログラムは，半数の研

究において授業時間内に行われていた．また，動作コオーディネーション

に焦点をあてて独自に開発された多様なプログラムが提案され，そのほぼ

すべてにおいて向上の効果が確認された． 

2) 動作コオーディネーションの評価テストについては，KTK が最も多く利用

されていたが，多岐にわたっていた．また，それぞれのテストには長所・

短所があるなど，児童生徒の動作コオーディネーションを評価するテスト

のゴールドスタンダードは未だ確定されてはいない． 

3) 本研究には，国内誌を含めて検討を行う必要，及び出版バイアスの考慮な

どの課題がある． 

 以上のことから，本研究分野は，まだ途についたばかりで，この研究分野の

成果を一般化するには，学校，及び対象者の選定の方法，性別による違い，及

び有害事象の記載の有無など，さらに検討を重ねる必要がある．また，これら

の検討に加えて国際的な研究動向を踏まえて，我が国においても学校を対象と

したランダム化比較試験などの質の高い介入研究の成果が望まれることがわか

った． 
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第3節 本章のまとめ 

 

 本章では，動作コオーディネーション概念の理論的背景から，近年の研究動

向までを整理した．1 節では，1960 年代の Bernstein による概念の提唱から，

今日までの理論の展開について総括した．さらに，運動制御の在り方に新しい

考えを提供し続けていることのみならず，行為レベルの基礎にも新しい観点を

提供し，動作コオーディネーションの運動の可能性が大きく注目されているこ

とを明らかにした．加えて，動作コオーディネーション能力のトレーニングを

効果的に実施するための原則及び，動作コオーディネーションの診断評価につ

いても，整理した． 

 また， 2 節では，動作コオーディネーション能力の育成を目的とした介入研

究の近年の動向について検討した．その結果，ドイツ語圏及び英語圏の研究で

は，動作コオーディネーションの育成とその評価についての研究，及び動作コ

オーディネーションに類似した概念である FMS といった基礎的運動スキルに

ついての考え方及び，その育成法とその評価法について，児童を対象とした介

入研究が盛んに行われていることがわかった．また，その際にさまざまな評価

法が用いられているものの，世界的なゴールドスタンダードは未だ確立されて

いないことが明らかになった． 

 上記より，動作コオーディネーション概念とその能力は，未だその評価法は

確定されていないものの，特に児童を対象とした指導においてその概念は重要

視され，さまざまな観点から検証が行われていることがわかった． 
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注 

 

1) FMS は，主に理学療法においては Functional Movement Screen の略として用

いられる(Cook, 2011; Cook et al., 2014)．これは臨床医ならびにセラピストが，

怪我のリスクを高める可能性のある制限や非対称性を特定するために，関節の

可動性の評価，及び安定性の障害を観察するための方法として知られている. 

本研究ではこうした意味での FMS は除外している． 
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第2章 動作コオーディネーション能力の実態検証 

 

 第 1 章では，動作コオーディネーション概念の歴史的推移及び，近年におけ

るその能力の育成を目的とした介入研究の実態を明らかにした．これより，動

作コオーディネーション概念は，さまざまな観点からその発展可能性が指摘さ

れているものの，その評価法としてはいまだゴールドスタンダードが明確にさ

れていないことがわかった．これに加えて，動作コオーディネーション概念

は，存在するという前提のもとで応用研究がなされているが，現時点では動作

コオーディネーションの実在を検証した研究はない． 

 動作コオーディネーション能力が能力である限り，見たり，触ったりするこ

とによって行われる実証的研究を通してその実在を証明することは困難であ

る．しかしながら，その能力は，他の能力との相関関係において実在を推定す

ることは可能である．あるいは，その能力が人間に備わっているのであるなら

ば，人間の身体や神経機能あるいは脳にその痕跡を残すはずである． 

 そこで，本章においては，動作コオーディネーション概念の存在の仕方につ

いて，客観的手法を用いた基礎的研究を実施することを目的とした．その具体

的な方法として，本章第 1 節では，パフォーマンスの前提条件とされる動作コ

オーディネーションの能力と筋力，持久力，及びスピードのコンディション能

力との測定テスト結果の関係を検証した．本章第 2 節では，実在を捉えるた

め，動作コオーディネーションの神経系の働きの特徴を脳神経科学の手法を用

いて，動作コオーディネーション能力が発揮された際に脳内に残る痕跡から検

証した． 

 こうした動作コオーディネーション能力の基礎的な研究成果より，本研究で

明らかにしようとしている動作コオーディネーションの実態が明らかにされ
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る．これにより，評価が困難であるとされる動作コオーディネーション能力の

診断法について，新たな方法を開発する基礎的資料を得られると考えられる． 
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第1節 動作コオーディネーション能力と体力・運動能力との関係性の検討 

 

 第 1 章では，動作コオーディネーション能力の診断法がもっている課題につ

いて，これまでの研究成果のレビューにより明らかにした．本節では，動作コ

オーディネーション能力を評価するための方法をあらためて再検討するため

に，動作コオーディネーション能力の実在について検討を加える必要がある．

そこで，本節では，動作コオーディネーションの能力の存在の仕方について，

他の体力・運動能力との関係性の観点から再検討を行うこととする． 

 

第1項 目的 

 

 現在，我が国の児童生徒の体力・運動能力(physical fitness 以下，PF と略す)

は徐々に向上傾向にあるものの，昭和 60 年頃と比較すると依然として低いま

まである．児童期に適切な PF を獲得することは，心身の健康の保持・増進に

関わるだけではなく，生涯を通じて自律した豊かな生活を営む上で重要である

(Fransen J et al., 2012)．例えば，動作コオーディネーション(motor coordination)

の獲得が，子供の身体活動・運動習慣の予測因子であると報告されており

(Barnett et al.,2009; Lopes et al, 2011)，運動，及びスポーツのような身体活動に

親しむ資質の一つと考えられる．一方で，Holfelder ら(2014)は，総説において

身体活動が児童期の PF 及び動作コオーディネーションの獲得に寄与すること

も報告している．Fransen J et al. (2012)は，スポーツ活動との関連を詳細に検

討し，スポーツ活動時間が PF，及び動作コオーディネーションと関連するこ

とに加え，単一種目よりも複数種目に参加する方が PF の跳躍能力と動作コオ

ーディネーションが高いことを明らかにしている．このことは，児童期の

PF，及び動作コオーディネーションは，身体活動の量と質の影響を受けてそ
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れぞれ獲得することを示唆しており，これらの関係性について検討の余地があ

るものと考えられる．これらの動作コオーディネーションと PF の両者の関係

性について検討した最新の総説では，採択された 44件の報告のうち，12件に

おいて動作コオーディネーションが全身持久力と正の関連があることが示さ

れ，11件において動作コオーディネーションが筋持久力と正の関連性がある

ことが明らかにされている(Cattuzzo et al., 2016)．しかし，柔軟性について

は，知見が乏しく明らかになっていない．また，Luz et al.(2018)は，ブラジル

の女子児童を対象とし，PF のうち筋持久力，アジリティ，全身持久力が，動

作コオーディネーションに大きな影響を与えていることを明らかにした上で，

これらの PF因子を優先的に育成する必要があると指摘している．しかしなが

ら，我が国の児童を対象としたこれらの関係性を検証した研究はまだない． 

 我が国において，平成 11 年度より児童を対象に実施されている新体力テス

トは，健康及び技能に関連する PF の指標がいくつか含まれており，学齢期以

降の基準値が指標化されるなど，一般的に広く活用されている(文部科学省，

2018)．しかし，動作コオーディネーションは，大きく 5 つの能力(分化能力，

空間定位能力，バランス能力，リズム化能力，反応能力)に区分され，そのう

ち感覚情報を元に体，及び道具を精密に操作する分化能力と予測を伴いながら

素早く正確に空間を把握する空間定位能力は，児童期の運動・スポーツ実施で

基礎的な役割を果たしている(Hirtz, 1985)．動作コオーディネーションの評価

法は， KTK(Kiphard and Schlling, 2007)が広く知られており，その他にも調整

力フィールドテスト(栗本ら, 1981)，The body coordination test (BCT)(小林ら, 

1989)，Bewegungskoordinationstest für Kurteilnehmer (BKT-Kur)(Bös, 2017)，ザ

クセン基礎運動テスト(Sächsisches Staatsministerim für Kultus, 2005)，Hirtz 

(1985)によって開発されたテストバッテリーのように多岐にわたる．しかし，

我が国における新体力テストのように，これらのテスト法が一般的に利用され
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ているとは言い難い上，これらのテストバッテリーを用いたとしても，動作コ

オーディネーション及び PF の全ての側面を評価できないという限界があるこ

とが知られている. 

 そこで本節では，我が国の児童を対象として，動作コオーディネーションと

PF の関係性について検討することを目的とする．具体的には動作コオーディ

ネーションを診断できるテストのうち，比較的簡便に指導現場で実施できる 2

つの診断テスト，PF を診断できるテストとして我が国で一般的に利用されて

いる文部科学省新体力テストを用いて，その関係性を明らかにする．本研究の

結果より，動作コオーディネーションが，他の PF とどのような関係性をもつ

ことで，存在しているかを明らかにできると考えられる． 
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第2項 方法 

 

1) 被験者 

 

 被験者は，A県 B市公立小学校の普通学級に在籍する児童 392名であった．

測定データに欠損がない児童 382名を分析の対象とした．なお対象学年は，運

動発達の最感受期とされる 8歳から 11歳前後に相当する学年である第 3 学年

から第 6 学年とした．本研究の実施については事前に学校長を通じて担任教諭

及び保護者に説明を行い，同意を得た上で，対象者の自由意思のもとに参加さ

せた．なお，本研究は，立命館大学倫理委員会の承認を得た(BKC-IRB-2020-

070)． 

 

2) 動作コオーディネーションテスト 

 

 本研究では，先行研究で報告されている動作コオーディネーションの診断テ

ストのうち，児童が行える課題の難易度とその診断内容(分化能力あるいは空

間定位能力)の違い，さらには，動作経験の差が少ないと考えられる理由か

ら，走運動の課題によって評価可能な 2 つのテスト(Task 1: スラローム走テス

ト(SRT)及び，Task 2: 椅子番号走テスト(CRT))を選定した(Sächsisches 

Staatsministerim für Kultus, 2018)．テストの実施及び測定については，事前に

十分に練習を積んだ検者により行われ，各学級の担任教諭は，その補助を行っ

た．試行は全て室内運動場にて行われ，通常体育科の授業で着用している運動

のしやすい服装及び靴で行った．なお，テストの実施に先立ち準備運動，及び

テストの実施方法の説明及びデモンストレーションが行われ，怪我の防止が配

慮された．さらに，試行前の練習はなく，測定のみを行った． 
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 SRT は， 動作コオーディネーションの構成因子のうち，力の強弱を調整す

ることで動作課題を達成させる分化能力を中心として，バランス能力，変換能

力を統合的に診断する．対象者は，図 2.1.のように配置された走路のポール

(高さ 120cm)間を．検者のスタートの合図で，ジグザグに走った．最終のポー

ルをターンした後，再度ポール間をジグザグに走りフィニッシュ地点に至るま

での時間を測定した．なお，試行は 2回実施し，最短の記録を代表値とした． 

 

 
図 2.1.SRTの走路配置図 

 

 CRT は， 動作コオーディネーションの構成因子である空間定位能力中心と

して，反応能力を診断するテストとして椅子番号走テストを用いた，被験者に

情報が提示(コール)され， その内容に応じて判断を伴って運動を実施する開放

系技能の課題である. 対象者は，図 2.2.のように配置された 5箇所に椅子に対

して後ろ向きに待機した．この際，5 つの椅子に付された番号を試行前に覚え

ることがないようにした．検者は，地点の椅子に両手をついた姿勢で構えた被

験者を確認してから，始めの合図の代わりに，椅子にランダムに付された番号

のうち１つをコールした．対象者は，その合図に反応し，できるだけ素早くそ

の椅子に両手でタッチしてすぐにスタート地点の椅子へ戻り，その椅子へ両手

でタッチをした．スタート地点の椅子に両手でタッチする直前に再度，検者よ

Start 
Finish

20m

1m 1m 1m4m 4m 4m 5m
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り新しい番号がコールされた．被験者は再度その合図に反応し，できるだけ素

早くコールされた椅子に両手でタッチして，すぐにスタート地点の椅子に両手

でタッチをした．スタート地点の椅子にタッチする直前に，検者より 3 つ目の

椅子の番号がコールされた．3 つ目の椅子にタッチして，最後にスタート地点

の椅子にタッチするまでの時間を測定した．2回実施し，最短の記録を代表値

とした．  

 

 
図 2.2.CRTコース配置図 

※椅子に付された番号は試行後毎回ランダムに付し直す 

 

3) 新体力テスト 

 

 文部科学省の新体力テストを用いた．総合的な PF の構成因子を評価するた

めに，それぞれ健康関連 PF を全身持久力より 20m シャトルラン，瞬発力より

立ち幅跳び，筋力より握力，筋持久力より上体起こし，柔軟性より長座体前

５

１

3

2

4

1.5m 1.5m

1.5m1.5m

3m 3m

3m

Start
Finish



 73 

屈，スキル関連 PF としてスピードより 50m 走，巧緻性よりボール投げ，敏捷

性より反復横跳びを用いた．測定の実施にあたっては， 新体力テスト実施要

項(文部科学省, 2018)に従って行われた. 

 

4) 統計処理 

 

 PF 及び動作コオーディネーションの測定結果の実測値をもとに平均値，標

準偏差を算出した．また，各変量は Kolmogorov-Smirnov 検定にて正規性が検

定された. PF と動作コオーディネーションの関係を明らかにするために，それ

ぞれの変量間の相関関係ついては，ピアソンの積率相関係数を算出した．ま

た，これらの複数の PF が動作コオーディネーションとどのような関係にある

かを明らかにするために，具体的に２つの動作コオーディネーションを従属変

数とし，各新体力テスト変量を独立変数，学年，ローレル指数を調整変数と

し，強制投入法による重回帰分析により検討し，標準化回帰係数(β)とその

95%信頼区間(confidence interval; CI)を算出した．すべてのデータ分析は，性別

に行い，統計学的有意水準は 5％(p<0.05)とした．回帰分析の全てにおいて多

重共線性は認められなかった(VIF<5).分析には，IBM SPSS Statistics 25(日本

IBM株式会社，東京，日本)を用いた． 
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第3項 結果 

 

1) 対象者の体力特性 

 

 対象者の特性を表 2.1.に示した．2 つの動作コオーディネーションのテスト

変量のうち，CRT については，男女ともに，すべての学年において学年進行

に応じて記録の向上が示された．しかし，SRT については，男子の第 3 学年－

第 4 学年の間，女子の第 3 学年－第 4 学年の間及び第 5 学年－第 6 学年の間に

は記録の向上はみられなかった．全国平均より優れていた新体力テスト変量

は，第 3 学年男子の 50m 走及び上体起こし，第 4 及び第 5 学年男子女子の

20m シャトルラン，第 6 学年男子のソフトボール投及び 20m シャトルラン，

第 6 学年女子の長座体前屈であった．さらに，児童の肥満及びやせの判定が可

能となるローレル指数については，すべての学年及び性の平均値で，標準的な

体格と判定された(<130)． 

 

表 2.1.対象者の体格，動作コオーディネーション及び体力の学年，性別記述統
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計 
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2) 各体力変量と動作コオーディネーション評価変量との相関関係 

 

 表 2.2.に，動作コオーディネーション診断テスト変量と，新体力テストの各

変量との２変量間の相関分析の結果を示した．SRT は，男子については，50m

走，反復横跳び，上体起こし，20m シャトルランで中程度の有意な相関が認め

られた(p<0.01)．女子についても同様に 50m 走及び 20m シャトルランとの間に

中程度の有意な相関が認められた(p<0.01)．なお，学年とローレル指数につい

ては，双方ともに有意な相関は認められなかった．次に，CRT では，男子及

び女子に，長座体前屈を除くすべての種目で中程度の有意な相関が認められた

(p<0.01)．なお，学年は，男女ともに中程度の有意な相関が認められたが，ロ

ーレル指数は，男子のみにわずかに有意な相関が認められた(p<0.05)． 

 

表 2.2.動作コオーディネーションと各変数との単変量相関分析 

 

 

 

50m走 0.498 ** 0.486 ** 0.605 ** 0.576 **
反復横跳び -0.433 ** -0.338 ** -0.568 ** -0.628 **
立ち幅跳び -0.321 ** -0.333 ** -0.449 ** -0.462 **
握力 -0.222 ** 0 -0.432 ** -0.502 **
上体起こし -0.413 ** -0.299 ** -0.499 ** -0.447 **
ボール投げ -0.373 ** -0.259 ** -0.411 ** -0.527 **
20mシャトルラン -0.472 ** -0.487 ** -0.532 ** -0.654 **
長座体前屈 -0.078 -0.166 ** -0.324 ** -0.307 **
学年 -0.076 0 -0.484 ** -0.547 **
ローレル指数 0.106 0 0.18 * 0

**p<0.01 *p<0.05

SRT CRT

男子 女子 男子 女子



 77 

3) 動作コオーディネーション評価変量の体力変量による重回帰分析 

 

 表 2.3.に， 2 つの動作コオーディネーション診断テスト変量をそれぞれ従属

変数にし，単変量相関分析において有意な相関関係が認められた新体力テスト

の 8種目に学年とローレル指数を加えた各変量を独立変数とした重回帰分析の

結果を示した．自由度調整済み R2乗について，SRT では，男女ともに 0.3程

度となり，30パーセントの説明率であった．椅子番号走では男女ともに 0.4－

0.5程度となり，40－50パーセントの説明率が示された．各変数の影響度合い

を示す標準化回帰係数(β)について，SRT は，男子において，50m 走[β=0.269 

(95%CI: 0.028，0.842)]，反復横跳び[β=-0.317 (95%CI: -0.129，-0.013)]及び学年

[β=0.352 (95%CI: 0.161，-0.808)]と関連していた．また，女子は， 50m 走

[β=0.311 (95%CI: 0.039，0.952)]，反復横跳び[β=-0.382 (95%CI: -0.144，-

0.026)]，20m シャトルラン[β=-0.297 (95%CI: -0.050，0.006)]，及び学年

[β=0.504 (95%CI: 0.368，0.989)]と関連していた．CRT は，男子において，独

立変数として 50m 走[β=0.355 (95%CI: 0.145，0.951)]及び上体起こし[β=-0.219 

(95%CI: -0.103，-0.008)]が統計的に有意な関連が認められた．一方女子は，

20m シャトルラン[β=-0.413 (95%CI: -0.057，-0.020)]と関連が認められた.  

 

表 2.3.男女別の動作コオーディネーションと体力及び学年，ローレル指数の関
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連性に関する重回帰分析 
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第4項 考察 

 

 本節では，児童の動作コオーディネーション及び PF にどのような関連があ

るかを検討した．その結果，男子及び女子のそれぞれにおいて， 動作コオー

ディネーションと PF との関連が明らかとなった.  

 動作コオーディネーションの分化能力を評価した SRT に対して，具体的な

体力因子との関係は，男子においては，50m 走と反復横跳びが関連しているこ

とが示された．女子においては，50m 走と反復横跳びに加えて， 20m シャト

ルランが関連していることが示された．男女それぞれ 50m 走と反復横跳びが

共通して関連が見られた．これは SRT の走動作と左右の方向への切り返しの

課題が，この 2 つの体力テストと共通していることが挙げられる．また，SRT

の動作は，最高速度に到達するスピード能力はもちろん，旗門通過前後にスピ

ードに緩急をつけて，旗門をスムーズにすり抜ける俊敏性， つまり体を操作

する分化能力が必要とされる．これは，20m シャトルランの折り返し時に共通

する運動課題であり，この到達回数が多い者は，折り返しの効率的な運動実施

が可能であると考えられる．また，SRT の課題の平均達成時間が，15.39秒か

ら 17.39秒の範囲であることを考えると，やはり必ずしも全身持久力のみを用

いている運動課題とは考えられず， 全身持久力などのエネルギー系の体力特

性に加えて，スピード，及び敏捷性の神経系体力特性も関連していると推察さ

れる．女子にのみ関連がみられた 20m シャトルランもまた，全身持久力に加

えて神経系体力特性が必要とされる運動課題である可能性があるため，20m シ

ャトルラン以外の全身持久力の評価法を用いてさらに詳細に検討する必要があ

る. 

 動作コオーディネーションの空間定位能力を評価した CRT は，男子では

50m 走だけでなく，上体起こしも関連していることが示された．これは，運動
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課題の特性上，短時間に最高スピードに達することと動作の繰り返しにより筋

持久力が必要とされることから，関連が示されたと推察される．短時間での反

復的な切り返し動作では，主動筋群と拮抗筋群の協調により，運動課題を達成

する必要がある．一方で，女子では 20m シャトルランの全身持久力のみが独

立して関連していることが示された．スラローム走と同様に， 全身持久力が

必要であり，あわせて効率的な動作の切り替えが重要であることが推察される

が，女子にのみその関連が認められたことの理由について，女子は，男子に比

べ第 2 次性徴の開始が早いことが影響している可能性が挙げられる．

Katzmarzyk et al. (1997) は，体格(身長・体重)の成熟度合いが早い児童，特に

体脂肪がつきやすい思春期の女子において，動作コオーディネーションの発達

に体格がネガティブな影響を与えることを指摘している．つまり，男子に比べ

て体格的に早熟傾向にある女子は，神経筋の発達が遅く，動作コオーディネー

ションの運動課題を行う際に，男子と異なり，神経筋ではなく全身持久力が，

それに寄与していることが考えられる．さらに，この CRT は，動作コオーデ

ィネーションとして空間を正しく把握しつつ適切に動作を実施する空間定位能

力を評価しており，外部からの音声情報をもとに判断する開放系技能の運動課

題であったことを考えると，情報を処理する認知機能の影響も否定できない

(Piek et al., 2004)． 

 つまり，これらから，男女それぞれ児童期の動作コオーディネーションは，

いくつかの PF の指標と相互に連関しながら発達することを示唆するものであ

り，学校，及びスポーツ活動において身体活動を行う場合には，その活動の偏

りがないよう多様性を確保し，様々な側面から身体的あるいは運動機能の発達

を促す必要がある．換言すると，PF の低さが叫ばれる我が国においては，

様々な身体活動の介入を行う必要があるが，PF だけに限らず動作コオーディ
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ネーションの獲得につながるプログラムをも考慮すべきであると考えられる

(Faigenbaum et al., 2011)． 

 動作コオーディネーションの 2 つのテスト変量には，生物学的な発育発達の

因子である学年が寄与する可能性が考えられたが，単相関分析と重回帰分析で

は異なる結果となった．このうち，PF因子も含めてより詳細にその関係性を

検討した重回帰分析の結果を重視し，有意な関係が認められたのは，男女それ

ぞれ SRT のみであり，CRT においては，その関連が認められなかった．

Barnett et al. (2016) の総説によると，動作コオーディネーションと年齢，及び

学年との関連が採択された研究 4件のうち 2件に正の関連が認められており，

そのうち 1件で学年について検討し，KTK により評価した動作コオーディネ

ーションは，幼児(5-6歳)よりも児童(7-8歳)の方が高いことが明らかとなって

いる(Laukkanen et al., 2014)．このように，テスト項目毎の年齢，及び学年との

関連については，関連しているものと関連していないものがあり，一貫した結

論に至っていない状況にあると考えられる．今後，年齢，及び学年の上昇に伴

って，動作コオーディネーションがどのように獲得されるのか詳細に検討がな

されるべきである． 

 本研究はいくつかの限界を有している．まず，PF が動作コオーディネーシ

ョンに貢献していることは明らかにできたが，児童期は成長発達が著しい時期

であるため，本研究の結果はあくまで一時点の動作コオーディネーション及び

PF の関連を明らかにした結果だと考えるべきであり，今後は縦断的な検証を

行う必要がある．また，本研究で用いた動作コオーディネーション及び PF の

評価法は，その全てを評価できているとは言えないことから，また異なる評価

法を用いることによりそれぞれの関連性について詳細に検証する必要がある．

あわせて，これらの評価法を一つに限定した場合でも，子供の PF，動作コオ

ーディネーションを複合的に評価してしまう点は，注意が必要である．しかし
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ながら，本研究は，我が国で広く実施されている新体力テストを用いて PF が

動作コオーディネーションに関連するかを検討した数少ない研究である．本研

究により得られた知見は，3 学年から 6 学年の児童期の体育・スポーツ指導に

おいて，PF 及び動作コオーディネーションの現状を把握することで個々の児

童に適した指導計画の策定を行うことができるなど，有用な示唆となる可能性

が考えらえる． 
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第5項 まとめ 

 

 本節の目的は，児童 382名を対象に，動作コオーディネーションと体力との

関係を検討することであった．その結果，動作コオーディネーションは，多く

の PF と関連していることが示唆された． 

1) 児童を対象とした，PF と動作コオーディネーションとの間は，有意な相関関係に

ある． 

2) 動作コオーディネーションの分化能力を診断する SRTは，男子においてスピード

及び敏捷性と関連があり，一方で女子はスピード及び敏捷性に加えて全身持久

力と関連があった． 

3) 動作コオーディネーションの空間定位能力を診断する CRT は，男子においてス

ピード及び筋持久力と関連があり，一方で女子は全身持久力と関連があった． 

 以上のことから，動作コオーディネーションは，単一の運動課題のみでその

存在が説明できるものではなく，運動課題が複数の関連する体力・運動能力の

因子をうまく繋ぎ合わせていくところに存在しているものであることが示され

た． 
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第2節 動作コオーディネーション能力の神経科学的評価手法の検討 

 

 前節では，動作コオーディネーション能力とは，ある運動課題と複数の体

力・運動能力因子を繋ぎ合わせたところに存在する可能性が示された．これは

関係性のなかに存在するとも言い換えることができよう．ただし，動作コオー

ディネーションが発揮されている状態とは，他の能力が発揮されている状態と

具体的にはどういった部分がどう異なるのかついて明らかにしたわけではな

い．そこで，第 2 節では，動作コオーディネーション能力が必要とされる運動

課題に取り組んいる最中の対象者の脳神経活動の特徴について，特に脳内の運

動実施の痕跡を手がかりとして，実証的に動作コオーディネーションの存在を

明らかにする基礎的研究を実施した．本研究では，動作コオーディネーション

能力のなかでも，バランス能力に着目し，全身のバランス運動課題を実施して

いる際の脳機能の特徴を明らかにすることで，神経系の運動能力とされている

動作コオーディネーション能力の存在の特徴を明らかすることができると考え

る． 

 

第1項 目的 

 

 全身の動的バランスは，外部環境に対する適応的な姿勢制御と定義され，競

技活動と日常生活活動の両方に不可欠であり，動的バランス機能の低下は高齢

者の転倒につながる(Rubenstein and Jesephson, 2002)．動的バランスに対する反

復的な介入は，高齢者の高リスク集団における転倒のリスクを低減することが

示されている(Clemson et al., 2012)．全身運動課題は，手足間の協調，及び姿勢

制御などの複数の要素を必要とするため，全身のバランス課題に関連する神経

ネットワークは，単純な手の動きに関連する神経ネットワークよりも複雑であ
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る．先行研究では，単純な運動技能の神経基盤を，より複雑な運動技能に一般

化することはできないと指摘されている(Wulf and Shea, 2002)．しかし，全身

運動課題中の脳活動を測定することは，手指の運動課題中よりも方法論的に困

難であることを考えると，全身を使った動的バランストレーニングに関連する

神経ネットワークはまだ不明である． 

 陽電子放出断層撮影法(PET)，及びシングルフォトン放出断層撮影法を用い

たこれまでの研究では，歩行時や起立時に，運動関連皮質，基底核，小脳など

の広範な領域で局所脳血流が増加することが示されている(Fukuyama et al., 

1997; Ouchi et al., 2001)．また，非侵襲的な機能的近赤外分光法(fNIRS)を用い

た研究では，fNIRS では皮質下領域の活動に関する情報は得られないものの，

全身のバランス課題時に外側前頭前野(PFC)，前運動皮質，補足運動皮質，一

次運動皮質(M1)が活性化することが報告されている (Mihara et al., 2008; Seidel-

Marzi et al., 2021)．また，前頭葉，頭頂葉，基底核，視床そして，小脳などの

灰白質体積(GMV)は，バランス能力と関連していることがわかっている

(Hüfner et al., 2011; Sugent et al., 2019)．これらの知見は，複数の脳領域が協調

して全身の姿勢や四肢の協調を制御しているという考えを支持するものであ

る． 

 動的なバランストレーニングの神経メカニズムを解明することにより，スポ

ーツトレーニング，及びニューロリハビリテーションの改善に役立つ情報を提

供することができる．これまでの研究では，反復的なバランストレーニングが

脳内の機能的・構造的な可塑性を誘導することが明らかになっている(Magon 

et al., 2016; Giboin et al., 2019)．例えば，ある研究では，運動前野，M1，大脳

基底核，小脳などの運動関連領域の機能的結合性が，スラックラインによるバ

ランストレーニングを 6週間行った後に増加したと報告されている(Giboin et 

al., 2019)．また，別の研究では，ダイナミックバランストレーニングを 6週間
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行った後に，前頭葉外側領域の GMV が増加したと報告されている(Taubert et 

al., 2010)．しかし，運動学習に関するエビデンスの蓄積によると，運動学習に

よって誘発される神経可塑性は，学習段階(初期段階または後期段階)に依存す

ることが示唆されている(Dayan and Cohen, 2011)．しかし，運動学習のバラン

ストレーニングの初期段階の神経基盤はまだ不明である． 

 Taubert らは，動的なバランストレーニングを 1 時間行うと，M1 の足部領域

の GMV が増加することを示した(Taubert et al., 2016)．また，他の先行研究で

は，M1 を含む運動関連領域の機能的結合性が，運動学習後に課題依存的に変

化することが示唆されている(Sami et al., 2014; Hamano et al., 2020)．このよう

な活動の変化は，モーターエングラムまたはモーターメモリートレースと呼ば

れている．したがって，急性全身バランストレーニングは，動的姿勢制御に関

連する脳領域の機能的結合性を変化させる可能性がある．しかし，急性全身バ

ランス訓練による全脳ネットワークレベルでの機能的結合性の変化は，ボクセ

ルベースモルフォメトリー(VBM)，PET，fNIRS，及び従来の機能的磁気共鳴

画像(fMRI)では評価できない．全身を使った運動技能学習の前後で，安静時機

能結合性(rs-FC)の変化を評価した(Mizuguchi et al., 2019)．その結果，特定の領

域の rs-FC が運動技能学習によって変化することが確認された． 

 そこで本節では，全身を使った動的バランス課題の急性学習のメカニズムを

明らかにするために，急性動的バランス訓練の 30分前に記録した rs-FC と訓

練後に記録した rs-FC を比較した．全身バランス課題には，先行研究のとおり

(Seidel-Marzi et al.，2021)，スラックラインを用いた．また，各被験者の初期

バランス能力に関連する灰白質微細構造を，T1強調画像を用いた VBM と，

拡散強調画像を用いて新たに開発した fixel-based analysis(FBA)で解析した

(Ashburner et al. 2000; Dhollander et al., 2021)．さらに，先行研究では，1〜2 時

間の急性運動練習が白質と灰白質の構造変化を誘発する可能性が指摘されてい
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ることから，30分間の動的バランストレーニングが構造変化を誘発するかど

うか検討した(Taubert et al., 2016; Sagi et al., 2012)． 
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第2項 方法 

 

1) 参加者 

 

 右の利き手，利き足のボランティア 28名(女性 14名，平均年齢＝22±1歳，

範囲：19～24歳，平均体重＝61±11kg，範囲：20～30歳)．19～24歳，平均体

重＝61±11kg，範囲 43～88kg，平均身長＝1.66±0.09m，範囲：1.51～1.80m．

1.51～1.80m)を対象とした．対象者の選定として児童・生徒を対象とせず，成

人とした理由は，本研究の MRI撮像のプロトコルは非侵襲ではあるが，MRI

装置のなかで 30分程度の開眼状態での静止状態及び思考停止が必要とされる

ものであったため，児童・生徒には難しいと判断し，若年成人を対象とするこ

とした．対象者全員が，神経疾患や精神疾患の既往歴はなく，スラックライン

の経験はない，あるいはほとんどないと回答した．女性 4名はクラシックバレ

エ，女性 1名は体操，女性 1名はフィギュアスケートの経験があった．脳の構

造に影響を与える可能性があるため，本研究では右利きの参加者のみを対象と

した．手先の器用さは，Edinburgh Handedness Inventory を用いて評価した(平

均横方向商＝0.9±0.1，範囲：0.7-1)(Oldfield, 1971)．利き脚については，11項

目からなる Chapman's foot preference test(平均スコア＝14±3，範囲：11-21)を

用いて評価した(Chapman et al., 1987)．参加者は全員，実験前に実験手順の詳

細な説明を受け，書面によるインフォームド・コンセントを得た．本研究は，

ヘルシンキ宣言に基づいて実施され，実験手順は立命館大学倫理委員会の承認

を得た(BKC-IRB-2020-070)． 
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2) 実験デザイン 

 

 本研究では，無作為化カウンターバランス・クロスオーバーデザインを用い

た．参加者全員は，少なくとも 4週間の間隔をおいて実施された 2 つの実験セ

ッションを受けた(平均間隔＝29±4 日，範囲：28～47 日)(図 2.3.)．1 つのセッ

ションでは，参加者は動的なバランスと姿勢制御を必要とするスラックライ

ン・トレーニング(SL)を行った．もう 1 つのセッションでは，対照的な運動課

題として有酸素運動(AE)を行った．各セッションは 30分で終了した．各セッ

ションでの運動強度を比較するために，HR モニター(WHS-3，UNION TOOL 

CO，Tokyo，Japan)を用いて，各セッション中の参加者の心拍数(HR)を測定し

た． 

 女性 7名と男性 7名は SLセッションを先に行い，残りの参加者は AEセッ

ションを先に行った(図 2.3.)．各被験者の 2 つのセッションは，概日変化の影

響を最小限にするために，同じ時間帯に実施した(平均時間差＝21±30分，範

囲：0～150分)(Thomas et al., 2018)．8 人の参加者は午前中にセッションを行

い，残りの参加者は午後にセッションを行った． 

 各トレーニングセッションの前後に，調和プロトコル(HARP)を用いて，安

静時機能画像，T1強調画像，T2強調画像，拡散強調画像(DWI)などのマルチ

モーダル MRI を取得した(図 2.3.)(Koike et al., 2021)．バランスパフォーマンス

の評価は，セッションの直前と直後，およびセッション後の MRI の後に，以

下のように行った(図 2.3.)． 
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図 2.3.実験デザイン 

28名の右利き手，右利き足のボランティアが，少なくとも 4週間の間隔をお

いて 2 つの実験セッションを受けた．SL と AE のセッションの前後に，安静

時機能 MRI，T1強調画像，拡散強調画像を含む 2 つのマルチモーダル MRI ス

キャンを取得した(SL または AE の前と後)．バランスパフォーマンスの評価

は，セッションの直前と直後(Post-1)，およびセッション後の MRI の後(Post-2)

に行った．MRI: magnetic resonance imaging; SL: slackline; AE: aerobic exercise. 

 

 

3) スラックライントレーニング  

 

SL は，長さ：4m，高さ：0.3m，幅：0.05m のスラックライン(Fitness Line，

Gibbon，Stuttgart，Germany)を用いて，4 つのプロトコルで行った．まず，参

加者には，スラックラインの中央に片足で可能な限り長く立つことを求めた．

立ち上がる足は落下するたびに変えた．このセッションは 5分で終了とした．

続いて，両足をスラックラインに乗せた状態で，バランスを取りながら，立っ

たまま 5 歩前進することを試みた．このセッションは 10分で終了した．次の

5分間は，両膝を曲げて 5秒間静止した後，再び両膝を伸ばし，両足をスラッ
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クラインに乗せて元の立ち位置に戻る．最後の 10分間は，バランスを保ちな

がら前進方向に 5 歩歩いた後，その場で 180°回転して 5 歩歩き，元の位置に

戻るというトレーニングを行った．すべてのトレーニングセッションは，制限

時間内に可能な限り繰り返し行われた． 

 

4) 有酸素運動 

 

 AEセッションは，エルゴメーター(Ergomedic 828E，Monark，Varberg，

Sweden)を用いて行った．エルゴメーターのサドルの高さは，上半身を軽度の

前屈姿勢にしてサドルに座ったときに，参加者の膝が軽度に屈曲し，下肢が最

も伸びた状態になるように設定した．開始時の負荷は 20W で，被験者の HR

が 100bpm(易しい)から 130bpm(やや難しい)の間を 30分間維持するように実験

者が負荷を調整した．参加者には，ピッチ音に合わせて回転速度を 1分間に

60回転に維持することを求めた(すなわち，60bpm)．回転速度は参加者の目の

前に表示した． 

 

5) バランスパフォーマンスの評価 

 

 バランスパフォーマンスの評価は，各脚について 5回ずつ行った．これらの

評価に要する時間は約 5分であった．各バランステストは 2回実施し，2回の

試験のうち良い方のスコアを用いて両脚の平均スコアを算出し，分析に使用し

た． 

 スラックライン・スタンディング(SLstand)バランス評価は，参加者がスラッ

クラインに片足を乗せて可能な限り長く立つことを試みるものであった．

SLstand の評価は両足に対して行った．転倒するまでに片足でバランスをとっ
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ていた時間を測定した．疲労を防ぐため，参加者は 60秒のバランスをとった

時点で中止した．スラックライン・ウォーキング(SLwalk)バランス評価では，

参加者はスラックライン上をできるだけ長く歩くことを試みた．転倒するまで

に歩いた距離を評価し，最大距離は 4m とした．3回目のバランスパフォーマ

ンス評価では，参加者は目を閉じた状態で，片足を床につけて，立っている足

の足裏を動かさずにできるだけ長く立つことを試みた(STfloor)．体の他の部分

が床に触れるまでの時間を測定し，疲労を防ぐために最大時間を 60秒とし

た．STfloor の評価は両足に対して行った．次に，バランスディスク(TR バラ

ンスクッション，日本，愛知県)の上に片足で立ち，目を閉じた状態をできる

だけ長く維持させた(STdisc)．体の他の部分が床に触れるまでの時間を測定

し，疲労を防ぐために最大時間を 60秒とした．STdisc の評価は両脚で行っ

た． 

 最終的なバランスパフォーマンス評価は，スターエクスカーションバランス

テスト(SEBT)で，参加者はプラットフォームの中央に片足で立ち，反対側の

脚でいくつかの方向に最大のリーチを行い，リーチした脚でプラットフォーム

に触れることなく元の位置に戻るというものであった．被験者は立っている脚

のかかとを床から離すことはせずに，到達した脚がプラットフォームに触れた

り，立っている脚のかかとが持ち上がったりした場合，その試行は破棄され，

追加の試行が行われた．各評価において，各方向に最大 5回の試行を行った．

SEBT の評価は両脚で行った．全方向の平均到達距離を算出し，下肢の長さで

正規化した．解析には正規化した平均距離を用いた． 

 

 

 



 93 

6) 行動分析 

 

 バランス能力に対する SL の効果(学習効果)は，セッション前後のバランス

パフォーマンス評価の差に基づいて評価した．この評価は，正規分布データの

場合はペア t 検定，非正規分布データの場合は Wilcoxon signed-rank 検定を用

いて行った．データが正規分布に適合しているかどうかを確認するために，1

標本 Kolmogorov-Smirnov 検定を実施した．P値は，多重比較のためにボンフ

ェローニ法を用いて補正した(すなわち，5指標×2条件×2 期間，補正 p＝0.05

は未補正 p＝0.0025 に相当する)．SL と AE の学習効果およびバランス前のパ

フォーマンスの比較については，それぞれボンフェローニ法を用いて p値を補

正した(すなわち，5 つの指標，補正 p＝0.05 は未補正 p＝0.01 に相当する)．セ

ッションの順番が改善量に及ぼす影響は，2標本 t 検定または Wilcoxon signed-

rank 検定を用いて判定した．1回目のセッションから 2回目のセッションへの

持ち越し効果を評価するために，1回目と 2回目のバランス前評価の差を計算

した．次に，一般効果(SL と AE の組み合わせ)については，1標本の t 検定を

用いて比較し，両参加者グループ(すなわち，セッションの順番ごとに n = 14)

については，Mann-Whitney U 検定を適用した．P値は，Bonferroni 法を用いて

補正した(すなわち，5 つの指標，補正 p＝0.05 は未補正 p＝0.01 に相当する)．

SL と AE の間の平均および最大 HR を計算し，ペア t 検定を用いて比較した．

MATLAB を用いて，1 標本 Kolmogorov-Smirnov 検定，t 検定，Wilcoxon 

signed-rank 検定，Mann-Whitney U 検定を行った． 

 バランス能力と MRI の結果との関係を評価するために，代表的なバランス

能力指標として STdisc を選択した．なぜなら，SLstand，SLwalk，STfloor の

評価で測定上限に達した参加者がいたからである(結果および図 2.4.)．そのた

め，これらの変数は相関係数の算出には適していないと判断した．さらに
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SEBT の結果は下肢の可動域に影響されるため(Hoch et al., 2011)，SEBT の結果

を用いた相関分析は実施しなかった． 

 

7) MRI データの取得 

 

 被験者は，32チャンネルのヘッドコイルを備えた 3テスラの Siemens 

Magnetom Skyra fit scanner(Siemens，Munich，Germany)を用いてスキャンされ

た．安静時の血中酸素濃度依存コントラスト機能画像は，マルチバンド T2強

調エコープラナーイメージング(EPI)フリー誘導減衰シーケンスを用いて，視

野(FOV)：204×204 mm，ボクセルサイズ：2.4 mm等方性，ギャップなし，反

復時間(TR)：800 ms，エコー時間(TE)：34.4 ms，フリップアングル：52°の条

件で取得した．参加者は全員，スキャン中は目を開けて十字架に集中し，特に

何も考えないように指示した．5分間の安静時 fMRI スキャンを 2回行った． 

T1強調画像は，MPRAGE(magnetization-prepared rapid acquisition gradient echo)

シーケンス(224枚の矢状断スライス，FOV：240×256 mm，ボクセルサイズ：

0.8 mm isotropic，TR：2500 ms，TE：2.18 ms，反転時間：1000 ms，フリップ

アングル：8°，GRAPPA acceleration factor：2)を用いて取得した．撮像時間

は約 5分であった． 

 T2強調画像は，human connectome project(Koike et al., 2021)に基づく HARP

プロトコルに従って取得したが，本研究では解析しなかった．撮像時間は約 5

分であった． 

 2枚の DWI は，AP 位相エンコーディングを用いて 67 方向，PA 位相エンコ

ーディングを用いて 68 方向のダブルスピンエコーシーケンスで取得した(b-

values: 0， 700， 2000 s/mm²; 84 slice; FOV: 204 × 204 mm; voxel size: 1.7 mm 

isotropic， no gap; TR: 3600 ms; TE: 89 ms; flip angle: 90°; GRAPPA acceleration 



 95 

factor: 2)マルチバンドアクセラレーションファクター3 を用いて，AP スキャン

と PA スキャンの取得時間はそれぞれ約 5分であった．トータルのスキャン時

間は約 35分であった． 

 

8) 機能的画像処理 

 

 MATLAB(The MathWorks Inc., Natick, USA)上で動作する SPM12(Wellcome 

Trust Centre for Neuroimaging, University College London, London, UK，

https://www.fil.ion.ucl.ac.uk/spm/software/spm12/)に実装された CONN ツールボ

ックス (Functional Connectivity Toolbox, Neuroimaging Informatics Tools and 

Resources Clearinghouse, USA; https://www.nitrc.org/projects/conn) を用いて，関

心領域 (ROI) ベースの解析を行い，rs-FC を評価した．EPI画像は，デフォル

トの前処理パイプライン(リアライメント，正規化，セグメンテーション，異

常値検出，半値幅(FWHM)8mm のスムージング)を用いて処理した．その後，

コンポーネントベースのノイズ補正，動きの回帰，バンドパスフィルタリング

(0.008〜0.09Hz)を用いて，ノイズ除去を行った．以前の研究では，ダイナミッ

クバランストレーニングを 1 時間行うと，M1 の体積変化が観察されることが

明らかになっている(Taubert et al., 2016)．そこで，腹側回を ROI とした．ま

た，外側 PFC がバランストレーニングと関連することを示した研究 (Taubert et 

al., 2010; Lehmann et al., 2019)，線条体，海馬，小脳などの皮質下領域の関与を

強調した運動学習研究もある (Dayan, 2011; Jacobacci et al., 2020)．そこで，10

個のシードベースの解析を行った(5領域×2半球)．これらの ROI は CONN ツ

ールボックスで定義され，典型的な解剖学的領域として FSL Harvard-Oxford 

Atlas に基づいて作成された(https://fsl.fmrib.ox.ac.uk/fsl/fslwiki/Atlases)． 
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 SL 後の rs-FC の変化が AE 後の変化と異なるかどうかを評価するために，相

互作用((SLpost＞SLpre)＞(AEpost＞AEpre))を分析した．また，SL 前後の rs-FC

の変化が学習と関連しているかどうかを調べるために，ポストホック相関解析

を行った．この解析では，SL での rs-FC の変化の個人値を描いた．また，rs-

FC の変化が運動強度と関連しているかどうかを調べるために，平均 HR また

は最大 HR を用いた事後相関分析を行った．さらに，トレーニング前後の運動

課題の効果を評価したところ，SLpre と AEpre は比較可能であった． 

 すべてのコントラストは，5000回の順列を用いた TFCE(threshold-free cluster 

enhancement)で解析した．統計的な閾値は，多重比較のためのファミリーワイ

ズエラー(FWE)補正後，p＜0.05 とした． 

 

9) T1画像の処理 

 

 MATLAB で使用されている SPM12用のツールボックスである

Computational Anatomy Toolbox (CAT, Jena University Hospital, Deparements of 

Psychiatry and Neurology, Germany; http://www.neuro.uni-jena.de/cat/)を用いて

VBM解析を行った．T1強調画像は，Montreal Neurological Institute(MNI)の標

準空間に合わせて変調・正規化され，アフィン変換と非線形変換を組み合わせ

たデフォルトのアプローチを用いて，灰白質，白質並びに脳脊髄液にセグメン

ト化された．その後，分割された灰白質マップを FWHM8mm のガウシアンカ

ーネルで平滑化した． 

 GMV の変化を評価するために，コントラスト((SLpost＞SLpre)＞(AEpost＞

AEpre))を，フルファクタリゼーションデザインを用いて分析した．課題前の

GMV と初期のバランス能力の相関を計算することで，初期のバランス能力に

関連する脳領域を特定した．また，頭蓋内総体積，年齢，性別は，関心のない
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共変量として含めた．すべての対比は，5000回の並べ替えを行った TFCE を

用いて分析した．統計的閾値は，多重比較のための FWE補正後，p < 0.05 と

した． 

 

10) 拡散画像処理 

 

 MRtrix3(http://www.mrtrix.org/)を用いて，既述のように FBA を行った

(Dhollander et al., 2021)．標準的な前処理を行った．まず，mrcat 関数を用いて

2 つの画像を 1 つの画像に結合した．次に，dwidenoise，mrdegibbs，

dwifslpreproc，dwibiascorrect の各関数を用いて，ノイズ除去，アンリング，モ

ーション，ディストーション，バイアスフィールドの補正を行った．その後の

解析では，グループ平均の白質応答関数を算出した．DWI データは，1.25 mm

のボクセルサイズ(等方性)にアップサンプリングした．これは，解剖学的詳細

を改善することが示されているからである．繊維配向分布関数(FOD)は，制約

付き球面デコンボリューションを用いて算出した．次に，グループごとに登録

し，b=0 の白質の中央値を基準にして，全参加者に対してグローバルな強度正

規化を行った． 

 研究固有の FODテンプレートを作成するために，1 日目の MRI 前スキャン

のすべての FOD画像を使用した．すべての FOD を FODテンプレートに登録

することで，空間的な対応関係を得た．次に，テンプレート空間内の FOD を

分割して，繊維密度(FD)，繊維束断面積(FC)，および繊維密度と繊維束断面積

の組み合わせ(FDC)を推定した．FC は統計解析の前に対数変換された．最後

に，fixelfilter 関数を用いて，固定データを疎な固定画素間結合行列に基づい

て平滑化した．セッション後の rs-FC の変化は，参加者ごとに計算した FD，

log-FC，FDC の異なる画像を用いて，[(SLpost > SLpre) > (AEpost > AEpre)]の
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交互作用を分析し，対応のある t 検定を用いて比較した．白質微細構造と初期

バランス能力の関連性は，初期バランス能力(STdisc の結果を用いて算出)と

FD，log-FC，FDC との相関を計算することで確認した．年齢と性別は関心の

ない共変量として用いた． 

 これらの解析は，5000回の並べ替えを行った連結性に基づくフィクセル・

エンハンスメントを用いて行った．統計的閾値は，多重比較のための FWE補

正後に p < 0.05 とした． 
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第3項 結果 

 

バランスパフォーマンス 

 図 2.4.と表 2.4.に，5 つのバランス評価のうち，事前，事後の個人データと

統計値を示した．SL 後に実施した SLstand，SLwalk，STfloor の評価では，測

定上限に達した参加者がいた(図 2.5.)．SL 前の STfloor評価では，16名の参加

者が上限に達したため，天井効果により STfloor の改善は見られず，この課題

は学習評価には適していないことが示唆された．残りのバランスパフォーマン

ス評価のスコアは，SLトレーニング後に有意に改善した(図 2.4.，表 2.4)．SL

トレーニング後のパフォーマンスの向上は AE よりも大きい傾向があった

(SLstand：z = 2.37 ， p = 0.09， d = 0.78， SLwalk：z = 3.26 ， p = 0.006， d = 

1.18， STfloor：z = 0.37 ， p = 1， d = 0.06， STdisc：z = 1.66 ， p = 0.48， d = 

0.57， SEBT：z = 1.57 ， p = 0.58， d = 0.47)(図 2.5.)． 

 SLトレーニング前に得られたバランスパフォーマンス評価スコアは，AEト

レーニング前に得られたスコアと有意な差はなかった(SLstand ： z = 0.52， p 

= 1， d = 0.02; SLwalk ： z = 1.18， p = 1， d = 0.19; STfloor ： z = 0.07， p = 

1， d = 0.06; STdisc ： z = 1.32， p = 0.93， d = 0.11; SEBT ： z = 1.18， p = 1， 

d = 0.18)．SL 中の学習量は，タスクの順番に影響されなかった(SLstand：z＝

1.22，p＝1，d＝0.43，SLwalk：z＝1.85，p＝0.32，d＝0.77，STfloor：z＝

0.36，p＝1，d＝0.18，STdisc：z＝0.53，p＝1，d＝0.47，SEBT：z＝1.10，p＝

1，d＝0.32)．SLstand と SLwalk ではキャリーオーバー効果が見られた

(SLstand：t(27)＝4.50，p＝5.80×10-4，d＝0.81；SLwalk：t(27)＝5.95，p＝1. 

19 × 10-5， d = 0.84; STfloor : t (27) = 1.40， p = 0.87， d = 0.21; STdisc : t (27) = 

1.78 ， p = 0.43， d = 0.25; SEBT : t (27) = 2.22， p = 0.17， d = 0.27)．しかし，

SL と AE の間にキャリーオーバー効果の差は見られなかった(SLstand：z = 
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0.53， p = 1， d = 0.04; SLwalk：z = 1.82， p = 0.35， d = 0.56; STfloor：z = 

0.36， p = 1， d = 0.15; STdisc：z = 1.22， p = 1， d = 0.28; SEBT：z = 1.54， p 

= 0.62， d = 0.55)． 

 SL 時の平均 HR(128±17bpm)は AE 時の平均 HR(116±8bpm)よりも有意に大

きかった(t(27)＝4.33，p＝1.84×10-4，d＝0.89)．SL 時の最大 HR(153±16bpm)

も AE 時の最大 HR(142±5bpm)よりも有意に大きかった(t(27)＝4.41，p＝1.47

×10-4，d＝0.97)． 
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図 2.4.バランス評価 

事前(pre)，事後-1(post-1)，事後-2(post-2)における SLstand(A)，SLwalk(B)，

STfloor(C)，STdisc(D)，SEBT(E)のそれぞれの結果．データは平均値±標準偏

差で示した．黒のプロットは各参加者の個別の値を示す．*は，事前の値と比

較して p < 0.05 を示す．SL：スラックライン，AE：有酸素運動，SEBT：スタ

ーエクスカーションバランステスト 
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図 2.5.学習効果 

SLstand(A)，SLwalk(B)，STfloor(C)，STdisc(D)，SEBT(E)の学習効果をそれぞ

れ示した．結果は，(Post-1値)-(Pre値)で算出した．データは平均値±標準偏差

で示した．黒のプロットは各参加者の個別の値を示す．* は，SL と AE の比較

が統計的に有意であることを示す(補正 p < 0.05)．SL：スラックライン，AE：

有酸素運動，SEBT：スターエクスカーションバランステスト 
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表 2.4.測定結果一覧 
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1) 機能的結合性 

 

 2元配置分散分析(ANOVA)によるシードベースの解析では，左外側 PFC と

一次感覚運動野(SM1)の内側領域との間に rs-FC の有意な相互作用が見られ，

この変化が AE 時よりも SL 時に大きいことが示された(p＜0.05)(図 2.6.)．しか

し，右外側の PFC ROI，M1，線条体，海馬，及び小脳では有意な相互作用は

見られなかった．また，運動課題前の rs-FC の強さは，2 つのトレーニングセ

ッション間で差がなかった． 

 事後相関分析の結果，SLトレーニングによる左外側 PFC と SM1 の内側領域

の間の rs-FC の変化は，オンラインでの改善(Post-1 - Pre)(r = -0.32， p = 0.10)

よりも，バランストレーニングのオフラインプロセス(Post-2 - Post-1)(r = 

0.40， p = 0.036)と関連していた(図 2.6.)が，オンライン学習の量はバランスト

レーニング後のパフォーマンス変化(Post-2 - Post-1)(r = -0.66， p = 0.0001)と強

く相関していた．また，SL による左外側 PFC と SM1 の内側領域の間の rs-FC

の変化は，SL 中の平均 HR(r = 0.25， p = 0.20)や最大 HR(r = 0.25， p = 0.20)と

は関連しなかった． 

 海馬と帯状皮質の間の rs-FC は，両セッション後に増加した(図 2.7.)．ま

た，両側外側 PFC 間の rs-FC は，両セッションの後に減少した． 
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図 2.6.resting-state fMRI のシードベース解析 

図は，左外側前頭前野．画像はタスクと時間の間の相互作用[(SLpost > SLpre) 

> (AEpost > AEpre)]を示している．統計的有意性は，5000回の順列を用いた閾

値のないクラスター増強の多重比較に対する誤差補正後，p < 0.05 とした．右

側の散布図は，SLセッションにおける STdisc のバランス学習のオフライン過

程［(Post-2値)-(Post-1値)として算出］と，左外側前頭前野と一次運動野の間

の rs-FC の変化との関係を示している． 

SL：スラックライン，AE：有酸素運動，rs-FC：安静時機能結合性 
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図 2.7.resting-state fMRI のシードベースの解析における時間の主効果(後対前) 

左上のパネルでは，右海馬がシードとなっている．右上のパネルでは，右の外

側前頭前野(緑色の領域)がシードとなっている．青色の領域は，安静時の機能

的結合性が低下していることを示す．統計的閾値は，5000回の並べ替えによ

る閾値なしのクラスター増強の多重比較のための家族的誤差補正後，p < 0.05

とした．下段は上段の領域の相関係数の平均値と標準偏差をそれぞれ示す．黒

のプロットは各参加者の個別の値を示す． 
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2) 灰白質体積  

 

 VBM解析では，主効果，及び交互作用は観察されず，SL と AE の間で

GMV は変化しないことが示された．また，1回目のバランス評価前の GMV と

1回目のバランス評価時のバランス能力には相関が見られなかった．さらに，

SLセッションでの最初のバランス評価前の GMV は，SLセッションでの学習

量とは相関しなかった． 

 

 

3) 白質の微細構造 

 

 FBA では主効果，及び交互作用が観察されなかったことから，白質微細構

造は SL と AE の間で変化していないことがわかった．相関分析の結果，第 1

セッションの初回バランス評価前の交連線維経路の FD および FDC と初回評

価時のバランス能力との間に正の相関が認められた．この傾向は，有意な値で

はなかったが，SM1 の内側領域付近で見られた(図 2.8.)．SLセッションでの最

初のバランス評価前の FBA の結果と SLセッションでの学習量は相関しなかっ

た． 
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図 2.8.フィクセルベースの解析 

上のパネルは，スラックライントレーニング前の繊維密度と繊維束断面積

(FDC)を組み合わせた指標と，研究に特化したフィクセルテンプレートを用い

た初期バランス能力との p値(5000回の並べ替えによる閾値なしフィクセル増

強の多重比較に対する誤差補正後)を示している．中央下と左下のパネルは，

上のパネルに対応する有意なフィクセルを示している．右下のパネルは，初期

バランス能力と FDC との関係を示す． 
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第4項 考察 

 

 本研究では，全身バランストレーニングが rs-FC，GMV，白質微細構造に及

ぼす急性期の影響を調べるために，カウンターバランス・クロスオーバー試験

を行った．その結果，全身バランストレーニングを行うことで，左外側 PFC

と両側 SM1 足部の間の rs-FC が増加することを初めて明らかにした．また，

この rs-FC の増加は，バランス学習のオフラインプロセスと関連していた．さ

らに，初期の動的バランス能力は，交連線維経路の初期 FD および FDC と関

連しており，これらは SM1 足部にまで拡張していた． 

 これまでの研究では，外側の PFC と M1 がダイナミックバランス学習の初

期段階と関連していることが示唆されている(Taubert et al., 2010, 2016; 

Lehmann et al., 2019)．したがって，本研究で rs-FC の変化が確認された脳領域

は，これまでの研究で報告されたものと一致している．側方 PFC と SM1 の間

の rs-FC の変化は，ダイナミックバランストレーニング中の HR とは相関しな

かったが，ダイナミックバランストレーニング中の HR は AE 中の HR よりも

有意に大きかった．したがって，この変化は，ダイナミックバランストレーニ

ング時の運動強度の個人差に起因するものではないと考えられる．運動学習後

の M1 を含む機能的結合性の変化は，オフラインでの学習，統合，または運動

エングラム(記憶の痕跡)を反映していることから(Hamano et al., 2020; Albert et 

al., 2009; Censor et al., 2014; Gregory et al., 2014)，外側 PFC と SM1 の間の rs-FC

の変化は，運動課題中の脳の残存活性化ではなく，運動学習に関連していると

考えられる．実際，ポストホック相関解析では，rs-FC の変化は，バランス学

習のオフラインプロセスに関連していることが示唆された．しかし，今回の研

究では，VBM を用いた有意な構造変化は観察されなかった．これは，バラン

ストレーニングの量に起因すると考えられる．以前の研究では，被験者は今回
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の研究よりも 1.5倍長い時間(すなわち 45分)トレーニングを受けていた

(Taubert et al., 2016)．本研究では，足部の両側M1 に弱い増加傾向が認められ

た(データは示されていない)．我々の以前の研究でも，20分間の運動技能学習

後に rs-FC の有意な変化が観察されたものの，構造的な変化は確認されなかっ

た(Mizuguchi et al., 2019)．これらの結果から，学習による急激な変化を検出す

る感度は，課題，及び撮影パラメータ，スキャン時間にもよるが，VBM より

も rs-FC の方が高いと考えられる． 

 本研究では，初期バランス能力は，交連線維経路の初期 FD および FDC と

関連しており，それらは SM1 足部にまで及んでいた．これまでの研究では，

健常成人における特定の FD の個人差が特定の能力と関連していることが示唆

されている(Clement et al., 2021)．したがって，運動能力と運動関連領域をつな

ぐ白質微細構造との間には関係があると考えられる．運動能力と脳構造の個人

差は，遺伝的要因と運動経験を含む環境要因の相互作用の結果であると考えら

れる(Kanai et al., 2011)．したがって，今後の研究では，運動関連 FD の高い参

加者が，サッカーのリフティングなど特に下肢の高い操作と片足のバランス能

力が同時に求められる運動課題などの下肢運動能力が高いかどうかを明らかに

することを目指すべきである． 

 海馬と前部領域(ACC)を含む帯状皮質の間，および両側の外側 PFC の間で，

動的バランス訓練と AE 後に rs-FC の変化が観察された．いくつかの先行研究

では，慢性および急性 AE が記憶，気分，および認知機能を改善することが示

されている(Hillmann et al., 2008; Herold et al., 2020; Voss et al., 2020)．また，海

馬は記憶形成に重要であり(Eichenbaum, 2001)，急性の軽度の運動によって改

善される(Suwabe et al., 2018)．したがって，海馬が関与する rs-FC の変化は，

これまでの研究の結果と一致する．帯状皮質は，気分調整，感情，認知，注

意，社会的機能など様々な機能を持ち，運動課題にも関与している．さらに，
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帯状皮質は，機能的にも解剖学的にも広範囲の脳領域とつながっているため，

さまざまな神経ネットワークのハブ領域となっている(Torta and Cauda, 2011; 

Vogt, 2016)．さらに，12週間の中強度 AE は，ACC の構造変化を誘発するこ

とが示されている(Lin et al., 2020)．したがって，急性運動後に ACC を含む帯

状皮質が関与する rs-FC の変化は予想外ではない．側方 PFC は，実行機能，及

び認知課題に重要な役割を果たしている(Yuan and Raz, 2014)．したがって，本

研究では，認知機能，記憶，気分は測定していないが，動的バランストレーニ

ングと AE の急性運動後のこれらの rs-FC の変化は，運動が様々な機能に及ぼ

すポジティブな効果と関連している可能性がある．しかし，本研究では，非タ

スクコントロール条件を実施していない．本研究では，非タスクコントロール

を行っていないため，MRI 検査，及び経過時間に対する慣れの影響など，考

えられる交絡因子を除外することはできない．また，被験者は MRI 検査の前

後で，主運動課題(SL と AE)だけでなく，バランス評価も行った．そのため，

rs-FC の変化は，被験者がバランスを崩した際の評価(エラーベースの学習な

ど)に影響される可能性がある． 

 これまでの研究では，モデルフリーの独立成分分析(ICA)によって特定され

た固有のネットワーク内での rs-FC の変化を評価してきたが(Albert and 

Robertson, 2009; Rajab et al., 2014)，本研究で行ったシードベースの分析では，

異なるネットワークに属する領域間での rs-FC の変化を示す証拠が得られた．

実際，外側 PFC は実行制御ネットワークに属し，SM1 は感覚運動ネットワー

クに属している(Raichle, 2011)．ICA を用いたこれまでの研究では，内在的な

ネットワークが急性 AE によって変化することが示されている(Rajab et al., 

2014; Schmitt et al., 2019)．これに対して，シードベース解析は，異なるネット

ワーク間の rs-FC の変化を特定するために用いることができる．しかし，シー

ドベース解析は，仮説に基づくアプローチである．そのため，仮説，及び ROI
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の外側の関連性の有意な変化を見落とす可能性がある．さらに，本研究では，

すべての参加者に対して，解剖学的に定義された同じ ROI を使用した．先行

研究では，マルチモーダル画像を用いて脳領域をより詳細にパーセル化してお

り(Koike et al., 2021)，参加者固有の ROI を用いた研究もある(Pilgramm et al., 

2016; Zabicki et al., 2017)．したがって，本研究では，シードベース解析の際に

個別の焦点 ROI を使用すれば，統計的検出力が向上する可能性がある． 

 以前の研究では，脊髄の興奮性が短期のバランストレーニングによって調節

されることが示唆された(Giboin et al., 2020)．そのため，脊髄の興奮性，及び

皮質領域と脊髄の接続性も，急性全身ダイナミックバランストレーニングによ

って変化する可能性がある．したがって，脊髄反射の変化と rs-FC の変化の関

係を分析することで，急性全身ダイナミックバランストレーニングの中枢神経

系への影響を包括的に理解するための興味深い結果が得られる可能性がある

(Lungu et al., 2010; Vahdat et al., 2020)． 

 本研究にはいくつかの限界がある．まず，本研究に参加したのは健康な若年

成人のみであった．高齢者や運動障害のある患者では，運動課題中の脳活動が

異なる可能性があるため(St George et al., 2021)，さらなる研究では，異なる集

団におけるバランストレーニングによって誘発される rs-FC の変化を調査する

必要があると考えられる．第 2 に，翌日または数日間の定着効果を評価してい

ない．2 つのバランス評価(SLstand と SLwalk)では，4週間後にキャリーオーバ

ー効果が観察されたが，最初のセッションから 4週間後には条件間の差は検出

されなかった．このように，1 日または数日間の定着・維持を調査すること

は，リハビリテーション，及びスポーツトレーニングなどの関連分野に有益な

情報を提供すると考えられる．最後に，今回の研究では，一部の試行で天井効

果が生じた．今後の研究では，より正確な結果を得るために，課題の難易度を

考慮した実験計画を立てる必要がある． 
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第5項 まとめ 

 

 本節では，動作コオーディネーション能力の 1 つとされるバランス能力を対

象とし，全身を使った動的バランストレーニングの実施によって，特定の rs-

FC が変化することを明らかにした．また，左外側 PFC と SM1 の足部との間

の rs-FC の変化は，オンラインプロセスによる改善よりも，バランス学習のオ

フラインプロセスと相関する傾向があった．これらの結果より，動作コオーデ

ィネーショントレーニングを通じて，有酸素運動トレーニングと比較して脳内

の外側 PFC と足部の SM1 間の結合性が強くなったことが示された． 

 これらの結果は，運動課題の前後で rs-FC を評価するのに，運動課題中に被

験者の頭部を固定する必要がないことも示唆している．したがって，研究者

は，ロボット機器を用いた体操，水泳，理学療法などの様々な課題における運

動学習の神経メカニズムを制約なく評価することができる．このような研究に

より，非侵襲的な脳刺激を用いて運動パフォーマンスを向上させることができ

る方法の開発が可能になるかもしれない．例えば，外側 PFC と SM1 に対する

経頭蓋交流電流刺激は，動的なバランストレーニングの効果を増強するかもし

れない．また，認知領域における rs-FC の変化は，急性ダイナミックバランス

トレーニングと有酸素運動の両方によって調節されていた．これらの結果は，

スポーツ神経科学，及び神経リハビリテーションなどの様々な分野において，

効果的な評価方法，及びトレーニング方法，治療法の開発に役立つものと考え

られる． 

 本節で得られたこれらの結果より，動作コオーディネーション能力を構成す

ると考えられるバランス能力が発揮された場合の脳神経における痕跡を検討し

た結果，有酸素運動を実施しているときと比較して，脳内の PFC と SM1 の間
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の結合性がより高まることがわかった．これより，動作コオーディネーション

能力とは，特定の脳部位の結合性のなかに在ると想定するしか，説明ができな

いことがわかった． 
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第3節 本章のまとめ 

 

 本章では，動作コオーディネーション能力の在り方について，他の体力・運

動能力との関係を検証した上で，神経科学の手法を用いて動作コオーディネー

ションの実態を基礎研究への取り組みにより明らかにすることを目的とした． 

 第 1 節では，動作コオーディネーション能力は，多くのコンディション能力

と関連していることが示唆された．特に動作コオーディネーションの分化能力

は，男子においてスピード及び敏捷性の間に関連があり，一方で女子はスピー

ド及び敏捷性に加えて全身持久力の間に関連があることわかった．さらに空間

定位能力は，男子においてスピード及び筋持久力の間に関連があり，一方で女

子では全身持久力の間に関連があることがわかった． 

 第 2 節では，動作コオーディネーションの能力が発揮される運動の実施時

は，それ以外の運動様式の実施時と比較して，脳神経の働きにおいてどのよう

な違いあるかを明らかにすることを目的とした．動作コオーディネーションの

運動と，持久力が必要とされるエルゴメーター運動との比較では，動作コオー

ディネーションとしてのバランス運動課題を行った群に，実行機能，及び認知

課題に重要な役割を果たす左外側前頭前皮質と一次感覚運動野との間の機能的

結合があることを明らかになった．これにより，動作コオーディネーションと

してのバランス運動課題の実施は，通常の持久的運動と比較して，特定の脳機

能間の結合性が促進されることが示された． 

 これらの研究結果より，動作コオーディネーション能力は，持久力，スピー

ド，及び筋力といったコンディション能力と複合的な関係性のなかに存在して

いることがわかった．加えて，動作コオーディネーションは，脳機能において

も，前頭前皮質と一次運動野との結合性つまり，互いの関係性のなかに存在し

ていることを示した．動作コオーディネーション能力は，脳の特定の部位間の
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関係性，実際に動作として出現した際の運動課題と基礎的運動能力との関係性

のなかに存在していると想定できることが明らかになった． 
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第3章 児童を対象とした動作コオーディネーション能力診断テストの検討 

 

 動作コオーディネーションについて，多様な研究が行われていることは，既

に第 1 章第 2 節において説明した．それらの研究では，動作コオーディネーシ

ョン能力診断テストを適用し，動作コオーディネーション能力を測定してい

た． 

 しかしながら，第 1 章から，動作コオーディネーション能力は，実在するか

どうかが明確に示されてこなかったことが明らかにされた．このことを踏まえ

ると，これまでの動作コオーディネーション能力診断テストは，何を測定して

きたのか，つまり，妥当性について再度検討する必要がある．さらに，信頼性

についても，同様に検討する必要がある．また，現在信頼されている他のテス

トとの対応がみられるのかどうか等，動作コオーディネーション能力診断テス

トそのものについて，改めて検討する必要がある． 

 そこで本章では，動作コオーディネーション能力の感受期であるとされる児

童期を対象として，動作コオーディネーション能力の診断テストの実態につい

て検証する．第 1 節では，動作コオーディネーションの研究を体系化し多くの

成果を発表してきたドイツ・ライプチヒ大学を中心とする研究グループが作成

したザクセン基礎運動テストの動作コオーディネーション能力評価テストを用

いて，そのテストの信頼性を検討した．第 2 節では，第 2 章で既述したように

近年，動作コオーディネーションの介入研究において国際的に用いられること

が多い動作コオーディネーション能力評価テストバッテリーである KTK を用

いて，テストの妥当性を検討した．第 3 節では，我が国で最も多く用いられて

いる体力・運動能力である文部科学省新体力テストを用いて，特に巧緻性のテ

スト項目として用いられているソフトボール投げを取り上げ，ソフトボール投

げの妥当性を検討した．第 4 節では，走運動とは異なる運動様式を持ち，動作
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コオーディネーションの能力の発揮が特に求められる水泳運動に関する動作コ

オーディネーション能力評価テストを開発し，その妥当性を検討した． 
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第1節 動作コオーディネーション能力テストの信頼性の検討 

 

 本節では，動作コオーディネーション能力テストのうち，ライプチヒ大学を

中心とする研究グループが作成したザクセン基礎運動テストの動作コオーディ

ネーション能力を評価できるテスト項目を用いて，そのテストの信頼性を検討

した． 

 

第1項 目的 

 

 運動のコンピテンシーには、FMS と動作コオーディネーションの両方が含

まれる(Rudd et al.,2017)．Magill(2003)は，後者を，身体が動いている間に複数

の身体部位の動きを調整する器用さと定義した．また，様々な基本的な運動ス

キルの実行に沿った迅速な身体運動も含むものとした(Gallahue, 1982)．さら

に，Bernett(2016)によれば，人間の発達に不可欠な動作コオーディネーション

は，過去数 10 年間，体育と健康科学の双方において重要な研究テーマとなっ

ていると指摘した．しかし，動作コオーディネーションは，2.2.において明ら

かにしたように，未だゴールドスタンダードとなるテストはなく，対象者，及

び種目に応じて多様なテストにより評価が実施されていることが明らかになっ

た．そこで，本項では，ドイツ国内で用いられている動作コオーディネーショ

ン能力を測定できるテストを，我が国の児童を対象として実施し，その複数回

の測定結果より，動作コオーディネーション能力テストの信頼性を検討するこ

とを目的とした． 
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第2項 方法 

 

 対象者は，M県が実施するスポーツタレント発掘・育成プログラムの参加

者 92名(内女子 49名)で，年齢は男子 10.4 ±2.1歳，女子 10.0±2.0歳であっ

た．また，身長は男子 133.0±4.6cm，女子 135.6±5.8cm であった．さらに体

重は，男子 30.5±3.7kg，女子 31.7±3.9kg であった．BMI は，男子 16.3±

1.8kg/m2，女子 16.9±2.7kg/m2であった(表 3.1.). 本研究は，ヘルシンキ宣言に

基づいて実施され，実験手順は立命館大学倫理委員会の承認を得た(衣笠-人-

2018-52) 

 

表 3.1.対象者一覧 

 

 

 本研究では，先行研究で報告されている動作コオーディネーションの診断テ

ストのうち，児童が行える課題の難易度とその診断内容(分化能力あるいは空

間定位能力)の違い，さらには，動作経験の差が少ないと考えられる理由か

ら，走運動の課題によって評価可能な 2 つのテストとして，SRT，及び CRT

を用いた．試行は全て室内運動場にて行われ，運動のしやすい服装及び靴で行

った．なお，テストの実施に先立ち準備運動，及びテストの実施方法の説明及

びデモンストレーションが行われ，怪我の防止が配慮された．さらに，試行前

Variables boys girls

n 43 49

Age (yr) 10.4 ± 2.1 10.0± 2.0

Body height 
(cm) 133.9 ± 4.6 135.6± 5.8

Body mass 
(kg) 30.5 ± 3.7 31.7± 3.9

BMI (kg/m2) 16.3 ± 1.8 16.9± 2.7
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の練習はなく，測定のみを行った．また試行はそれぞれ 2試行行い，試行間の

間隔は 10分とした． 

 信頼性分析は，再テスト法を用いた．具体的には第１試行から，第 2試行ま

での時間を 10分程度とした．なお，再テスト法の間隔については，明確な定

義はなされていないものの，本研究は動作を対象としたテストであるため，あ

まり長い間隔を置いてしまうとパフォーマンスの前提条件である体力の変化が

生じてしまう可能性があったため，その間隔を 10分程度とした．測定間は，

他者の試技の様子は対象者に見せないようにした．また，CRT については，

数字を付けられた椅子の順序が毎回の試技ごとに異なるように番号を入れ替え

た．なお，2回の測定結果の分析については，級内相関係数(Interclass 

correlation coefficients:以下 ICC)，ICC(1,2)及び 95%信頼区間を算出した． 
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第3項 結果と考察 

 

 本研究で用いた 2 つの動作コオーディネーション能力テストの 2回の測定の

結果を表 3.2.に示した．SRT については，男女共に ICC が 0.7(男子：0.71，女

子：0.72)と高い信頼性を示した．これは，SRT のプロトコルが比較的理解し

やすく，2試行間で測定の誤差が生じなかったと考えられる．これは，テスト

走路を効率よく走り抜けるための，動作コオーディネーション能力よりも，走

運動に必要なコンディション能力が強く発揮されたため，2回の測定結果の再

現性が高くなったと考えられる．つまり SRT単体では，動作コオーディネー

ション能力のみを捉えているのではなく，前提となる走運動スキルのスピード

要因が強く結果に影響を及ぼしていることが考えられる． 

 次に，CRT については，男子が ICC=0.38，及び女子が 0.66 と，その信頼性

が男子では低かったが，女子では中程度であった．これについては，CRT の

実施プロトコルでは，検者よりコールされる番号がランダムであることから，

再テストによっても，その運動実施の方向性が毎回異なり，運動の習熟ではな

く，指示された番号を認知した後，できるだけ素早い時間で該当する椅子を見

つけるための反応の時間が測定毎に異なったため，信頼性が低くなったと考え

られる．加えて，測定の様子を観察していたところ，特に男子においては，番

号がコールされると，椅子の位置を十分に確認しないまま動き出してしまい，

時間をロスする試行が散見された．こうしたことより，再検査間における再現

性が低くなったことが考えられる．つまり，CRT のテストプロトコルは，毎

回のテスト課題において，指定された椅子を素早く発見する反応能力，加え

て，最短のルートをプログラムする定位能力が必要となる課題であると考えら

れたが，信頼性という観点からは課題があった．よって動作コオーディネーシ

ョン能力の評価テストとして単体で使用することは難しいと判断できる．  
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 これらの結果から，ドイツにおいて用いられている動作コオーディネーショ

ン能力を測定できるテストである SRT 及び CRT のうち，SRT は，高い信頼性

が確認されたが，CRT は，信頼性が男子では低く，女子で中程度であること

がわかった．しかし，各テストのプロトコルが，動作コオーディネーション能

力を必要とする運動であるかについて検討した結果，動作コオーディネーショ

ン能力の必要なタスク課題ほどその信頼性が低くなる傾向があると考えられ

た． 

 

表 3.2.測定結果一覧 

 

 

 

  

Trial1 (sec) Trial2(sec)

Mean ± SD Mean ± SD

SRT 13.13 ± .77 12.67 ± .70 0.71 56.35 (1, 34) **

CRT 9.07 ± .99 8.46 ± .93 0.38 15.02 (1, 43) **

SRT 13.74 ± .81 13.19 ± .78 0.72 111.98 (1, 34) **

CRT 9.12 ± .95 8.80 ± .87 0.66 10.52 (1, 47) **

F-value

boys

girls

variables ICC
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第4項 まとめ 

 

 本節では，動作コオーディネーション能力を診断できるテストのなかでも，

ザクセン基礎運動テストの中で動作コオーディネーション能力を評価できるテ

スト項目の 2 つを用いて，再テスト法による信頼性を検討した．走運動のスピ

ードを基礎とした上で分化能力を特に評価できる SRT，及び空間定位能力及

び反応能力を評価できる CRT の 2 つのテストの再テストの結果より，動作コ

オーディネーション能力の必要とされるテストほど，信頼性が低く，コンディ

ション能力が必要とされるテストほど，信頼性が高いことが示唆された．これ

より，単体のテスト結果のみを用いて，動作コオーディネーション能力を診断

することは困難である可能性が示唆された． 
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第2節 動作コオーディネーション能力テストの妥当性の検討 

 

 本節では，小学校児童に対する体育科授業「体つくり運動」単元，特に多様

な動きづくりを目的とした授業の受講を通じて，動作コオーディネーション能

力テストとして，KTK の測定結果を得た．その結果よりテストの妥当性を検

討した． 

 

第1項 目的 

 

 本節では，小学校体育科体つくり運動の体育授業において，動作コオーディ

ネーション能力を向上させることを目的とする授業単元を作成した．その単元

の評価を検証するために，動作コオーディネーション能力の診断テストバッテ

リーである KTK を用い評価する．その上で，動作コオーディネーション能力

のテストバッテリーである KTK の妥当性を検討することを目的とする． 

 

 

  



 126 

第2項 方法 

 

1)  対象者 

 対象は，K小学校第 3 学年，普通学級に 在籍する児童 20(内女子 12)名とし

た．本研究内容については，事前に対象校を管轄する教育委員会，学校長及び

担任教諭に十分に説明の上，安全性に十分に配慮したものであることを，及び

実施児童においてその実施の成否が不利な条件をもたらすこと等は全くないこ

とを説明した．また，研究協力における利益・不利益の観点から，本研究によ

り成果が認められた運動プログラムについては，対象校の学級に本研究の結果

及びその実施方法を伝え，必要に応じて体育授業へ導入できるようにするこ

と，及び対象者である児童は，自由意志に基づいて研究への協力(測定データ

の提供等)を拒否することができることを確認した．これらを踏まえて，対象

校の学校長より，実施において了承を得た．  

 

 

2) 実施プログラム構成 

 週 3回の小学校体育科における体つくり運動の授業(全 9 時間)においてねら

いとされる体力を高める運動のうち体の柔らかさ及び巧みな動きを高めるため

の運動に焦点をあて，特に動作コオーディネーションの考え方に基づいた運動

教材を取り入れた授業単元を作成した．プログラムの構成においては，動作コ

オーディネーション能力のなかでも，特に分化能力，及び定位能力を育成する

教材を中心に作成した．具体的には，バランス能力の育成プログラムとして

は，バランスボールを教材として用い，多様な動的バランスを育成する動きを

取り入れた．また分化能力を育成するプログラムとしては，足指でタオルを引

き寄せるタオルギャザーの運動，あるいはフープ用いた運動などを実施した． 
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 実施回数としては，バランス能力の運動及び分化能力の運動を各 3回，反応

能力，リズム化能力，及び定位能力を育成する運動をそれぞれ 1回実施した．

これらのプログラムの構成は表 3.3.に示した通りである．このように，プログ

ラムによって，多角的な動作コオーディネーション能力なかでも，バランス能

力と分化能力を主に育成できることをねらいとした． 

 また，毎回の授業時間の後半 10分には，短縄を用いた運動を実施した．こ

の運動は，縄跳びの技及び，実施回数を記載したなわとびステップカードに基

づき，学習者が自律的に縄跳び運動に取り組むものであった．さらに，毎回の

授業の最後には，その日の授業を振り返って，授業の感想を記述する振り返り

タイムを設定した． 

 

表 3.3.授業実施単元概要 

 
 

 また，授業の実施の成果の評価には，近年の研究において最も多く用いられ

ている動作コオーディネーション能力テストバッテリーである KTK を用い

た．KTK は，授業単元の実施前(pre)，及び授業単元実施後(post)の 2 度測定し

て，前後の差を検討することから，授業成果を評価した． 

 

3) 統計的処理  

 

第1時 第2時 第3時 第4時 第5時 第6時 第7時 第8時 第9時

反応 リズム化 定位

20分
閉眼片足立ち

などの静的バ

ランス運動

バランスボー

ルを用いた動

的バランス運

動

バランスボー

ルを用いたペ

ア・グループ

バランス運動

リアクション

ボールなどを

用いた反応運

動

長縄などを用

いたリズム化

運動

限られた空間

の鬼ごっこな

どの定位運動

タオルギャ

ザーなどの分

化運動

決められた場

所にボールを

転がしたりす

る分化運動

フープを体の

各部分で回す

などの分化運

動

10分
５分

短縄：縄跳びステップカード

本時のまとめ　振り返りタイム

準備運動・挨拶

本時の課題の確認

バランス 分化

5分

5分
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 授業単元前後に実施した動作コオーディネーション能力テストの KTK の評

価結果の平均値は，対応のある t 検定を用いて比較した．なお，すべての有意

水準は，5パーセントとした． 
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第3項 結果と考察 

 

 表 3.4.は，単元前後の KTK の 3 つのタスクの測定結果を，単元実施前後で

比較した結果である．KTK は，児童の基礎的なコオーディネーション能力を

簡便に評価できるテストであり，すべての記録が事前を上回る値となった．し

かし，単元前後で，有意な向上を示したものは，Task2 のみであった．他の

Task1，及び Task3 については，有意な記録の変化が確認できなかった．特に

Task1 のバランス能力については，授業内で 3 時間実施したにも関わらず，記

録に有意な変化が見られなかった．これは，バランス能力のなかでも特に動的

バランス能力は，評価が難しく対象者の心理的条件や環境条件から影響を受け

ると考えられ，バランス能力を評価するには，1回の測定だけでは，十分に評

価できない可能性がある．これらより，本研究で実施されたプログラムの結果

は，Task2 において必要とされる定位能力，及び反応能力に加えて，スピード

能力によって，向上した可能性があると考えられる．これらのことから，体の

巧みな動きを支える動作コオーディネーション能力を評価するためのテストと

しての KTK の妥当性については，課題があることが示された． 

 

表 3.4.各タスクの事前事後の測定結果の平均値とその比較 

 

 

          pre               post
Mean ± SD Mean ± SD

Task1 58.85 ± 8.09 62.7 ± 7.12 2.5037
Task2 73.35 ± 9.07 86.75 ± 9.29 10.783 **
Task3 47.7 ± 6.27 54.4 ±  9.59 4.658

t-value

** p< .01
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第4項 まとめ 

 

 本研究は，児童を対象として動作コオーディネーション能力の育成をねらい

とした授業プログラムを作成し，その学習効果を動作コオーディネーション能

力の観点から検証することを目的とした．動作コオーディネーション能力を評

価できるテストバッテリーとしては，KTK を用いた．その結果，KTK の各タ

スクのうち，反復横跳びの動きとなる Task2 にのみ，有意な記録の向上が認め

られた．しかし，残り 2 つのタスクには有意な記録の向上は認められなかっ

た．これより，動作コオーディネーション能力を評価できるテストバッテリー

としての KTK は，動作コオーディネーション能力の特定の能力を捉えること

はできるが，単回の測定結果だけでは，評価できない項目もあることが明らか

になった． 
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第3節 動作コオーディネーション能力テストとしてのボール投げテス

トの検討 

 

 本節では，我が国の児童を対象として広く用いられている文部科学省新体力

テスト(スポーツ庁, 2018)のなかで，動作コオーディネーション能力にもっと

も近い巧緻性の指標として用いられているソフトボール投げに着目した．ソフ

トボール投げの記録を向上させることを目的とした短時間でできる運動を実施

し，その効果を検証することを目的とした． 

 

第1項 目的 

 

 我が国の児童の体力・運動能力は，緩やかな向上傾向にあるが，体力が最も

高かったとされる昭和 60 年度の水準と比較すると，依然として低い状況であ

ると報告されている (スポーツ庁，2018) ．このうち握力及びボール投げにつ

いては，新体力テスト施行後 19 年間の推移をみると男女ともに，低下傾向を

示していると報告されている (スポーツ庁, 2018) ． 

 この内，ボール投げは，体力・運動能力テストの項目としてソフトボール投

げが，全身の動作の巧緻性の指標として採用されているが，ここ近年特に低下

が危惧されている運動能力である．尾縣ほか (2001) は，小学 2・3 年生児童を

対象として，オーバーハンドスロー能力を改善する１日 10分程度で実施でき

る学習プログラムを作成し，その効果を検証した結果，遠投能力の改善に効果

があること，学習プログラム前の記録が低い児童ほど記録の向上が大きいこと

を示した．また，中山ほか (2014) も，小学 4 年生児童を対象とした短時間の

運動指導が遠投力に与える影響を検討し，指導前の遠投力が低い児童に効果的

であったことを明らかにした．さらに奥野ほか (1989) は，小学 1 年生から中



 132 

学 3 年生までの児童生徒を対象とし，遠投距離を伸ばす練習効果は，低年齢層

で大きい傾向を示し，性別にみると，男子では低学年に，女子では中学年に学

習の適時期を迎えることを示した．これより，ボール投げの遠投距離の向上に

ついては，発育による筋肥大等で改善されるものではなく，比較的早い年齢期

における適切なスキル学習が重要であると考えられる．また，小学校体育科に

おける指導内容のなかで，特にボール投げの遠投距離を育成できる内容は，ゲ

ーム領域のベースボール型ゲームに加えて，平成 29 年 3月に告示された新小

学校学習指導要領では，陸上運動あるいは走・跳の運動の領域に児童の実態に

応じて補足的に取り扱うことができるようになっているが，明確に位置付けら

れてはいない． 

 このように，ボール投げにおいては，児童の記録向上に効果のある 10分程

度の短時間である運動については，その対象とする学年や，具体的な実施内容

については限定的であり，学校教育現場に適用可能な運動内容として確立され

ているとは言い難い．そこで，体育科の学習指導要領に定められた授業内容及

び時間数を妨げない授業開始後の準備運動として用いられることが多い 5分間

程度の短時間に着目して(井上, 2014; 森村ほか, 2014) ，この時間に実施できる

運動を短時間運動として整理し，児童期に育成が望まれる動作コオーディネー

ション能力に与える効果を検討することを目的とした．具体的には，動作コオ

ーディネーション能力の評価としては，巧緻性のテスト項目とも指し示される

ボール投げテストに着目し，この測定結果，及び児童の運動有能感に与える効

果について検討することとした．これにより，児童期に育成が望まれる体力要

素を日々の体育授業時間内で効率的に向上させることができる可能性を指し示

すことができると考えられる． 
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第2項 方法 

 

1) 対象者 

 

 K市内の小学校 6校の第 1 学年から第 6 学年の児童 307名 (女子：159名) を

ボール投げの対象者とし，154名 (女子：77名) を介入群，153名 (女子：82名) 

を対照群とした．介入群には，ボール投げの短時間運動をそれぞれ実施した．

対照群は短時間運動を実施せず通常の体育授業に加えて体力テストの測定のみ

を行った．なお，両群ともに期間中に実施した授業単元は，陸上運動 (ハード

ル走), 器械運動 (マット運動)，ボール運動 (サッカー)，であり，ボール投げの

運動には，直接関わる授業単元ではなかった．さらに，学年の区分について

は，児童の発達段階に対する短時間運動の影響を広く捉えるために，1-3 学年

を低学年，4-6 を高学年と分類した． 

 本研究内容については，事前に対象校を管轄する教育委員会，学校長及び担

任教諭に十分に説明の上，体育科の授業導入時の準備運動に相当すること，安

全性にも十分に配慮したものであること，及び授業内容には影響を及ぼさない

こと，さらには，実施児童においてその実施の成否が不利な条件をもたらすこ

と等は全くないことを説明した．また，研究協力における利益・不利益の観点

から，本研究により成果が認められた短時間運動については，対象校の全学級

に本研究の結果及びその実施方法を伝え，必要に応じて体育授業へ導入できる

ようにすること及び，対象者である児童は，自由意志に基づいて研究への協力

(測定データの提供等)を拒否することができることを確認した．これらを踏ま

えて，すべての対象校の学校長より，実施において了承を得た． 
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2) 実験デザイン 

 

 介入群には，週 3回の体育科の授業前の 5分間に実施できる短時間運動を 5

週間実施した (15回×5分) ．また，介入前 (Baseline 以下 BL と略す) ，介入後 

(Postintervention 以下 PI と略す) 及びフォローアップとして，介入終了後 1ヶ

月後 (follow-up 以下 FU と略す) に，それぞれ対象とする体力・運動能力の測

定を実施した．測定項目は，文部科学省が体力・運動能力調査に採用している

新体力テストに準じて，ボール投げは，ソフトボール 1 号球を使用し，直径

2m の円の中心から投球方向に投げた距離の 2回の試技のうちの上位値を測定

値とした．一方，対照群については，各対象となる体力・運動能力テストを，

第 1試行 (Trial1) の後５週間 5週間の間隔で第 2試行 (Trial2) を実施した．  

 

 

3) ボール投げに関連する短時間運動 

 

 ボール投げを向上させる 5分程度の短時間運動については，伊与田 (1999) 

および尾縣ほか (2001) の指導法を参考にし，以下を考案し，実施させた． 

 まず，投げ動作における最終動作となるボールリリース時に重要な手関節の

スナップ動作の習熟を目的として，①手首投げを行うこととした．これは，利

き腕を前方に伸展した状態で保持し，ボールを把持したままで手掌部を上に向

ける．手関節の背屈動作から掌屈動作のみを行い (スナップ動作) ボールを上

方へと投げ上げる動作を繰り返す．時間は 60秒とした．次に，投動作の主局

面動作となる上腕及び前腕を素早く振るムチ動作の習熟を目的として，②真下

投げを行うこととした．手掌にボールもった腕を上方に挙上した状態から，足

元に向けて上腕及び前腕をすばやく振り下ろすとともに，スナップ動作を用い
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てボールを強く地面に叩きつけるように投げる動作を繰り返す．時間は 60秒

とした．次に，投動作をより強化する下半身の動きによる重心移動を習熟する

ことを目的とした③どすこいバウンド投げ (高本ほか，2004) を行うこととし

た．横向きの姿勢から，相撲の四股を踏む要領で，軸足と反対側の足を大きく

あげ，勢いよく振り下ろすと同時に地面めがけてボールを投げつける．この動

作を 60秒間繰り返すこととした．さらに，準備動作における脚動作 (ステッ

プ) を習熟させること，主動作における上肢と，下肢の動きの連結を円滑にす

ることを目的とし④かに走り投げ (高本ほか，2004) を行うこととした．横向

きの姿勢から，投射方向ヘサイドステップを行った後に斜め上に投げる．この

動作を 60秒繰り返すこととした．ボール投げを向上させる短時間運動とし

て，1回にこれら①—④の運動をそれぞれ 1 度ずつ実施し(合計 5分程度)，これ

を介入期間中に全 15回実施した． 

 

4) 運動有能感調査 

 

 短時間運動を実施した介入群には，運動有能感に関する調査を行った．調査

については，岡沢ほか (1996) により作成された「身体的有能さの認知」，

「受容感」及び「統制感」の 3因子各 4項目(低学年は 3項目)からなる運動有

能感測定尺度による調査を，質問紙法を適用して対象者に BL と PI に実施し

た．この調査は，各項目について 5段階 (5：よくあてはまる, 4：ややあては

まる, 3：どちらともいえない, 2：あまりあてはまらない, 1：まったくあては

まらない) の尺度で設定されている．各因子を 20 点満点 (低学年は 15点) と

し，合計 60点満点 (低学年は合計 45点満点) で集計を行った． 
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5) 統計処理 

 

 BL における性別及び学年別に介入群及び対照群の測定値はすべて平均値，

標準偏差を算出し，群間の比較については，対応のない t 検定を用いた．ま

た，BL－PI 間における，性別及び学年別に介入群及び対照群の測定値の変化

については，対応のある 2 要因分散分析を用いて解析した．また，介入群にお

ける BL－PI 間，PI－FU 間そして BL－FU 間の測定値の比較においては，1 要

因分散分析を用いて解析した．なお，時間の主効果が認められた場合は，下位

検定として各体力テスト変量間を対応のある t 検定の Bonferroni 法の補正によ

る多重比較を行った．さらに，介入群における，BL－PI 間の運動有能感調査

の結果についても，合計得点に加えて，身体的有能さの認知，受容感，統制感

の各因子を，対応のある t 検定を用いてその比較を行なった．すべてのデータ

分析の統計的有意水準を 5％ (p<0.05) とした．解析には, IBM SPSS Statistics 25 

(日本 IBM株式会社, 東京, 日本) を用いた． 
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第3項 結果 

 

 BL における各対象者のボール投げの結果とその群間の比較については表

3.5.に示した．すべての群間において有意な差は認められなかった． 

 ボール投げの介入群と対照群を被験者間要因，BL から PI の時間を被験者内

要因とする 2 要因分散分析の結果，低学年の記録は，男子 (F[1, 58]= 25.692, 

p<0.01) 及び女子 (F[1,43]=11.822, p<0.01) における BL から PI の時間の主効果

は有意であった．高学年においても，男子 (F[1,92]=40.666, p<0.01) 及び女子 

(F[1,101]=19.406, p<0.01) ともに BL から PI の時間の主効果は有意であった

が，低学年及び高学年ともに介入群と対照群の群間の有意な交互作用は認めら

れなかった (表 4.6.) ． 

 表 3.7.には，介入群の BL, PI, FU の記録の変化を示した．男女の低学年及び

高学年において，時間の有意な主効果が認められたため，多重比較を行った結

果，男女ともに BL−PI 間において有意に記録が向上した．また，PI から FU に

おいては，男子低学年及び女子高学年において有意に記録が向上した

(p<0.01)．BL－FU 間では，男女ともに FU の記録が有意に高かった(p<0.01)．

一方で，表 3.8.には，統制群の事前(Trial1)及び事後(Trial2)の記録の変化を示

した．男子の低学年及び高学年，及び女子の高学年において有意に記録が向上

した． 

 さらに，介入群における BL−PI 間における運動有能感の変化については，

ボール投げでは高学年男子の合計得点(p<0.05)及び身体的有能さの認知

(p<0.05)に有意な向上，ならびに高学年女子の合計得点(p<0.05)に有意な向上

が認められた(表 3.9.)が，低学年においては，有意な記録の変化は認められな

かった． 
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表 3.5.BL における性別，学年別の介入群及び対照群の記録とその比較 

 

 

表 3.6.性別及び学年別の BL－PI 間における介入群と対照群の 2 要因分散分析

結果 

 

 

 

 

N M SD N M SD t値

低学年 30 11.43 ± 5.27 29 11.76 ± 5.22 -0.42 n.s.

高学年 47 20.02 ± 8.02 42 18.64 ± 7.61 0.45 n.s.

低学年 25 6.84 ± 2.98 37 6.40 ± 2.23 0.95 n.s.

高学年 52 12.31 ± 4.97 45 11.96 ± 5.05 -0.77 n.s.

n.s.: not significant

ボール投げ

(m)

男子

女子

介入群 対照群

df F値
介入群別 1 0.747

時間 1 25.692 **

交互作用 1 2.798

誤差 58

介入群別 1 0.721

時間 1 40.666 **

交互作用 1 0.287

誤差 92

介入群別 1 0.407

時間 1 11.822 **

交互作用 1 0.022

誤差 43

介入群別 1 0.066

時間 1 19.406 **

交互作用 1 0.258

誤差 101

低学年: 1学年－3学年，高学年: 4学年－6学年
*:p<.05, **:p<.01

要因
ボール投げ

男子

低学年

高学年

女子

低学年

高学年

性別 学年



 139 

表 3.7.性別，学年別における介入群の BL, PI, FU における記録及び 1 要因分散

分析結果と多重比較検定結果 

 

 

表 3.8.学年別における統制群の事前事後における記録及び比較検定結果 

 

 

表 3.9.BL－PI 間の介入群における運動有能感の比較 

 

 

  

N M SD M SD M SD

低学年 30 11.43 ± 5.27 12.70 ± 6.54 13.77 ± 6.57 13.27 * A:*, B:*, C:*

高学年 47 20.02 ± 8.02 22.51 ± 8.43 23.34 ± 8.44 25.72 * A:*, C:*

低学年 25 6.84 ± 2.98 8.04 ± 2.71 8.64 ± 3.05 11.28 * A:*, C:*

高学年 52 12.31 ± 4.97 13.42 ± 5.94 14.38 ± 6.13 24.11 * A:*, B:*, C:*

BL: Baseline,  PI: Postintervention,  FU: Follow-up *:p<.05

平均値の比較は1要因分散分析，多重比較はBonferroni法による

時間別比較 A: BL vs PI  B: PI vs FU   C: BL vs FU

ボール投げ

（m)

男子

女子

BL PI FU
F値 多重比較

N       M SD M SD
低学年(n=29) 11.76 ± 5.22 14.45 ± 5.75 **

高学年(n=42) 18.64 ± 7.61 20.69 ± 7.90 **

低学年(n=37) 6.40 ± 2.23 7.50 ± 3.12
高学年(n=45) 11.96 ± 5.05 12.84 ± 5.65 *

p-valueTrial1 Trial2

男子

女子

4 3 60 3 60 4 3 60 3 60

M B , * * ,

I * , , * B

S * * , * B * * , B

L S ,* , ,* , * B , B

M * * * * B , ,

I , , B * ,* B

S ,* ** * B * * * , * B

L S , * B ,* B

2- 7B9 < 9 51- 5 B < 9 D9 <

B - B< <:<87  - .  - .

N

2 51 2 51

P P
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第4項 考察 

 

 本研究は，体育科の授業の準備運動等の 5分程度の短時間において，児童期

に育成が望まれる動作コオーディネーション能力として，巧緻性に着目し，そ

の実施の効果を検討することを目的とした．なお，巧緻性の測定項目としては

ボール投げに着目し，それぞれを向上させる短時間運動への取り組みの有無及

び，介入期後のフォローアップ期間の設定による検証により明らかにした．そ

の結果，短時間運動への取り組みを実施した対象者は，記録が向上したことが

示された． 

 ボール投げの記録については，低学年，高学年の男女ともに介入期間におい

て記録が向上した．またフォローアップ期後においても低学年男子及び高学年

女子には有意な記録の向上が認められた．つまり，5週間の介入期間で遠投能

力が向上することが示されるとともに，フォローアップ期後にも記録が低下し

なかったことから，先行研究 (加藤ほか, 2013; Halverson et al., 1982) で示され

るような長期的な遠投能力の発達ではなく，短期間での学習によっては，男女

ともに一度獲得した投動作の動作様式は失われることがない可能性が示唆され

た．しかし，介入期間における介入群と対照群の記録には，男女ともに有意な

交互作用が認められなかった．これについては，大きく 2 つの理由が考えられ

る．まず 1 つ目は，対照群の記録が向上した理由として，各試技の前後におけ

る児童に対する教師の示範，及び言語教示による学習の効果が挙げられる．先

行研究のうち，介入群に加えて対照群を設定し介入の効果を検証した角田ほか 

(1976) 及び，奥野ほか (1989) の研究においても，介入群だけではなく対照群

の記録の伸びが確認されている．そして，この理由として，教師の示範，及び

言語教示が記録に影響を及ぼした可能性が指摘されている．本研究において

も，先行研究と同様に，教師の示範，及び言語教示により対照群の記録が向上
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した可能性が示唆される．そして 2 つ目は，介入群の記録がさほど大きく向上

しなかった理由として，介入内容となった短時間運動の構成に課題があったこ

とが考えられる．本研究で実施した短時間運動は，スナップ動作，上腕のしな

り，上肢の回旋動作，下肢のステップ動作の分習により習得する構成であっ

た．しかし，これらの部分動作のみでは，必ずしも投げるという動作の全体的

な習熟には直接的に繋がるわけではなく，これらを統合するには，やはり投動

作全体を行う必要があると考えられる．これらから，短時間運動として投動作

の習熟に成果を出すためには，運動内容を全習的な構成とする必要があること

が示唆される．さらに，低学年男子及び高学年女子ではフォローアップ期にも

記録が向上した．これについては，投動作の習熟の性差が影響したものと考え

られる．投げ動作のうち特に遠投については，その発達的特徴についても性差

があることが示されており (宮丸ほか, 1982; 加藤ほか, 2013), その適時期は，

男子においては低学年，女子においては中学年以降であることが報告されてい

る (奥野ほか, 1989)．つまり，本研究におけるフォローアップ期の記録の向上

は，これらの先行研究の結果を支持するものであったとともに，学年進行にと

もない遠投の動きの精度が高まり，記録が向上したという先行研究(薄井ほ

か，2022)にも示されている．さらに薄井ほか(2022)は，小学校入学前の遠投

距離の低い群は，小学校 5 年生以降において記録の停滞現象を顕現すると報告

しており，記録の伸びが確認できなかった高学年男子においてはさらに継続的

及び効果的な投運動プログラムの短時間運動に取り組むことで，より高い遠投

力が得られる可能性があることを示唆している． 

 また，運動有能感への影響については，ボール投げは，ステップ動作を投動

作へと繋げる上肢下肢の連動及び体幹部のひねり，腕のしなり動作，手関節の

スナップ動作等，非常に複雑な動作の調整が必要とされる．つまりこれらの動

作の習得は低学年には難しく，遠投力の向上はあっても，有能感の向上にはつ
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ながらなかったが，高学年においては，短時間運動による遠投力の向上に必要

な動作の習得を通じて運動の有能感が高まった可能性が示された．これらの結

果は，低学年において，それぞれ実施内容を精査し，有能感も併せて向上させ

られることができるように実施内容の難易度を調整する必要があることを示し

ている． 

 本研究には，いくつかの限界がある．ボール投げについては，上肢下肢の全

身連動が必要な動作課題であることより，動作コオーディネーション能力が必

要とされると考えられるが，本研究では，動作コオーディネーション能力の改

善よりも，ボール投げの動作局面を個別に改善する短時間運動により，投げ動

作の習熟性が高まったと考えるべきである．これらは，引き続き課題として残

されたが，本研究は，学習指導要領に定められた体育科の学習内容に影響を与

えることなく，授業の準備運動として行える 5分程度の短時間で，基礎的な運

動スキルである新体力テスト項目の結果をより向上させられることが示された

数少ない研究であるといえる．以上のことから, 本研究で得られた知見に加え

て，今後さらに多くの体力テスト項目に関わる短時間運動の検証の手続きを通

じて, 子供の基礎的運動スキルを向上させ, バランスのよい体力・運動能力の発

達を促進させることができるようになると考えられる． 
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第5項 まとめ 

 

 本節の研究の目的は，児童 768名を対象に，週 3回の体育授業時間の準備運

動の 5分程度の短時間で実施できる個別の体力要素に関わる運動を 5週間実施

することで，これが児童の体力要素のうち，動作コオーディネーション能力に

相当すると考えられるボール投げの記録ならびに運動有能感にどのような効果

を与えるか検討することであった．その結果，本研究で用いた短時間でできる

運動は，児童のボール投げの記録の向上ならびに運動有能感に，明確な効果が

あるとは言うことができなかった． 

 動作コオーディネーション能力の指標としたボール投げを向上させることを

目的とした短時間運動は，5週間の実施により男女ともに記録が向上し，一度

向上した記録の 1ヶ月程度の期間の残存効果では男女で発達の適時期によるも

のと考えられる学年による差が認められた．しかし，対照群においても同様の

向上の効果が認められた． 

 よって，本研究で用いたボール投げに関する短時間運動は，ボール投げを向

上させ，その効果も持続するが，動作前後の示範，及び教示を配慮すること，

短時間運動を全習的な内容とすること，ならびに，その実施期間を長くするこ

とでより高い効果が得られる可能性が示唆された． 

 運動有能感は，ボール投げに関する短時間運動の実施には男女ともに高学年

に有意な向上が認められたものの低学年には，有意な向上が見られなかった．

これらより，測定テストの難易度により運動有能感に差がある可能性が示され

た． 

 以上のことから， 動作コオーディネーション能力と相当する巧緻性の指標

としてのボール投げを向上させることを目的に実施した 1回 5分程度の個別の

短時間運動の実施により，ボール投げの記録が向上したとともに，運動有能感
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については，学年によってその向上の効果に差があることが示された．しか

し，本結果は，巧緻性や動作コオーディネーション能力の向上というよりも，

動作コオーディネーション能力を測定するために用いたボール投げ技術の向上

と考えるべきである．よって，本研究で用いたボール投げテストを用いて，動

作コオーディネーション能力が測定できたかどうかについては，明確にできな

かった． 
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第4節 水泳における動作コオーディネーション能力テストの開発 

 

 本節では，動作コオーディネーション能力を診断する際に，評価が難しいと

される水泳運動における動作コオーディネーション能力の診断テストを開発

し，その妥当性を検討する． 

 

第1項 目的 

 

 学校体育の授業における評価の方法は，授業の形成的評価，診断的・総括的

授業評価，授業の質的分析などが挙げられ，それに基づく実施報告が多数なさ

れている．しかしその中で，児童の運動の質的変容について，運動学的知見に

基づいた評価法を検討した研究については，いまだ寡少である(小林他，

1989)．我が国では，スポーツ庁よりその調査結果が毎年発表され，児童・生

徒の運動能力の把握に寄与している． 

 しかし，Bös(2017)の運動能力の枠組みに従えば，その測定項目のほとんど

が筋力，持久力，スピード等のコンディション能力の測定が中心に構成されて

いる．こうしたコンディション項目のみでは，児童に必要な運動能力の評価と

なる基準の安定性に欠ける．求められるのは，情報(神経)系の運動能力である

コオーディネーション能力の測定である(綿引，1990)．そこで，本節では，動

作学(Bewegungslehre)に基づいた動作コオーデイネーション理論(Meinel，1987)

をもとに，児童の動作コオーディネーション能力の評価テストを開発する．な

かでも，他の領域と異なる運動様式をもつ水泳運動を対象として，水泳運動能

力の向上プログラムを立案するとともに，そのプログラムの効果を評価するた

めの水泳運動のための動作コオーディネーション能力診断テストを開発し，そ

のテストの妥当性を検討することを目的とした． 
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 水泳運動は．他の種目に比して，場所，天候の影響を多く受けるだけでな

く，水中で体を支持することができない状態で運動が実施される．よって，水

泳運動によって習得した動きは，他の運動領域とは異なる動作コオーディネー

ション能力が必要とされると考えられる．  
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第2項 方法 

 

1) 対象 

 

 対象は，小学校第 3 学年普通学級に在籍する児童 20（内女子 9）名であっ

た．対象者のうち，2名がスイミングスクールにて定期的に泳法指導を受けて

いたため，本研究の対象者から除いて，18名（内女子 9名）とした．参加者

は既往歴等がなく，通常の体育科の授業を受講できる健康なものであった．本

研究内容については，事前に対象校を管轄する教育委員会，学校長及び担任教

諭に十分に説明の上，安全性に十分に配慮したものであること，及び実施児童

においてその実施の成否が不利な条件をもたらすこと等は全くないことを説明

した．また，研究協力における利益・不利益の観点から，本研究により成果が

認められた運動プログラムについては，対象校の全学級に本研究の結果及びそ

の実施方法を伝え，必要に応じて体育授業へ導入できるようにすること，及び

対象者である児童は，自由意志に基づいて研究への協力(測定データの提供等)

を拒否することができることを確認した．これらを踏まえて，対象校の学校長

より，実施において了承を得た． 

 

2) 診断テスト 

 

 本研究において用いた診断テストは，Hirtz (1985)によって示された，学校ス

ポーツに求められる 5 つの動作コオーデイネーション能力の概念モデルと，

Frank (2002)によって示された水泳運動の技術モデルをもとに，水泳運動の特

性を考慮し独自の動作コオーディネーション能力診断テストを開発した．水泳

運動の特性として，潜水，水中，及び浮遊の各テストを設定した．その上で，
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3 つの運動特性を評価できる以下のテストを開発した．テストの測定手続きと

しては，授業の単元の始めに pre-test を実施した後，動作コオーデイネーショ

ン能力に主眼をおいて作成した授業授業を 6 時間行った．単元の終わりに

post-test を実施した． 

 

Task1:潜水テスト 

 潜水テストは，プール水底に向けて行われ，主に空間的定位能力，バランス

能力，反応能力が必要となる運動とした．潜水運動は浮力を利用しつつ頭を水

底に傾けて潜る運動であり，陸上と比較すると水中では身体の支えがない状態

でバランスを保つことになる．またそれと同時に，水圧の影響をうけ，長く呼

吸ができない状態で運動を強いられる．さらに，潜水中に水底で作業を行なう

ことで，限られた時間のなかでスムーズな作業が求められ，水底での反応能力

も必要とされる．このように潜水運動は，陸上とは空間的条件が大きく異な

る．  

 具体的な測定プロトコルとしては，プールに沈んでいるボールを 30秒間で

何個拾うことができるかを測定した．プールサイドより，スタートの合図とと

もに探し始める．ボールは，10メートル四方の区画に 50個が均等になるよう

に配置された．被験者が拾ったボールは，手に持つか，水着の中に入れるかを

認めた．テストは 1名が行い，計 2回の試技を行い，よい方の記録を代表値と

した． 

 

Task2:水中テスト 

 水中テストは，プール中層で行われ，主に運動筋肉感覚的分化能力，及びバ

ランス能力が必要となる運動とした．水中運動は潜水運動と浮遊運動の両者を

つなぐ重要な運動と言える．水中運動には浮遊，及び潜水を行うための運動の
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切り返しの要素があるため，水にあまり慣れていない児童が水中で運動しよう

とすると，どうしても過度に身体を緊張させてしまい，目的にあった運動にな

りにくいことが多い．このように，水中運動は水の特性を最大限にいかして潜

水運動，及び浮遊運動へと柔軟に対応するとともに，適度な身体のリラックス

と緊張の配分が必要となる． 

 具体的な測定プロトコルとしては，水中にてその場横回転(左回り，右回り)

を 15秒間で何回行うことができるかを測定する．1 人左右交互に 2回ずつ，

計 4回行う．1回転ごとに検者の手をタッチし，その回数を測定する． 

 

Task3:浮遊テスト 

 浮遊テストは，水面付近で行われ，主に筋肉感覚的分化能力，バランス能

力，及び空間定位能力が必要となる運動とした．浮遊運動は視覚的清報を制限

するため聴覚，筋肉感覚的清報によって動作を制御する．浮遊運動は身体を支

持するものがない状態で動くため，特にバランス能力が必要となる．また，目

視による確認の上でプールを横断して目的場所へ到達することが求められるこ

とより，空間定位の能力が必要となる． 

 具体的な測定プロトコルとしては，ビート板を腹に抱いて，背浮きの状態で

プールの反対サイドまでエレメンタリーバックストロークにより泳ぐ．被験者

が目を閉じて泳ぎ始める反対サイドから，ペアの人は到達点より声を出して呼

ぶ．被験者は反対サイドのパートナーを確認し，スタートの合図よりエレメン

タリーバックストロークで泳ぎ，パートナーの到達点に目がけて泳ぐ．評価基

準として，到達点までたどり着くことができなかった場合は 0点，足を一度だ

けついてたどり着くことができた場合は 1点，足をつかずにたどり着くことが

できた場合は 2点，そして到達点に着くことができた場合は 3点とした． 

 



 150 

3) 運動プログラム 

 

6 時間の授業の内容は，以下のプログラム構成とした． 

潜水学習プログラム 

① 水中まりつき:水中で大の字になる，しばらく大の字で漂い，向きをかえる．

浮き上がる時に体を丸め，まりになって浮き上がる．そのとき息を吐く． 

② ボールを沈めろ：ボールをプールの水底につける． パートナーの股下に後

ろから押し出す．ボールを持ったまま，股下をくぐらせる． 

③ ボールを投げ，水底をタッチし，ボールのところへ向かう：ボールを投げ

上げ，水底を両手でタッチし，水面に落ちたボールをすぐにとりにいく．

ボールを投げる位置を指示し，課題動作をかえる． 

④ 宝かくしと宝さがし：2 チームにわけ，一方のチームが沈む輪，及びボー

ルを 1 人 10個持ちプールに 1分間で隠しておく．もう一方のチームが全て

の輪，及びボールを回収した時間を競う． 

⑤ 水中にらめっこ： 2 人組で互いに手を握り，息を止めて水中でにらめっこ

をする．徐々に深いところへ頭を沈めていく． 

⑥ ワカメ運び： 2 人組で，1 人はワカメになり水中を漂う．もう 1 人が足，

腕，及び胴体をもって，反対側まで運ぶ． 

⑦ 潜水カーブ：いくつかの沈む輪をプールの水底に lm 間隔でカーブを描い

て並べる．けのびでスタートし， 体の一部に触れさせたり，カーブをかえ

たりしてバリエーションを変える． 

 

水中運動学習プログラム 

① じゃんけん列車：じゃんけんをして，負けた人が後ろについて肩を持ち列

になる．何度か繰り返すと，長い列車となる．1 つになるまで続ける． 
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② トンネル通過：長い列車を引き連れたまま，フラフープもしくは人のアー

チのトンネルをくぐる． 

③ UFO:ビート板を水中に沈めて，その上に座ってみる．正座をしたり，膝に

挟んだり，立ったりとバリエーションを変える． 

④ ボール運び：グループで列になって，またの下をボールを通して運んでい

く．ボールの大きさを変えたり， 競争したりする． 

⑤ おんぶリレー：2 人 1 組でおんぶをし，プールの半分を往復リレーをする．

おりかえしで，役割を交代する．チームで競争する． 

⑥ 鬼ごっこ：ボールを持っている人が鬼で，ボールを当てたら交代する．プ

ールの中に次々にボールを入れて鬼を増やす．フラフープで安全地帯をつ

くり， 1 人だけ入れるようにする． 

⑦ 水中バスケットボール：鬼がフラフープのゴールをも って逃げ回る．他の

人はボールをフラフープにくぐらせるとゴールとなる．パスをしてもよい．

チーム対抗でもよい． 

⑧ うずしお：全員でプール外周を走って回る．強い水流ができたら，フラフ

ープのトンネルを流れに身を委ねて通過する．最後に方向を変えて，逆流

させる． 

 

浮遊運動プログラム 

① クラゲ浮き＆ラッコ浮き：ビート板，ボールをつかってラッコがおなかの

上に貝殻を乗せているようにして浮いてみる．写真，及び動画(パソコン

でプレゼン)を用いる． 

② 沈んだ輪をタッチ：沈んだ輪をタッチして(1 回 1 回浮き上がるか，潜った

まま)進む．プールの底に沈む輪を 4 ~10個沈め，それを一つずつタッチし

ていく．最初は 1個，2個と増やしていく． 
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③ ロケットけのび＆背面けのび：けのびで，キックしてどこまでいけるか？

仰向けの状態でキックしてけのびでどこまでいけるか． 

④ 水中輪くぐり：フラフープのーカ所におもりをつけ， 水中に沈ませる．輪

くぐりを行い，何回往復できたかを数える． 

⑤ 水中神経衰弱：水中に沈んだカードのペアを見つけ出す．チーム対抗にす

る． 

⑥ 水中まりつき：2 人組で，だるま浮きをしている相手の背中を押し，底ま

で沈める．浮いてきたらまた押し何回か沈める． 

⑦ 補助つき背浮き：2 人組になり，相手の頭を持ち，ゆっくりと後ろへ引き，

背浮きの状態にし，水面をゆっくり移動させる．ビート板を抱えさせ沈ま

ないようにするのも良い． 

 

統計的処理 

 対象の 2回の検査結果の比較は対応のある t-検定を用いた．また，各 Task

の結果の項目間の相関はピアソンの積率相関係数を用いて分析した．なお，す

べての有意水準を 5パーセントとした． 
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第3項 結果と考察 

 

1) パフォーマンス得点の変化 

 

 表 3.10.は，各 Task 得点の平均値及び標準偏差，及び前後の測定結果の比較

を示している．その結果，Task1 にのみ有意な差が認められた． 

 Task1 の潜水運動については， pre-test より post-test の成績が向上した．実

際に子どもたちも潜水運動を好んでいたようで，pre-test と post-test の間で行

われたプログラムが潜水をもっとも積極的に行ったという練習効果によってパ

フォーマンス得点が向上したと考えられる． 

 Task2 については，負の傾向があることがわかった．これは，post-test を行

った日はプールの底面にコケが繁茂し，非常に滑りやすい状況になっていたこ

とが原因として挙げられる．これにより Task 2 は，底面を蹴って回転をする

とパフォーマンス得点が向上したことがわかる．よって，水泳運動のなかの水

中運動のテストとしては，再考の余地があることがわかる． 

 Task3 については，pre-test と post-test の間に差は見られなかった．このこと

から，浮遊運動は，2回のプログラム実施程度では向上が困難なスキルである

ことがわかった．これについては，本研究の対象者の年齢では，習得が困難で

あった可能性がある．また留意点として，残り 2 つのテストに比較して，パフ

ォーマンスを得点化する際の基準の妥当性に問題があったと考えられる．  
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表 3.10.各テストの事前事後の平均値とその比較 

 

 

 

2) 項目間の比較 

 

 表 3.11.は，Task 1〜3 の pre-test と post-test それぞれの項目間の相関をピア

ソンの相関係数を求めたものである．各 Task 間の相関については，Task1-pre

は，Task3-pre と，Task1-post は，Task3-pre と中程度の有意な相関があること

がわかった．また，Task 1 は，Task 4 においても中程度の相関があることが示

されている．一方で Task2 は，pre 及び post ともに，他の項目との有意な相関

は認められなかった．さらに Task 3 は，pre-test と post-test 間において中程度

の相関が認められた．これらの結果より，事前の Task1 と Task3 は，比較的近

い能力を測定していると考えることができる．しかし，両テストの 2回の記録

の変容という点では上記に述べたように差があった．相関分析の結果において

も，Task1-post と Task3-post との関係には有意な相関が得られなかったことよ

り，テスト間に行われたプログラムによって，対象者の運動学習の成果に差が

見られたと考えることができる． 

  

pre-test post-test
Mean ± SD Mean ± SD

Task1 6.722 ± 3.687 7.833 ± 3.560 -2.222 **
Task2 10.444 ± 1.977 9.361 ± 1.698 2.086
Task3 1.944 ± 1.259 1.889 ±1.079 0.238

t-value

** p<.01
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表 3.11.各テストの事前事後の結果，身長，体重との相関分析結果 

 

 

第4項 まとめ 

 

 本節の目的は，中学年の水泳運動という比較的指導の難しいとされる運動領

域において，動作コオーデイネーション能力の評価テストを考案することであ

った．水泳運動における必須の運動特性として，潜水，浮遊，並びに水中の運

動特性を抽出した上で，それをもとに，Task1 では潜水，Task2 では水中，及

び Task3 では浮遊を測定するためのテストを開発した．各テストの結果の相関

を検討した結果，Task1 及び Task3 には有意な正の相関関係が示された．しか

し，テスト間に実施した運動学習プログラムによって，その成長の程度に差が

みられ，特に Task3 については，有意な向上が認められなかった．これらのこ

とより，測定環境に問題のあった Task2，及びテスト間で記録の測定に変化の

見られなかった Task3 については，さらに再考すべき点があることが示され

た． 

 よって，水泳運動という特に動作コオーディネーションの役割が大きいと考

えられる領域における動作コオーディネーションテスト開発を行なったが，そ

れぞれの Task については，テストの妥当性において改善を検討する必要があ

ることがわかった． 

  

Task3-post
Task1-pre 0.830 ** 0.526 0.459 0.700 ** 0.428
Task1-post 0.680 ** 0.456 0.470 * 0.408
Task2-pre 0.274 0.152 0.190
Task2-post 0.313 0.264
Task3-pre 0.645 **
Task3-pre

*p<.05, **p<.01

Task1-pre Task1-post Task2-pre Task2-post Task3-pre
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第5節 本章のまとめ 

 

 本章では，児童を対象とした動作コオーディネーション能力を診断評価した

テストの結果より，診断テストの信頼性及び妥当性を検討することを目的とし

た． 

 第１節では，動作コオーディネーション能力を診断できるテストの信頼性を

検討した．ドイツ・ザクセン州において用いられているザクセン基礎運動テス

トより，動作コオーディネーション能力を評価できるテスト項目より，走運動

のスピードを基礎とした分化能力を特に評価できる SRT，及び空間定位能力

及び反応能力を評価できる CRT の 2 つのテストを検討した．再テスト法によ

る結果より，動作コオーディネーション能力の必要とされるテストほど，信頼

性が低く，コンディション能力が必要とされるテストほど，信頼性が高いこと

が示唆された．これより，単体のテスト結果のみを用いて，動作コオーディネ

ーション能力を診断することは困難である可能性が示唆された． 

 第 2 節では，児童期のコオーディネーション能力診断テストとして用いられ

ることが多いテストバッテリーである KTK を用いて，小学校体育科体つくり

運動多様な動き作り単元(全 9 時間)の前後による測定結果を検討した．その結

果，１つのタスク(反復横跳び)にのみ有意な記録の向上が認められたものの，

その他２つのタスクには有意な向上は認められなかった．反復横跳びは，動作

コオーディネーション能力に加えて瞬発力もまたテストの記録に重要な体力要

素となるため，本研究で実施した単元における動作コオーディネーション能力

よりも瞬発力が向上した可能性が示唆されたもののその詳細を明らかにはでき

なかった． 

 第 3 節では，我が国で広く用いられている文部科学省新体力テストのうち，

特に動作コオーディネーション能力に近い項目であるソフトボール投げを対象
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として，定期的な 5分程度の短時間の運動を実施した効果を検討した．その結

果，記録は男女ともに有意な向上を示した．しかし，動作コオーディネーショ

ン能力の育成は，行為調節にも有意な向上も促すとされるが，本研究で行為調

節の指標とした運動有能感には，男女，及び学年において，有意な変化は認め

られなかった．これより，短時間運動による動作コオーディネーション能力の

向上については，動作調節としてのコオーディネーションは一定認められるも

のの，行為調節としてのコオーディネーションについては，課題があることが

明らかになった． 

 そして，第 4 節では，水泳運動による運動特性を踏まえた動作コオーディネ

ーション能力診断テストを開発することを目的とした．水泳運動の特性を潜

水，浮遊，並びに水中として，それらの特徴を踏まえたテストを作成した上

で，テスト間にこれらのテストによって向上すると考えられる基礎的動き作り

のプログラムを実施した．その結果，Task2 には信頼性及び妥当性に課題があ

ること，そして Task3 においては，妥当性に課題があることが明らかになっ

た． 

 これらの結果より，本章で検証した児童を対象とした動作コオーディネーシ

ョン能力評価診断テストの実態については，国内外で実施されているもの，さ

らには新たに作成したものそのすべてにおいて，その信頼性，及び妥当性につ

いて，課題があることがわかった．これらより，動作コオーディネーション能

力を評価するためのテストの在り方については，検討する必要があることがわ

かった． 
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第4章 総合考察 

 

 本章では，前章までにおいて明らかになった結果の総括をもとに，動作コオ

ーディネーション能力の存在の仕方を考察する．その際に存在の在り方そのも

のを考察するために，人間存在の在り方を検討した近代哲学の現象学的存在論

及び，学習を社会との関わりのなかで展開するものとした社会文化的発達理論

をもとに考察した． 

 考察の上で導出された評価の考え方を用いて，動作コオーディネーション能

力を評価する方法について，実際の測定データより評価の理論モデルを構築し

その妥当性を検証した． 

 

第1節 本研究の結果の総括 

 

 本論文では，動作コオーディネーション能力に着目して，第 2 章では，動作

コオーディネーション能力の存在の在り方についての検討を行うことを目的と

して，第 1 節では，児童 382名を対象に，動作コオーディネーションと体力と

の関係を検討した．その結果，動作コオーディネーションは，多くの PF と関

連していることを明らかにした．これより，動作コオーディネーションの能力

は，独立で存在しているものではなく，他の PF と関わりながら存在している

ことを導出した． 

 また，第 2 節では，脳科学の手法を用いた実証的研究を行った．その結果，

動作コオーディネーションが必要とされる，全身を使った動的バランストレー

ニングの実施によって，特定の rs-FC が変化することが明らかになった．これ

らの結果より，動作コオーディネーショントレーニングを通じて，脳内の外側
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PFC と足部の SM1 間の結合性のなかに動作コオーディネーション能力の存在

の実態がある可能性を指摘した． 

 これらのことより，動作コオーディネーション能力の実態とは，特定の身体

機能及び脳部位によるものではなく，体力及び運動能力と運動課題との間なら

びに，脳の特定部位の関係性のなかにその存在が生じることが示唆された． 

 

 続いて，第 3 章では，動作コオーディネーション能力を評価するテストが，

何を測定してきたのかについて明らかにすることを目的として，その教育指導

現場での運用を想定した既に発表されている国内外のテスト，ならびに新規に

作成した診断テストを用いて，その信頼性及び妥当性を検証した．具体的に

は，3 章 1 節では，ザクセン基礎運動テストのなかより，特に動作コオーディ

ネーション能力を評価できる 2 つのタスクを用い，再テスト法によるテストの

信頼性を検討した．その結果，分化能力を評価できる SRT には，男女とも

に，高い信頼性が確認できたが，空間定位能力及び反応能力を評価できる

CRT の 2 つのテストは，低い〜中程度の間の信頼性に留まっていたことが明

らかになった．これより，テストの実施の際に動作コオーディネーション能力

とコンディション能力のどちらが多く寄与しているテストプロトコルかによっ

て，信頼性が異なることが示された． 

 3 章 2 節では，ドイツ語圏を始め，英語圏においても，動作コオーディネー

ション能力研究において広く用いられている診断テストバッテリーである

KTK により，１単元の学習効果の評価を行った．KTK の診断テストの結果よ

り，テストバッテリーを構成する複数のタスクによって，結果が異なることが

示された．このことから，体の巧みな動きを評価するためのテストとしての妥

当性については，本テストのみでは不十分であることが示された． 
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 3 章 3 節では，我が国の体力・運動能力テストとして標準化されている新体

力テストのうち，動作コオーディネーション能力に相当する巧緻性がもっとも

強い影響を示すと考えられる指標としてのボール投げを対象として検討を行っ

た．具体的にはボール投げを向上させるために実施した 1回 5分程度の短時間

運動の実施は，ボール投げの記録は向上したことが確認されたものの，運動有

能感は，学年によってその向上の効果に差があることが示された． 

 3 章 4 節では，他の運動領域と異なる独自の運動操作が求められる水泳運動

を対象として，動作コオーディネーション能力を評価できるテストを独自に作

成した．そして，水泳運動に必要とされる動作スキルを評価するためのプログ

ラムを開発して，その前後に動作コオーディネーション能力テストによって，

効果を検討した．その結果，作成したテストの 1部には，有意な記録の向上が

認められなかった． 

 これらの研究の結果から，動作コオーディネーション能力の測定法は，いず

れもその信頼性及び妥当性について，検討する必要があることが分かった． 

 

 以上の結果より，動作コオーディネーション能力とは，ある特定の身体部

位，及び脳機能により規定づけられるものではなく，身体部位間並びに脳部位

間の相互作用のなかに存在するものであると考えられる．しかし，現時点で

は，動作コオーディネーション能力を評価するためのテストは，信頼性及び妥

当性ともに課題があるとともに，関係性や相互作用という動作コオーディネー

ション能力の存在的特性を踏まえた評価ができているとは言えない状況にあ

る． 
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第2節 動作コオーディネーション能力の存在論的考察 

 

 第 1 節で指摘した動作コオーディネーション能力の存在の在り方と，動作コ

オーディネーション能力の評価法との間にある不適合を解決するためには，能

力という概念の在り方をあらためて検討し，演繹的に規定し直す手続きが必要

である．そこで，第 2 節においては，能力そのものについて検討することを目

的とした． 

 まず第 1項としては，能力が在るとは，どのような状態かについて検討を加

えるために，近代ドイツの哲学者 Heidegger の存在論に依拠し考察を進めた．

Heidegger は，人間存在一般の在り方について考察を展開した．またこの際

に，能力の在り方についても，ギリシャ哲学を引用し考察した．この存在一般

に対する考察から，能力の在り方について示唆を得た． 

 次に第 2項としては，発達と能力の関係を説明しようとしたのロシアの心理

学者 Vygotsky による社会文化的発達理論から検討した．Vygotsky は，人間存

在及び発達の在り方に独自の関係性に基づく理論を構築した．具体的には，能

力を他者との関係のなかから捉える発達の最近接領域を提唱した．こうした発

達と能力の在り方の考察から，能力を捉えるための重要な方法論的視座を得

た． 

 本節では，動作コオーディネーション能力の在り方に新たな捉え方を拓く可

能性のある，Heidegger による存在論，及び Vygotsky による社会文化的発達論

より考察した． 

 

第1項 Heidegger による存在論 
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 本項では，動作コオーディネーション能力の存在の仕り方を検討する．動作

コオーディネーション能力の実態と動作コオーディネーション能力診断テスト

との間の差異を考える際には，能力という目に見えないものを，そこにある状

態として認識するとは，どのような状態なのかについて了解しておく必要があ

る．通常能力とは，あることができた状態が顕在化した時点で我々の前に立ち

現れ，そして捉えることができると考える．よって，対象となる能力が発揮さ

れない限り，能力は立ち現れることがないことになり，能力がある状態とは，

刹那的で，状況依存的であるということになる．しかし，運動を指導する際に

は，選手の能力を捉え，その能力に最適な指導を行うことが求められる．運動

に関わる能力が存在することを考えることは，適切な指導を実施する上で，必

須であると言える． 

 そこで，本節では，近代哲学において，特にドイツの哲学者 Heidegger が展

開した存在論に基づいた能力の在り方の考察を行う．Heidegger(1926)は，その

主著である「存在と時間」において，存在するとは，どういうことかを明らか

にしようとした．具体的には，存在の個々の性質を問うのではなく，存在者一

般について，存在なるものの意味，及びその根本規定について取り組むもので

あった．その際，キェルケゴール，及びニーチェらによる実存主義を採用する

と同時にアリストテレス，及びヘラクレイトスの古代ギリシャ哲学の解釈も併

せて考察した上で，存在の意味を明らかにしようとした． 

 こうした存在そのものについての思想は，動作コオーディネーション能力評

価の捉え方にも共通すると考えられる．特に，人間存在の在り方については，

現存在(Dasein)という概念を用いて分析した．Dasein とは，人間の実存を指

す．Dasein は，伝統的な主観性概念と区別されて世界内存在(In-der-Welt-sein)

という性格を持つとしている(Heidegger, 1926, p.52)．これは，人間が存在する
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こととは，常に世界，あるいは環境と関わりを持ち続けている状態にあること

を指している． 

 

 

1) 自然の在り方 

 

 Heidegger は，人間は世界との関わりのなかに在ることについて，ギリシャ

の哲学者アリストテレスの思想を参照した．アリストテレスは，自然(ピュシ

ス：φύσις)とは，あらゆる可能態(デュナミス δύναμις)から構成されていると述

べた．その上で，デュナミスの本質的原理は，運動性(キネーシス κίνησις)であ

ると指摘した(Heidegger, 2003)． 

 Heidegger は，人間が存在しているということは，世界との関わりのなかで

1 つの結果として現出したもの，運動の場面でいうパフォーマンスの結果とし

て現れている状態が存在を指し示すものではないとした．そして，能力の存在

の仕方とは，いまだパフォーマンスとして現出する前の状態にあり，これから

大きな成長，及び飛躍が想定される動的な可能性を内包している状態であると

指摘した．このような，動的な存在であるデュナミスの一部が現出した状態を

現実活動態(エネルゲイア ενέργεια)としてとらえた．さらに，アリストテレス

は，存在の可能態と現実活動態に加えて，完全現実態(エンテレケイア 

εντελεχεια)という概念を提示した．エンテレケイアは，「活動よりも１つの完

全な状態を想定」(Ross, 1948)していると考えられており，デュナミスが学習

による変化可能性を指したことに対して，エンテレケイアは，すでに「知識と

して行使できる状態つまり完全現実態」(千葉, 2004)であるとした． 

 このように，運動性の特性にあり可能態であるデュナミスとしての存在，能

力から現出した活動状態としての存在であるエネルゲイア，そして，エネルゲ
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イアを完全な形で行使できる状態として存在させているエンテレケイアの 3 つ

が重層的に存在していることが明らかになった． 

 しかし，こうした能力の在り方は，現在の科学的な能力観には受け継がれて

いない．特に西洋哲学においては，能力観の大きな転換期として，デカルトに

よるコギトの発見が挙げられる．デカルトは方法序説の中で，「我ゆえに，我

あり (コギト・エルゴ・スム：Cogito ergo sum)」として「我」を発見し，西洋

世界における主観と客観を分離した．その後の科学は，主観として心の科学の

体系化が進んだ．その一方で客観については，人間から切り離された自然科学

として大きく発展した．ここで用いられる自然概念は，先に述べたように，運

動性をもった可能態としてのデュナミスとしての自然ではなく，デュナミスが

外部に出現した現実態としてのエネルゲイアであると考えられる（図 4.1.). 

 本章で考察する動作コオーディネーション能力の在り方とは，すでに眼前に

出現したパフォーマンスとしてのエネルゲイアのみによる能力の在り方ではな

い．現実態であるエネルゲイアの在り方をより完全なものとして，存在の意味

へと迫るエンテレケイア，加えて，人間の本質的な存在の在り方である動的な

デュナミスを重層的に対象として，その在り方を考察することが必要で在ると

いえる． 
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図 4.1.能力の在り方 

 

 

2) 能力としてのデュナミス 

 

 前項では，人間存在の在り方とは，世界と関連しており，可能態を示す概念

であるデュナミスの状態にあることを確認した．これは，能力を診断する際に

適応させて考えると，ある特定のテストを実施するとして，そのテストの測定

結果とは，現実活動態を示すエネルゲイアを示しているにすぎず，これをもっ

て能力とすることは十分ではないといえる． 

 Heidegger は，デュナミスを Dasein の在り方とし，意味，及び記号の連関に

あるとした(串田, 2017)．これは，動作コオーディネーション概念の在り方と

も共通する．第 2 章において検討したように，動作コオーディネーションとは，

脳神経科学の知見としても，ある特定の脳領域による作用ではなく，身体部位

間あるいは，脳領域間の結びつきにその特性があることが考えられた．つまり，

能力の測定の方法としては，個別の動作コオーディネーション能力の診断測定

体力テスト結果
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テストの単回の結果のみを取り出したとしても，それが動作コオーディネーシ

ョンの能力として評価できるものではなく，他の体力テスト群との間の関係性

を前提にする必要があることが示された．これらより，動作コオーディネーシ

ョン能力の在り方を明らかにするためには，筋力，持久力，及びスピードとい

った体力と動作コオーディネーション能力の関係を，検討することが必要とな

る． 

 図 4.2 は，動作コオーディネーション能力の在り方を示した．可能態である

デュナミスとしての動作コオーディネーション能力は，動作コオーディネーシ

ョン能力タスクの結果に加えて，体力・運動能力タスクの結果の間の相関関係

を検討することで，動作コオーディネーション能力の在り方を明らかにできる

と考えた．例えば，体力・運動能力を測定することができるとされるタスクの

結果が低いものの，動作コオーディネーション能力タスクの結果が高いとなっ

た場合は，動作コオーディネーション能力が高く形成されていると考えること

ができる．しかし，逆に，体力・運動能力タスクが高いものの，動作コオーデ

ィネーション能力タスクの結果が低いとなった場合は，動作コオーディネーシ

ョン能力は，十分に形成されていないと推定できる． 

 

 このように，Heidegger の存在論から動作コオーディネーション能力の在り

方を検討した結果，動作コオーディネーション能力は，複数の体力テストによ

る測定結果と運動課題との間の相関関係のなかに存在していることが示唆され

た． 
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図 4.2.テスト結果の関係性としてのコオーディネーション能力 
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第2項 社会文化的発達理論としての Vygotsky の最近接領域理論 

 

 前項では，動作コオーディネーション能力の在り方について，Heidegger の

アリストテレス解釈を基にして検討した．Heidegger による現存在は，世界内

存在という周囲世界との協応を特徴として示した．この周囲世界との協応とい

う特徴を人間の学習理論に導入したロシアの心理学者として，Vygotsky が挙

げられる．Vygotsky は，学習の心理学に取り組む以前に「神経系の生理学に

関する Pavlov，Bekhterev らの著作を学び，彼らの研究成果と心理学の問題と

を関連づけようと努めていた」(中村, 2018, p.12)とあるように，Bernstein と同

様，当時のロシアにおいて先進的に研究されていた神経系の解剖学及び生理学

としての反射理論を批判的に検討するようになった．そして，個々の反射が互

いに協応して，システムとして相互作用をおこなっていると考えた．これはま

さに Bernstein がコオーディネーション理論として，人体の諸器官が協応して

運動制御のプロセスが構築されているという理論を提起した過程と同じよう

に，Vygotsky は，人の学習とは，学習者が存在する社会，及びその社会がも

つ文化といった，環境との相互作用のなかに生じると指摘した．その具体的な

理論として，現時点での到達水準と周囲環境との相互作用の間に生じる水準と

の差異を検討する最近接領域理論(Zone of proximal development：以降 ZPD)を

提唱した． 

 そこで，本項では Vygotsky による ZPD の理論が動作コオーディネーション

能力の在り方について，どのような示唆を与えるのかについて検討する． 
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1) Vygotsky による ZPD 

 Vygotsky は，Bernstein同様，関係性のなかに存在の本質を見出し，特に子

供の発達の実態があると主張した．Vygotsky は，Piaget らによって示された発

達は教授，及び学習とは無関係であるとの考えを批判し，「大人−子供間の相

互交渉過程を通しての教育的活動と子どもの発達との関係を明示するものであ

った」(皆川, 2021)．また，「収穫予想をするとき，果樹園ですでに熟してい

る果実の量を推計するだけで，まだ熟した実をつけていない木の状態を評価し

ない園芸家と同じように，すでに熟した面の判定に限定され，熟しつつある面

を無視するような心理学者は，あらゆる発達の内的状態について正確で十分な

理解を少しも得られないだろう」(ヴィゴツキー, 2005a, p262)とも述べてい

る．これらより Vygotsky は，現在すでに使えるようになった能力あるいはス

キルではなく，これから使えるようになる能力あるいはスキルについて着目

し，これを明日の発達水準として捉えることが重要であるとしている． 

 Vygotsky によると発達とは，すでに成熟した機能であるとする現在の発達

水準と，現在生成しつつある，あるいは，成熟しはじめたばかりの過程である

明日の発達水準という 2 つの発達水準を抽出ができるとして，この現在の発達

水準と明日の発達水準の間の領域を ZPD と呼び，この形成こそが発達である

とした(ヴィゴツキー, 2005c)．また，ヴィゴツキー(2005b)は「発達の最近接領

域の考えを完全に理解するには，学習における模倣の役割を再評価しなければ

ならない」(p.86)と述べている．つまり，置かれた状況のなかで他者を創造的

に模倣するという現象は，学習として理解されると同時に，模倣より得られる

成長こそが発達を捉える方法になりうる可能性が考えられる． 

 Vygotsky による ZPD は，「高次精神機能の発達を見据え，学校教育という

文脈において子どもが科学的概念の体系を教授される過程にある」(福嶋, 

2021, p183)とされるように，学校教育における認知的学習が前提とされてい
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る．一方で，運動学習における ZPD を用いた実践については，認知運動療法

(Cognitive therapeutic exercise)において，患者と介助者の関係を踏まえたリハビ

リテーションプログラムの設定に関する報告(宮本, 2009)のみである．しか

し，ZPD の理論は，運動学習の過程なかでも，動作コオーディネーション能

力のあり方の理解においても重要な示唆を与えると考えられる． 

 

 

2) ZPD からみる動作コオーディネーション能力 

 

 Vygotsky は，発育発達期にある子どもの発達水準をとらえるためには，現

下の水準のみならず，周囲の存在から到達しうる発達水準との差異を考慮しな

ければならないとした．これは，能力をとらえるためには，現実態としていわ

ば現在の能力のみではなく，可能態としての明日の能力を見極める必要がある

と表現できる．つまり，発達の水準あるいは能力をとらえるためには，複数回

の測定結果の関係性に着目する必要があることが示唆される． 

 動作コオーディネーション概念とは，知覚調節水準から，概念的調節水準，

さらには感覚調節水準にまで影響を及ぼす，認知プロセスも含んだ運動学習全

体を支える概念であることを考慮すると，Vygotsky による ZPD に基づく 2 つ

の発達水準の考え方を動作コオーディネーション能力の診断評価法に取り入れ

ることで，運動学習における中心的概念となっている動作コオーディネーショ

ン能力の実態に即した評価が可能になると考えられる． 

 図 4.3.では，動作コオーディネーション能力を，デュナミスとしての関係性

に基づく存在のあり方として捉えるため，ZPD の考え方をもとにした動作コ

オーディネーション能力の在り方を示した．この図では，特定の動作コオーデ

ィネーション能力診断テストを，現在の発達水準で実施できる最初の試行を行
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う(Trial1)．その後，一定の時間をおいて，同様のテストの試行を再度行う

(Trial2)．そして，この Trial1 と Trial2 との間の差分を動作コオーディネーショ

ン能力の評価とする．これにより，Vygotsky による ZPD の発達の 2 つの水準

を量的に捉えることができる．なかでも，Trial2 の実施においては，Trial1試

行時の自らの動作感覚の情報，及び周囲の存在 (友人，教師) による試行の様

子から，明日の発達水準が形成されると考えられる．これは，デュナミス (可

能態) として，周囲世界との関係性のなかに存在の仕方を捉えるとするアリス

トテレスの自然解釈を受けた Heidegger の存在論的な理解に基づく動作コオー

ディネーション能力の在り方であるといえる． 

 

 このように，Vygotsky による ZPD の観点から動作コオーディネーション能

力の在り方を検討した結果，動作コオーディネーション能力は，第１試行

(Trial1)と第 2試行(Trial2)との間の差分に，動作コオーディネーション能力の

存在が生じることが示唆された． 

 

 

図 4.3.ZPD としての動作コオーディネーション能力の在り方 
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第3項 まとめ 

 

 本節では，動作コオーディネーション概念の在り方について，Heidegger に

よる存在論さらには，Vygotsky による最近接領域理論をもとに考察した． 

 まず，Heidegger による現存在のあり方の特徴を検討し，世界あるいは周囲

の自然と相互に関連しあっている在り方を示すデュナミスとしてのあり方を導

出し，デュナミスとしての在り方を動作コオーディネーション能力としても捉

える可能性が示された．こうした在り方を具体的にする方法としては，動作コ

オーディネーション概念と，他の体力・運動能力との相互作用としての関係性

を詳細に検討して構築することが必要であることがわかった．この能力間の相

互作用は，第 2 章において脳科学の手法を用いて検証した際に明らかにした，

脳内の各部位の結合性に動作コオーディネーションの特徴があったこと，及び

動作コオーディネーション能力診断テストと他の体力・運動能力のテストの間

には，関連が見られたことを説明することができる． 

 さらに，Vygotsky による，ZPD の考えを基にした，動作コオーディネーシ

ョン能力の在り方について検討した．Vygotsky は発達を捉える際に，すでに

できるようになっている能力を単回のテストにより捉えるだけでは，不十分で

あると考え，周囲の存在，及び社会的文脈，あるいは教授プロセスによってで

きるようになろうとしている能力を評価する必要性を提案した．こうした在り

方を動作コオーディネーション能力の評価法に援用して以下の方法を導出し

た．そのプロトコルは，単回のテストの結果のみではなく，初回の自分 1 人で

取り組むタスクの結果と，自分で取り組んだ際に得たパフォーマンスの結果，

及び動作感覚，さらには周囲の他者のタスクへの取り組みの様子を踏まえて取
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り組んだ 2回目のテストの結果との差分を，診断テストの評価に取り入れると

いうものであった． 

 以上のように，動作コオーディネーション能力を存在論的に考察することよ

り，能力の在り方として，体力・運動能力の各要素間の相関関係より，評価す

る方法及び，同一タスクの反復測定間における差分より，評価する方法の 2 つ

の評価可能性が導出された． 
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第3節 動作コオーディネーション能力評価理論モデルの構築 

 

 本節では，前節で検討した動作コオーディネーション概念の在り方につい

て，現存在による他の要因との関連づけられた存在の在り方及び発達の最近接

領域の考え方を踏まえた存在の在り方をもとに，動作コオーディネーション能

力評価の理論モデルを構築し，その妥当性を検討した． 

 

第1項 目的 

 

 動作コオーディネーション概念の在り方は，Heidegger による存在論から，

自然との動的な関係性のなかに在ることが示された．また，Vygotsky による

社会文化的発達理論から，単独で実施する場合と，周囲の環境との関わりのな

かで実施する場合との間の差分に着目する ZPD による在り方が示された．こ

れらの動作コオーディネーションの在り方についての考え方から，動作コオー

ディネーション能力を評価するには，ある特定の診断テストの単回のみの測定

結果をもとにした評価ではなく，その他の体力の診断テストとの関係性を評価

する方法，及び運動性という動作コオーディネーション能力が本質的にもつ性

格を客観的に捉える方法として，テストの初回の測定結果と一定の時間を置い

た 2回目において自分の実施結果からのフィードバック，及び他者の遂行プロ

セスの模倣から学んだ後のテスト結果の差分に着目し，その差分の関係性を検

討することを目的とする．  
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第2項 方法 

 

 スポーツタレント発掘・育成事業に参加する小学 4 年生(9歳〜10歳)及び小

学 6 年生(11歳〜12歳)ジュニアアスリート 53名(内女子 29名；男子平均身

=147.33 ± 9.59 cm ，男子平均体重=37.02 ± 7.30 kg；女子平均身長=144.63 ± 

8.91 cm，女子平均体重=35.11 ± 7.42kg)を対象とした．参加者全員が，M県タ

レント発掘育成プロジェクト事業に応募し，所属学校において実施された文部

科学省新体力テスト書類選考によって 1 次審査を通過し(すべての参加者の総

合評価は A 判定)，2 次審査を受検するものであった．2 次審査では，30m 走，

反復横跳び，立幅跳び，上体起こし，長座体前屈，SRT，及び CRT の各診断

テストを用いて評価した．参加者は全員，実験前に調査内容の詳細な説明を受

け，書面によるインフォームド・コンセントを得た．本研究は，ヘルシンキ宣

言に基づいて実施され，実験手順は立命館大学倫理委員会の承認を得た(衣笠-

人-2018-52)． 

 

1) 診断テストプロトコル 

 

 30m 走テストは以下のプロトコルとした．スタートは，静止姿勢からのスタ

ンディングスタートとし，スタート時の前足は左右どちらでも良いが、スター

トラインの手前端を踏み出さないこととした．スタート地点及びフィニッシュ

地点に光電管計測装置(THE WITTY SYSTEM，MICROGATE社, USA)を設置し

てタイムを測定した．試技は 2回とした． 

 反復横跳びテストは以下のプロトコルとした．中央のラインより左右に 1m

の地点に平行となるラインをひく．中央ラインを跨いだ状態で立ち，合図で右

側のラインを越すあるいは，ラインを踏むまでサイドステップする．次に中央
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ラインに戻ってさらに左側のラインを越すか触れるまでサイドステップする．

20秒間でラインを通過するごとに１点を与える．点数を測定する．試技は 2

回とした． 

 立ち幅跳びテストは以下のプロトコルとした．スタート位置に両足を肩幅程

度に開いて，つま先が踏切線の前端にそろうように立ち，両足で同時に踏み切

って前方へ跳ぶ．身体が地面に触れた位置のうち，最も踏切線に近い位置と踏

切前の両足の中央の位置とを結ぶ直線の距離を計測する．試技は 2回とした． 

 上体起こしは，以下のプロトコルとした．マット上で仰臥姿勢をとり，両手

を軽く握り，両腕を胸の前で組む．両膝の角度を 90°に保つ．補助者は 2名と

し，一人は被測定者の両膝をおさえ，固定する．他の一人は，被測定者の頭部

側に位置し，被測定者の頭部の安全を確保する．「始め」の合図で，仰臥姿勢

から，両肘と両大腿部がつくまで上体を起こす．すばやく開始時の仰臥姿勢に

戻す．30秒間，前述の上体起こしを出来るだけ多く繰り返す．試技は 1回の

みとする． 

 長座体前屈は，以下のプロトコルとした．初期姿勢：被測定者は，両脚を測

定器の間に入れ，長座姿勢をとる．壁に背・尻をぴったりとつける．ただし，

足首の角度は固定しない．肩幅の広さで両手のひらを下にして，手のひらの中

央付近が，厚紙の手前端にかかるように置き，胸を張って，両肘を伸ばしたま

ま両手で測定器を手前に十分引きつけ，背筋を伸ばす．この姿勢で測定器のス

イッチを押す．前屈動作：被測定者は、両手を測定器から離さずにゆっくりと

前屈して，測定器全体を真っ直ぐ前方にできるだけ遠くまで滑らせる．このと

き，膝が曲がらないように注意する．最大に前屈して後に測定器から手を離

す．記録はセンチメートル単位とし，センチメートル未満は切り捨てる．2回

実施してよい方の記録をとる． 
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2) 診断テストと動作コオーディネーション能力関係モデルの構築 

 

 上記で測定した体力及び動作コオーディネーション能力診断テストの結果か

ら，それぞれの動作コオーディネーション能力の在り方について，2 つのモデ

ルを構築した． 

 モデル１は，コンディション能力と動作コオーディネーション能力が互いに

関連しあう，体力・運動能力要素相関モデルとした． 

 モデル 2 は，30m 走と反復横跳び，立ち幅跳びといった体力のなかでも俊敏

性などを示すスピードの評価結果に，調整変数として各診断テストの Trial1 と

Trial2 の間の差分を組み入れた学習差分モデルとした． 

 この 2 つの動作コオーディネーション能力モデルの適合性について，構造方

程式モデリング(SEM)により検討した．分析には Amos (日本 IBM株式会社，

東京，日本)を用い，動作コオーディネーション能力の因果構造について多重

指標モデルを作図した上で検討した． 
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第3項 結果 

 

 表 4.1.では，各測定項目の 1回目と 2回目の対象者の性別の記録の測定結果

を示した．結果の分布について，Shapiro-Wilk の正規性の検定を行い，どの変

量においても極端な正規分布からの逸脱は認められなかった(p>0.05)． 

 

表 4.1.測定結果一覧 

 

 

 

 

1) コンディション能力とコオーディネーション能力との関係モデルの構

築 

 

 コンディション能力については，スピード体力を潜在変数とし，これを構成

する観測変数は，スピード因子である，30m 走，反復横跳び，及び立ち幅跳び

とした．また，コオーディネーション能力を潜在変数とした．これを構成する

男子 5.01 ± 0.27 5.05 ± 0.27
女子 5.22 ± 0.36 5.25 ± 0.37
男子 51.25 ± 5.98 52.33 ± 5.58
女子 49.72 ± 4.57 50.45 ± 3.90
男子 182.63 ± 19.34 186.17 ± 18.08
女子 179.93 ± 17.26 182.00 ± 19.45
男子 13.22 ± 0.70 12.75 ± 0.66
女子 13.88 ± 0.80 13.37 ± 0.88
男子 9.25 ± 0.94 8.67 ± 0.92
女子 9.18 ± 0.96 9.03 ± 1.27

Trial2

30m走
(sec)

反復横跳び

(回)

立ち幅跳び

(cm)

スラローム走

(sec)

椅子番号走

(sec)

Trial1
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観測変数としては，SRT 及び，CRT とした．これらのコンディションとして

のスピード体力とコオーディネーション能力との関係性について多重指標モデ

ルを用いて検討した結果，GFI が，0.961，AGFI が 0.855，RMSEA は 0.078 と

高い適合度を示した(図 4.4)． 

 

x2=5.266, p=.261(df=4) GFI=.961 AGFI=.855 RMSEA=.078 AIC=27.266 

注)パス図中の係数はすべて有意(p<.05) 

e1 - e5=誤差変数 

図 4.4.コンディション能力とコオーディネーション能力との関係モデル 

 

 

2) 差分データを調整変数として投入したモデルの構築 

 

 次に，上記同様に，30m 走，反復跳び，立幅跳びを観測変数として，スピー

ド体力因子を潜在変数とした上で，動作コオーディネーション能力の潜在因子

がパフォーマンス前提条件を構成している構造モデルを想定し，動作コオーデ

ィネーション能力の観測変数として，CRT 及び SRT の測定の 1回目と 2回目

の差分を採用した多重指標モデルを作成し，検討した結果，GFI が，0.923，

動作コオーディネー
ション能力

SRT

0.54

e4

CRT

0.53

e5

0.73 0.73

スピード

Stand-J

0.81

e3

0.90

Side-step

0.33

e2

0.57

30m-run

0.74

e1

-.86

-.85
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AGFI が 0.833，RMSEA は 0.063 と両能力との相関モデルと同様の高い適合度

が確認された(図 4.5.)． 

 

 

x2=15.692, p=.266(df=13) GFI=.923 AGFI=.833 RMSEA=.063 AIC=45.692 

注)パス図中の係数はすべて有意(p<.05) 

e1 - e13: 誤差変数 

図 4.5.差分データを調整変数として投入したモデル 

 

  

差分

0.50

SRT-diff

0.04

CRT-diff

0.02

CRT

0.51

e1

0.13

体力

スピード

Stand-J

0.80

e2

-.89

Side-step

0.33

e3

-.58

30m-run

0.75

e4

0.87

0.71

0.86

e5

SRT 0.76e6

e7

コオーディネーション能力

0.00

e8 e9

-.20

e13

0.86 0.71
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第4項 考察 

 

 本節の目的は，スポーツタレント発掘育成事業への参加児童を対象として，

動作コオーディネーション能力の評価法の新たなモデルを検証することであっ

た．具体的には，前節で考察した可能態を示す状態であるデュナミスに基づい

た動作コオーディネーション能力の在り方として，特定の固定化されたテスト

結果からではなく，一般的な体力・運動能力テストと，動作コオーディネーシ

ョン能力タスクとの関係性によるモデルを検証した．加えて，Vygotsky の

ZPD 理論から，動作コオーディネーション能力が必要とされるタスクの複数

回のテスト結果の差分を変数として評価モデルに加えたモデルを検証した． 

 まず，体力とタスクとの間の相関モデルについては，体力・運動能力テスト

より一般的にエネルギー系の体力指標とされている 30m 走，反復横跳び，及

び立ち幅跳びの測定結果と，動作コオーディネーション能力の測定タスクとさ

れている SRT 及び CRT の測定結果による評価モデルの適合性を検討した．こ

の結果，コンディション体力要素の１つあるスピード能力の測定テストの結果

と，動作コオーディネーション能力の測定テストの結果の間の高い相関をもと

にした評価モデルに高いモデル適合性が認められた． 

 さらに，上記の体力・運動能力の関係性モデルに加えて，文化社会的発達理

論の立場より，Vygotsky による発達の最近接領域理論の考え方を動作コオー

ディネーション能力の評価の考え方に導入した．具体的には，動作コオーディ

ネーション能力が必要とされるタスクの初回の測定結果と，2回目の測定結果

との間の差分を最近接領域として，その測定結果を評価の変数に加えた多重構

造モデルを構築した．これを構造方程式モデリングにより検証を行った結果，

高い適合性が得られた． 
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 このように，測定の差分を評価の指標として導入するという考えについて

は，これまでの先行研究においては管見の限り報告されていない．しかし，1

回目において自らが実施したパフォーマンスを振り返ることで得ることができ

る運動構造，及び運動感覚については，誰においても同様の経験が得られる．

よって，動作コオーディネーションという，動作の調節が必要とされる課題に

おいて，1回目と 2回目の試行間には，明らかに動作の精密な調節がなされて

いると考えることができる．これらより，通常の体力テストの結果のみなら

ず，差分による対象者による認知，判断，思考のプロセスを加味することで，

動作コオーディネーション能力の実態をより重層的に評価することが可能にな

ると考えられる． 

 現在用いられているテストのうち，第 3 章第 1 節で検討したザクセン基礎運

動テストの SRT 及び CRT は，動作コオーディネーション能力を評価できると

されている．しかしこれらのテストは，走能力の影響を強く受けていると考え

られる．つまり，SRT 及び CRT は，前提となる走能力の評価を加味してテス

ト結果を評価することが重要となる． 

 次に，3 章 2 節で検討した KTK は，現在多くの研究において用いられてい

るテストバッテリーである．しかし，このテストについては，いくつかの問題

がある．まず，バランスタスクについては，天井効果により全ての試行が成功

した者が評価できない．さらに，他のタスクについても繰り返し試行を行なっ

ているうちにタスクのプロトコルに馴化し，習熟による記録の向上がなされる

といったように個別のテストそのものの結果をもって動作コオーディネーショ

ン能力とすることには課題がある．こうした課題は，新体力テストのボール投

げタスク，TGMD-2，ならびに FMS などの個別のテストすべてに共通してい

るといえる． 
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 さらに，3 章 4 節において検討したように，動作コオーディネーション能力

は，あらゆる動作様式において発揮されるため，水泳運動のような他とは異な

る特徴をもった動作においても，動作コオーディネーション能力の評価が必要

となる．しかし，水泳運動における動作コオーディネーション能力評価につい

ては，いまだ確立された評価法の検討を行った報告はない．よって，個別に独

自のテスト案を作成していくことが求められることになるが，これらのテスト

の妥当性については，改善の必要があることがわかった． 

 これらの研究成果より，動作コオーディネーション能力評価の理論モデル

は，以下の図 4.6.のように図示することが可能である．まず，動作コオーディ

ネーション能力を潜在変数として，これを評価するための合成変数として相関

と差分をおく．これはハイデガーによる存在の定義でいうデュナミスに相当す

る．つぎに，この潜在変数を構成するのが，動作コオーディネーションタスク

と，コンディションタスクから成り立つ合成変数である．このうち，体力とタ

スクとの関係性については，体力と動作コオーディネーションタスクの相関関

係から動作コオーディネーション能力を評価する．この動作コオーディネーシ

ョンタスクと，コンディションタスクについては，さまざまな競技，及び種目

の特性に応じて，改変可能であるため，このタスクを入れ換えることにより，

評価したい動作コオーディネーション能力を的確に評価することが可能とな

る．一方で ZPD の観点から，動作コオーディネーションタスクの 1回目の記

録と，2回目の記録の差分から，動作コオーディネーション能力を評価する．

これは，ハイデガーの存在の定義でいうエンテレケイアに相当する．そして，

ハイデガーの存在の定義でいうエネルゲイアとは，動作コオーディネーショ

ン，及びコンディションの各個別のタスクの結果を当てることができる．  

 動作コオーディネーション能力の評価は，現時点では，ゴールドスタンダー

ドは確立されていない状況にある．こうしたなかで，本研究において，導出し
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た動作コオーディネーション能力評価の理論モデルは，競技，及び種目的特性

に限定されずに，可能態としての能力観を反映した動作コオーディネーション

概念を適切に評価できる理論モデルであると考えられる．本理論モデルをさら

に詳細に検討することで，動作コオーディネーション能力評価テストプロトコ

ルとして，広く運用される可能性があると考えられる． 

 

 

図 4.6.動作コオーディネーション能力評価理論モデル 

  

差分相関

動作コオーディ
ネーションタスク

(Best performance)

コンディション
タスク

(Best performance)

動作コオーディ
ネーションタスク
(Trial 1 record)

動作コオーディ
ネーションタスク
(Trial 2 record)

エネルゲイア
［現実活動態］

エンテレケイア
［完全現実態］

デュナミス
［可能態］

動作
コオーディネーション能⼒

※楕円は潜在変数，二重四角は合成変数，四角は観測変数を示す．
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第4節 本章のまとめ 

 

 本章では，動作コオーディネーション能力診断テストの在り方について検討

した．第 1 節では，本論文において得られた結果を総括し，動作コオーディネ

ーション能力の捉え方にはいまだ明確に定まっていない状況があること，これ

には，動作コオーディネーション概念の存在の在り方に対する理解がなされて

いないことを指摘した． 

 そして，第 2 節では，Heidegger による存在論，及び Vygotsky による最近接

領域理論から，能力の在り方について考察した．その結果，動作コオーディネ

ーション能力は，複数の体力・運動能力のテストとの間の関連に生じることが

示された．加えて，動作コオーディネーション能力の診断テストの在り方につ

いては，単回のテストの結果のみではなく，初回の自分一人で取り組む際と，

その自分で取り組んだ際に得たパフォーマンスの結果，及び動作感覚，さらに

は周囲の他者のテストへの取り組みの様子を踏まえて取り組んだ 2回目のテス

トの結果との差分を，診断テストの評価に取り入れることが導出された． 

 第 3 節では，動作コオーディネーション能力の診断テストの在り方を具体的

に検討するために，一般的にエネルギー系の体力とされている 30m 走，反復

横跳び，立ち幅跳びの測定結果と，動作コオーディネーション能力診断テスト

との関係を検証した．具体的には，SRT 及び CRT と，コンディション能力の

関係性をもとにした診断モデルを構築し，これを検証した．さらに，動作コオ

ーディネーション能力の診断テスト初見による 1回目の測定結果と，自らの実

施による運動感覚及び他者の試行の様子を学習することより，適切なパフォー

マンス発揮ができるようになると考えられる 2回目の測定結果との差分による

ZPD の測定結果因子を診断テストに加えたモデルを構築し，これを検証し

た．その結果，双方の評価モデルの高い適合度が検証され，動作コオーディネ
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ーション概念及び，動作コオーディネーション能力診断テストの在り方として

は，動作コオーディネーションと他の体力・運動能力の関係及び，動作コオー

ディネーションテストの１回目と 2回目の差分の関係により，評価を行う診断

法を採用することで，評価ができる可能性があることが示された． 

 これらの成果をもとに，動作コオーディネーション能力評価理論モデルを導

出した． 
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終章 

 

第1節 結果のまとめ 

 

 本研究は，児童期の動作コオーディネーション能力に着目して，その診断測

定法について検討を加え，評価が難しいとされる動作コオーディネーション能

力を定量化し，評価するための方法を明らかにすることを目的とした．設定し

た課題の分析結果から，これまで得られた知見を以下にまとめた． 

 

 研究課題１では，動作コオーディネーションの概念について，ドイツ語圏，

英語圏，及び日本での動作コオーディネーション理論の萌芽とその展開を整理

した．また，動作コオーディネーション能力を向上させることを目的とした近

年の介入研究の動向をシステマティックレビューによって明らかにした．これ

らの手続きを通じて，今後推進されるべき研究課題を明らかにすることを目的

とした．本研究から，動作コオーディネーションを向上させることを目的とし

た介入研究の動向は，以下の特徴があることが示された．動作コオーディネー

ション能力向上を目的とした介入プログラムは，半数の研究において授業時間

内に行われていた．また，動作コオーディネーションに焦点をあてて独自に開

発された多様なプログラムが提案され，そのほぼすべてにおいて向上の効果が

確認された．さらに，動作コオーディネーションの評価テストについては，

KTK が最も多く利用されていたが，その他の評価テストも用いられており，

多岐にわたっていた．また，それぞれのテストには長所・短所があるなど，児

童生徒の動作コオーディネーションを評価するテストのゴールドスタンダード

は未だ確定されてはいなかった．また，本研究には，国内誌を含めて検討を行

う必要，及び出版バイアスの考慮などの課題があった． 
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 以上のことから，動作コオーディネーション能力の介入研究は，まだ途につ

いたばかりで，この研究分野の成果を一般化するには，学校，及び対象者の選

定の方法，及び性別による違い，有害事象の記載の有無など，さらに検討を重

ねる必要がある．また，これらの検討に加えて国際的な研究動向を踏まえて，

我が国においても学校を対象としたランダム化比較試験などの質の高い介入研

究の成果が望まれることがわかった． 

 

 研究課題 2 では，我が国の児童を対象として，動作コオーディネーション能

力と体力の関係性について検討することを目的とした．具体的には動作コオー

ディネーション能力を診断できるテストのうち，比較的簡便に指導現場で実施

できる 2 つの診断テスト，体力を診断できるテストとして我が国で一般的に利

用されている文部科学省新体力テストを用いて，その関係性を明らかにした．

本研究の目的は，児童 382名を対象に，動作コオーディネーション能力と体力

との関係を検討することであった．その結果，体力と動作コオーディネーショ

ン能力との間は，有意な相関関係にあることが示された．動作コオーディネー

ション能力の分化能力を診断する SRT は，男子においてスピード及び敏捷性

と関連があり，一方で女子はスピード及び敏捷性に加えて全身持久力と関連が

あった．動作コオーディネーション能力の空間定位能力を診断する CRT は，

男子においてスピード及び筋持久力と関連があり，一方で女子は全身持久力と

関連があった．以上のことから，体力は，動作コオーディネーション能力と関

連して発達していることが示唆された． 

 

 研究課題 3 では，動作コオーディネーションの能力の１つとされるバランス

能力を対象として，全身によるバランス運動を実施している際の神経科学的な

機序を捉えることを目的として，rs-FC を指標として評価した．その結果，動
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作コオーディネーション能力が必要とされる，全身を使った動的バランストレ

ーニング課題としたスラックライン運動の実施によって，特定の rs-FC が変化

することを明らかにした．また，左外側 PFC と SM1 の足部との間の rs-FC の

変化は，バランス学習のオフラインプロセスと相関する傾向があった．これら

の結果より，有酸素運動トレーニングとしたエルゴメータ運動の実施時と比較

して，動作コオーディネーショントレーニング実施時は，脳内の外側 PFC と

足部の SM1 間の結合性が強くなったことが示された．本結果は，動作コオー

ディネーション能力のトレーニングと有酸素トレーニングの実施時における脳

機能の違いについて，脳内の特定部位間の結合性の違いから明らかにすること

ができた． 

 

 研究課題 4 では，動作コオーディネーションの能力の感受期とされる小学校

教育の現場において，簡易的に診断可能なフィールドテストを用いた診断結果

の事例研究をおこなった．その結果，動作コオーディネーション能力の測定結

果より，信頼性が確認された．しかし，動作コオーディネーション能力の在り

方を考慮すると，測定のプロトコルについては，課題が認められた．  

 第 3 章 1 節では，ザクセン基礎運動テストの中で動作コオーディネーション

能力を評価できるテスト項目の 2 つを用いて，再テスト法による信頼性を検討

した．走運動のスピードを基礎とした上で分化能力を特に評価できる SRT，

及び空間定位能力及び反応能力を評価できる CRT の 2 つのテストの再テスト

の結果より，動作コオーディネーション能力が必要とされるテストほど，信頼

性が低く，コンディション能力が必要とされるテストほど，信頼性が高いこと

が示唆された．  

 第 3 章 2 節では，児童期のコオーディネーション能力診断テストとして用い

られることが多い KTK を用いて，小学校体育科体つくり運動多様な動き作り
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単元(全 9 時間)の前後による測定結果を検討した．その結果，１つのタスク(反

復横跳び)にのみ有意な記録の向上が認められたものの，その他２つのタスク

には有意な向上は認められなかった．反復横跳びは，動作コオーディネーショ

ン能力に加えて瞬発力もまたテストの記録に重要な体力要素となるため，本研

究で実施した単元における動作コオーディネーション能力よりも瞬発力が向上

した可能性が示唆されたもののその詳細を明らかにはできなかった． 

 第 3 章 3 節では，我が国で広く用いられている文部科学省新体力テストのう

ち，特に動作コオーディネーション能力に近い項目であるソフトボール投げを

対象として，定期的な 5分程度の短時間の運動を実施した効果を検討した．そ

の結果，記録は男女ともに有意な向上を示した．しかし，動作コオーディネー

ション能力の育成は，行為調節にも有意な向上も促すとされるが，本研究で行

為調節の指標とした運動有能感には，男女，及び学年において，有意な変化は

認められなかった．これより，短時間運動による動作コオーディネーション能

力の向上については，動作調節としてのコオーディネーションは一定認められ

るものの，行為調節としてのコオーディネーションについては，課題があるこ

とが明らかになった． 

 そして，3 章 4 節では，水泳運動による運動特性を踏まえた動作コオーディ

ネーション能力診断テストを開発することを目的とした．水泳運動の特性を潜

水，浮遊，並びに水中として，それらの特徴を踏まえたテストを作成した上

で，テスト間にこれらのテストによって向上すると考えられる基礎的動き作り

のプログラムを実施した．その結果，Task2 には信頼性及び妥当性に課題があ

ること，そして Task3 においては，妥当性に課題があることが明らかになっ

た． 

 これらのことより，児童を対象とした動作コオーディネーション能力評価診

断テストの実態については，国内外で実施されているもの，さらには新たに作
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成したものそのすべてにおいて，その信頼性，及び妥当性について，課題があ

ることがわかった．これらより，動作コオーディネーション能力を評価するた

めのテストの在り方については，検討する必要があることがわかった． 

 以上の本研究において設定した研究課題より得られた結果より，動作コオー

ディネーションの能力を診断するためのテストの在り方を再検討した．具体的

には，Heidegger による，現存在(Dasein)の在り方として，自然との関係性のな

かにみる考え方を参照した．Heidegger は，アリストテレスの能力の捉え方を

解釈し，可能態としてのデュナミス，現実活動態としてのエネルゲイア，そし

て完全活動態としてのエンテレケイアの考え方を用いて，能力モデルを構築し

た．これは具体的には，動作コオーディネーション能力を診断評価するモデル

として，現在多く用いられている KTK などの単回の測定結果をそのまま評価

とするのではなく，動作コオーディネーション能力タスクがその他の体力，及

び運動能力が必要とされるタスクの関係から成り立つとするモデルを構築し，

高い適合性が確認された． 

 さらにこれに加えて，Bernstein と同様に，反射理論を批判した Vygotsky に

よる社会文化的発達理論の ZPD に基づき，動作コオーディネーション能力の

在り方を検討した．具体的には，現在ある能力の結果のみを対象とするのでは

なく，周囲環境，及び文化的前提との関連によって導き出される明日の発達水

準を評価することが重要とした．そこで，動作コオーディネーションタスクの

単回の測定結果のみで評価するのではなく，動作コオーディネーション能力タ

スクの複数回の試行間の差分を評価として取り入れる動作コオーディネーショ

ンの能力の在り方を提案し，これを検証した．その結果，差分を取り入れたモ

デルについても，高い適合性が確認された． 

 以上のことより，デュナミスとしての関係性に基づく動作コオーディネーシ

ョン能力の在り方としては，動作コオーディネーションタスクと，体力・運動
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能力タスク間の相関を基にした評価法，及び動作コオーディネーション能力タ

スク間の複数の測定結果間の差分を基にした評価法を統合した動作コオーディ

ネーション能力評価理論モデルが導出された． 
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第2節 本研究の限界と今後の課題 

 

 本節では，本研究の限界と今後の課題について検討する． 

 まず，4 章 3 節において理論モデル構築を行った研究における対象者の属性

についての問題が挙げられる．本研究では，M県で実施されているスポーツ

タレント発掘事業の参加者とした．スポーツタレント発掘事業への参加者は，

まず１次選抜として書類審査を受ける．これにおいては，文部科学省新体力テ

ストの総得点の結果から，審査を受ける．つまり，2 次選抜に進んだ時点で，

すべての対象者が，比較的高い体力・運動能力を持っていると判定されたもの

になる．その後，集団の正規性の確認を行ったものの，今回検証されたモデル

に投入した観測変数の記録が偏っていた可能性は否定できない．つまり，今後

の課題としては，さらに広範な体力レベルの対象者の結果より，個別の観測変

数を投入することで，理論モデルの適合性はさらに詳細に検討ができた可能性

がある． 

 次に，動作コオーディネーション能力を測定するテストとして採用した

SRT と CRT 以外のテストの導入可能性についても検討する必要がある．本研

究で採用した両テストは，ともに走運動が中心の運動となり，その走運動の際

にさまざまなすばやい判断が求められるものであった．また，動作コオーディ

ネーションについても，SRT は分化能力を中心に必要とするタスク，CRT は

反応能力と空間定位能力が主に必要とされるタスクでであった．しかし，動作

コオーディネーション能力は，走運動に限らず，投運動，跳躍運動など，多様

な動きのなかで発揮されるものである．さらに，動作コオーディネーション能

力についても，リズム化能力，及びバランス能力についても，検討をする必要

がある．これらより，今後の課題としては，ジュニア選手の運動能力を全体的

に捉えるとするならば，やはり，走運動のみに限らず，投・跳の運動も含めた
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診断評価，加えてリズム化能力あるいはバランス能力についても着目して，検

討するべきである． 

 さらに，本研究では，動作コオーディネーション能力を量的に評価すること

を中心に検討した．しかし，基本的動作の評価法には質的な評価法も用いられ

ている．中村ほか(2011)は，幼児を対象に，移動系動作，操作系動作，及び平

衡系動作の７種類の基本的動作について，観察による動作発達段階を 5段階に

て評価した結果を報告している．このように幼児期や児童期における望ましい

動作を身についているかどうかを評価するには，量的評価に加えて，質的評価

を併せて評価することが必要である．そこで，本研究における評価の理論モデ

ルに，質的評価についても加えることができるように検討すべきである． 

 このように，本研究では，限られた対象者に対して，また，数ある運動の様

式のなかでも，特に走運動のみに着目してその量的評価の理論モデルを作成

し，その適合性を検証したものであり，投運動，及び跳運動のような他の運動

様式，加えて動作の質的評価を加えた，理論モデルを検討する必要があるとい

える． 

 また，本研究で得られた理論モデルを通じて，動作コオーディネーション能

力の評価が明確になることで，体育・スポーツ指導の現場で，これまで評価さ

れてこなかった児童・生徒の評価ができる可能性が広がる．これまでの評価で

あると，体力的に優れた選手が高く評価されることが多かったと考えられる

が，本理論モデルに基づく評価を通じて相対的には体力が低くても，動作コオ

ーディネーションが高い選手を評価ができる可能性がある．加えて，これから

の体育科において重要視されるフィジカルリテラシー (Whitehead, 2010)の評価

法としても本理論モデルが一部貢献できる可能性があるかもしれない．さらに

評価法の構築に取り組む必要があるといえる． 
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第3節 結語 

 

 Bernstein において提唱された運動制御理論としてのコオーディネーション

は，Meinel により，発育発達期である児童期の運動学習における中心的特徴

として位置づけられ，児童期のスポーツの運動指導における重要な能力概念で

ある動作コオーディネーション能力として定義されている．具体的には運動制

御における巧みさに関する研究を基にして，これらの巧みさを支える能力とし

て，動作コオーディネーション能力を想定して，この能力の検証と，具体的プ

ログラムの立案が進められてきた．その結果，動作コオーディネーション能力

は，「動作学 (Bewegungslehre)」の中心的概念で，あらゆるスポーツパフォー

マンスに共通する一般的運動能力として，位置づけられているが，その評価の

方法については，多くの課題があり，未だゴールドスタンダードはない状況に

ある． 

 そこで本研究は，動作コオーディネーション概念に着目し，なかでも動作コ

オーディネーション能力の評価に関わる研究を中心に検討を行い，それらの研

究結果をもとに存在論的考察を行うことを通じて，動作コオーディネーション

能力評価の理論モデルを構築することを目的とした．そして，この理論モデル

を通じて，スポーツ指導場面のみに関わらず，児童の体育学習においても，そ

の学習成果を評価できる可能性があることを示した． 

 

 本研究の結論は次の通りである． 

1). 動作コオーディネーションは，多くの体力と関連していることが示唆され

た．男子においてスピード及び敏捷性と関連があり，一方で女子はスピー

ド及び敏捷性に加えて全身持久力と関連があった．また，空間定位能力を
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診断する CRT は，男子においてスピード及び筋持久力と関連があり，一方

で女子は全身持久力と関連があった． 

2). 動作コオーディネーションの能力の１つとされるバランス能力を対象とし

て，全身によるバランス運動を実施している際の神経科学的な存在の在り

方を捉えることを目的として，rs-FC を指標として評価した．その結果，

バランス能力の発揮を促したスラックライン課題を実施することによって，

対照として実施したエルゴメーター運動課題を実施した場合と比較して，

前頭前野と一次運動野との結合性がより強まった結果が示された． 

3). 児童を対象とした動作コオーディネーション能力の国内外の診断テストに

ついての実態を検証をすることを目的とした検証結果より，対象とした

SRT,CRT，KTK，ソフトボール投げ，水泳コオーディネーションテストのす

べての能力テストの信頼性及び妥当性について，検討する必要があること

が示された． 

4). 動作コオーディネーション能力の在り方についての問題を克服するために，

Heidegger による存在論的な立場及び，Vygotsky による発達の最近接領域

における二重水準理論の立場から考察した結果，能力とは，他との関係性

のなかに存在すること及び単回の測定のみで捉えることはできないという

考えを導出した．そこで，対象個人内での動作パフォーマンスの複数回の

測定差分を変数として，評価に組み入れることが，動作コオーディネーシ

ョンの能力を正しく評価できる評価システムを構築することができる可能

性を導出した． 

5). 動作コオーディネーションとその他の体力・運動能力との関係と同一動作

パフォーマンスの差分から評価するモデル及び，動作コオーディネーショ

ンテストタスクの複数回の結果の差分を評価項目とする 2 つの評価法を体

系的に構築したモデルを検証した．その結果より，動作コオーディネーシ
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ョン能力評価のための理論モデルを導出した． 

 

本論文では，評価が難しいことが指摘されてきた動作コオーディネーション概

念とその能力について，動作コオーディネーション能力と他の体力・運動能力

との関係性を評価する方法及び，ZPDとしての複数回の試行差分を変数として

取り入れる方法の 2つの方法を通じて，あらゆる動作様式をもった競技，及び

種目における動作コオーディネーション能力を簡便に評価するプロトコルの整

備のための貴重な基礎的資料となる理論モデルを得ることができた． 

 

 本研究で得られた研究成果は，発育発達期にある子供たちにとって，育成が

求められる動作コオーディネーション能力を適切に評価することを可能とす

る．また，これらの理論モデルに基づいた評価法により，あらゆる対象者に根

拠を持った効果的な動作コオーディネーションの運動プログラムを開発するこ

とが可能になる．すなわち，本研究で導出した動作コオーディネーション能力

の在り方についての理論モデルは，学習者の発育発達に応じた個別最適な体

力・運動能力の育成に大きく貢献できるといえる． 
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